中学校における発達障害に関する障害理解教育についての研究 ： 教員の意識と実施状況の調査を通して by 松田  淳二
2014年度 学位論文
中学校における発達障害に関する
障害理解教育についての研究
―教員の意識と実施状況の調査を通して一
兵庫教育大学大学院 学校教育研究科
特別支援教育専攻 障害科学コース
M13106J 松田 淳二
目次
第 I章 問題と目的 ロロロロロロロ・・・ ロロ・ 口・・・ ロロロロロ・・・ 口・・ 1
第 1節 人間理解と障害理解   1
第2節 障害理解の必要性   1
第3節 障害理解教育と特定理解教育と一般理解教育   2
第4節 障害理解教育の研究とその課題   3
第5節 中学校における発達障害に関する一般理解教育の現状調査の必要性   4
第6節 目的  6
第H章 方法 ロロロ・・ 口・ 口・ ロロロロ・・・・ ロロロ・・ ロロロロ・・ ロロ・ 7
第HI章 結果  B・・ ロロ饉ロロ■=■ 口・・・・ =・・ 3日 ■■■■ロロ8■ ●9
第 1節 回答者の属性   9
第2節 発達障害に関する理解教育をする意義、必要性   10
第3節 教員の意識   13
第4節 今後の発達障害に関する一般理解教育   16
第5節 発達障害に関する理解教育の自由記述   18
第6節 発達障害以外の障害に関する理解教育とその他の自由記述   18
第7節 障害理解教育の実施状況   19
第8節 発達障害のある人との交流及び共同学習の実施状況   39
第9節 保護者 。地域に対する障害理解の啓発の実施状況    48
第10節 発達障害に関する障害理解教育の実施状況と生徒の理解   54
第11節 発達障害に関する理解教育で使用できる教材   58
第 lV章 考察 ・ 口・ 口・・・・・ ロロ・ 口・・ ロロロ・ 口・・・・ 3● 口■●■・59
第 1節 障害理解教育への意識についての現状   59
第2節 障害理解教育の実施状況についての現状   62
第3節 発達障害に関する一般理解教育の現状からみえてきたこと   66
第4節 発達障害に関する一般理解教育の実施に向けての留意点   70
第5節 発達障害に関する障害理解の啓発の実施に向けての留意点   74
第6節 発達障害に関する一般理解教育の課題   75
第7節 発達障害に関する一般理解教育の課題解決の一例   78
第8節 発達障害に関する障害理解の啓発の課題   80
第9節 本研究の課題   81
第10節 今後の課題   82
引用文献・参考文献・ ロロロ・・・ 口・・ ロロ・・・・ 口・・・・ 口・ ロロ8口 ■■●85
巻末資料
話
第 1章 問題と目的
第1節 人間理解と障害理解
芝田 (2013)は、障害理解は「個々の違いを認める」という人としての基本が理
解されればその延長上で容易に理解できることや障害児・者に対する差別 。偏見の解
消をその初歩とし、障害に関するその他の諸知識の理解であるが、その心情は人間理
解と同様、少し意識すれば誰でも達成可能なものであることと記し、その意識が継続
的に必要という点は忘れてはならないと述べている。また、障害理解を進めてくこと
で児童生徒は、人間の差異や多様性を理解 し、認め、適切な行動をしようとする意識
や態度を身につけることができるとも考えられる。つまり、人間理解を進めることは
障害理解につながり、また、障害理解を進めることは人間理解にもつながるため、双方
の関連性を意識しながら、それぞれを進めていく必要がある。更に、人間理解と障害理
解は、すべての人が社会で円滑な人間関係を築きながら支え合つて生きていくために
必要不可欠であり、どちらも重要である。そして、障害理解を人間理解の視点や関連性
を意識しながら進めることで、社会で生きるすべての人がそれぞれの必要性に気づく
とともに、誰もが安全で安心できる社会を築き上げることにつながると考えられる。
第 2節 障害理解の必要性
1.文部科学省の報告
2012年、文部科学省は「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構
築のための特別支援教育の推進 (報告)」 で、特別支援教育が共生社会の形成に向け
て、インクルーシブ教育システム構築のために必要不可欠なものであると述べている。
そして、特別支援教育に関連して、障害者理解を推進することにより、周囲の人々が、
障害のある人や子どもと共に学び合い生きる中で、公平性を確保しつつ社会の構成員
としての基礎を作つていくことが重要であり、次代を担 う子どもに対し、学校におい
て障害者理解を推進していくことは、インクルーシブな社会の構築につながると明記
している。また、2012年、文部科学省は「通常の学級に在籍する発達障害の可能性
のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果について」で、全国
の公立小・中学校の通常学級に在籍する学習または行動面で著しい困難を示す児童生
徒の割合は約 6.5%と報告している。これは、通常学級に在籍する発達障害のある児
童生徒と定型発達の児童生徒がともに生活していることを意味している。これらのこ
とから、インクルーシブ教育システムの構築のためには、様々な人の差異や多様性に
ついての理解を障害者理解に関連させて実施していく必要性があり、その観点からの
定型発達の児童生徒を含めた障害者理解を推進していくことは、今後の重要な課題に
なると考えられる。
2.定型発達の児童生徒への障害理解の必要性
中鹿 (2011)は、特別支援教育に当たつて、文部科学省の調査では発達障害の子ど
もは6.3パーセント、その周辺に気になる子は20パーセントもいるとされているが、
診断されるまで行かなくても気になる子どもへの関わりはこれからの検討課題であ
るとして、これらの子どもはまわりの関わり方によつて大きく変化することや子ども
と環境の問題は大切なものであるとされながらも、これまで適切に捉えられてきてい
なかったことを述べている。その環境には、定型発達の児童生徒も含まれており、こ
こではその定型発達の児童生徒が正しい知識やサポー ト方法、心情などを理解して関
わることの重要性を述べていると考えられ、その理解と行動を育てる方法の1つとし
て障害理解教育がある。
第 3節 障害理解教育 と特定理解教育と一般理解教育
1.障害理解教育の定義
学校における障害理解の推進の柱となるのが障害理解教育である。障害理解教育の
定義は、徳田・水野 (2005)や真城 (2003)他によつて様々である。徳田。水野 (2005)
は、「障害のある人に関わるすべての事象を内容としている人権思想、特にノーマラ
イゼーションの思想を基軸に据えた教育であり、障害に関する科学的認識の形成を目
指したものである」としている。また、真城 (2003)は、「様々なレベルでの社会、
すなわち、それぞれの年齢集団に応じた仲間社会レベルから地域社会、日本という国
における社会、世界全体における社会に至るまでの社会と、障害との関わりを考える
ことを通して、自らの社会への関わり方の指針をえること、その過程で、一人の個人
としての他者との関わりのあり方、人間尊厳、社会的な存在としての個人などについ
て、学習する機会を提供するのが障害理解教育である」としている。堤ら (2008)
は、様々なその定義の共通点として、「①障がいの有無に拘らず、すべての人を対象
としていること、②障がいの科学的認識を通して人間への理解を促すこと」を挙げて
いる。これらを踏まえ、本研究では、その共通点を用いて障害理解教育の定義を障害
の有無にかかわらず、すべての人を対象とし、障害に関する科学的認識を通して人間
への理解を促す教育とする。
2.障害理解教育の実施
障害理解教育は、多くの学校で、総合的な学習の時間や特別活動、道徳の時間を利
用して実施されている。芝田 (2013)は、障害理解教育は定型発達の健常児に障害
児・者への理解を説いていくものであるが、同時に健常児への人間理解も説いていく
ものであると述べている。また、徳田・水野 (2005)は、障害理解教育は幼児期か
ら系統的に行われなければならないことや対象者の年齢や障害理解の段階、興味に応
じて行われるものであって、幼児から大人まで一律に、同じプログラムで実施できる
ものではないと述べている。障害理解教育の実施については、障害種に偏 りがあつた
り、学齢期における系統的な取り組みがなされていなかつたり、人の差異や多様性の
理解にまで広がっていなかつたりするなど様々な課題があると考えられる。また、内
容については、定型発達の児童生徒に対するものと障害のある児童生徒自身へのもの
や、在籍している障害のある児童生徒に関するものと一般的な障害に関するものなど
に区別をすることができる。今後は、内容を区別してそれぞれについて実施できる体
制を学校に整えていく必要がある。特に、定型発達の児童生徒への障害理解教育をす
べての小 。中学校に定着させることが喫緊の課題であり、そのためには、様々な障害
種における一般的な障害に関する理解教育の実施に向けての研究を更に進めること
が重要であると考えられる。
3.特定理解教育と一般理解教育の定義
学校における定型発達の児童生徒への障害理解教育は、学校・学級に在籍する特定
の児童生徒の障害に関する理解教育 (以下、特定理解教育と記す)と障害に関する一
般的な理解教育 (以下、一般理解教育と記す)に区別できる。特定理解教育は、定型
発達の児童生徒が学校・学級に在籍する特定の児童生徒の障害特性などを理解する教
育である。一般理解教育は、定型発達の児童生徒が学校・学級に在籍する特定の児童
生徒の障害ではなく、障害に関する一般的な知識やサポー ト方法、障害者の心情理解、
社会的状況などを理解することができ、そこから人間の差異や多様性を理解し、認め
ることにつながる教育である。特定理解教育と一般理解教育はそれぞれに意味を持ち、
それを理解 して実施することで効果的な障害理解教育が実施できる。また、児童生徒
が社会に出て障害のある人とともに生きていくことを考えれば、特定理解教育と一般
理解教育は、どちらも大切な教育である。特に、一般理解教育は、障害の差異、多様
性の理解から、すべての人の差異、多様性を認めることにつながる教育であり、学校。
学級に障害のある児童生徒の在籍の有無にかかわらず、すべての小。中学校において
系統的かつ継続的に実施されるべきものである。そのためにtこれまでの障害理解教
育の研究から課題を知ることや現在、小。中学校で障害理解教育がどのように実施さ
れているのかについての調査をして、実施状況や内容などについて明らかにしていく
ことは意味のあることである。
第 4節 障害理解教育の研究 とその課題
現在、障害理解教育に関わる研究については体系的・継続的に行われている (西館・
徳田,2014;芝田,2013;今枝ら,2013b;徳田・水野,2005;真城,2003;他)。
研究内容としては、障害理解教育の現状についての調査研究があり、多く行われてい
る (今枝 ら,2013a;西館ら,2012;堤ら,2008;他)。 その研究からの課題として
は、教育課程に障害理解教育が明確に位置づいていないこと (芝田,2013;堤ら,
2008;他)、 知的障害、発達障害についての理解は取り上げられにくいこと (楠ら,
2012;黒川・是永,2006;他)、 障害理解教育のプログラムの開発・授業実践・検討
を行 うこと (西館,2009;他)、 教員の資質の向上 (田口ら,2012;堀尾ら,2000;
他)、 障害特性など障害自体の理解の視点が必要であること (黒川・是永,2006)、
障害理解教育の実施状況に関する調査が小学校を中心に行われており、中学校を対象
に行つた調査は少ないこと (今枝ら,2013a)などが挙げられる。
障害理解教育の実施に向けては、教員の意識が重要であり、系統的な一般理解教育
の実施には、知的障害、発達障害についての理解教育を実施することやプログラムを
開発すること、中学校における現状調査を実施することなどの課題がある。
第 5節 中学校における発達障害に関する一般理解教育の現状調査の必要性
義務教育のおける系統的な一般理解教育は、児童生徒が障害理解、そして、人間理
解をすることができる機会となるため、小学校だけでなく中学校でも実施が必要不可
欠である。特に、小学校からの系統性、継続性を考えると中学校における一般理解教
育は、これから社会に出る生徒にとつて障害のある人へのサポー ト方法や心情などを
理解し、適切な行動を身につけることにつながるため重要である。また、それによる
今後の社会への影響も大きいと考えられる。このようなことから、中学校における一
般理解教育にも目を向ける必要があるだろう。
1.特定理解教育と一般理解教育に区別した現状調査の必要性
障害理解教育の実施内容に関する調査研究 (今枝ら,2013a;堤ら,2009;森・越
野,2008;黒り||・是永,2006;小川 。冨永,2002;他)では、実施された障害理解
教育の教材や教育課程が報告されているが、その実施目的が特定理解教育の内容なの
か一般理解教育の内容なのかが明らかにされていない。また、今枝ら (2013a)、堤
ら (2009)は、調査項目に「在籍児童生徒の説明」として、特定理解教育に関する
項目が含まれているが、その他の調査項目では、目的がどちらの内容であるのかまで
は明らかにされていない。しかし、障害理解教育を実施するときには、その目的が特
定理解教育なのか一般理解教育なのかを区別して、実施 しているはずである。逆に学
校の事情や学校・学級に障害のある児童生徒の在籍の有無などの理由により、実施す
る障害理解教育の目的を特定理解教育にするのか、一般理解教育にするのか、両方に
するのかも変わつてくる。更には、特定理解教育と一般理解教育の目的が異なること
から、それぞれの実施に向けての留意点及び全般的な課題も異なるはずである。そこ
で、今後の障害理解教育の現状調査の研究では、それぞれの具体的な実施に向けての
留意′点及び全般的な課題を明らかにするために、特定理解教育と一般理解教育に区別
をして調査することが必要であると考えられる。
2。 発達障害に関する一般理解教育の現状調査の必要性
今枝ら (2013a)は、今後の課題として、様々な障害種において、障害理解教育を
実施することが必要であると述べている。また、森 。越野 (2008)は、2007年度か
ら法令上の根拠を持って実施される段階に入つた特別支援教育は、より多くの障害に
対する理解を育てる必要性を明らかにしたと述べている。しかし、障害種別に実施内
容をみている調査 (今枝 ら,2013b)は少ない。また、一般理解教育に関する先行研
究では、視覚障害 (芝田,2012;他)、 聴覚障害 (嶋田・石原,2011;他)に関する
研究は多くされているが、発達障害に関する研究 (西館・徳田,2014)は少ない。
黒川 。是永 (2006)が、障害理解教育の実施状況の調査結果で、教育内容において
「みえにくく」一般的な理解を促すことが困難な知的障害や軽度発達障害については
敬遠される傾向があつたと報告していることや教員にとって発達障害に関する障害
理解教育は特定理解教育が想像されやすく一般理解教育については想像することが
難しいことも考えられることなどから、現在、学校において発達障害に関する一般理
解教育の実施は少ないことが推測される。しかし、調査から時間が経つているため、
現在の状況を調査し、明らかにすることは、発達障害に関する障害理解教育の研究の
発展につながると考えられる。
中鹿 (2011)は、学校において、児童生徒が発達障害への理解を得ることができれ
ば、その子どもたちが社会に出ることによって、社会での発達障害への理解も変わつ
てくるとして、学校における発達障害に関する障害理解教育の重要性を挙げ、障害理
解教育において、発達障害に関する理解も推進していく必要があることを述べている。
また、行動面や心情面の想像が難しいとされる発達障害については中学校段階であれ
ば内容を工夫することにより理解ができるのではないかと考えられる。しかし、発達
障害に関する一般理解教育は、慎重に実施しないと学校。学級に在籍 している発達障
害のある児童生徒が傷ついたり、差別や偏見につながり中傷やいじめが起こつたり、
自分が発達障害ではないかと不安になったりする児童生徒が出てしまう可能性があ
る。そのため、中学校における発達障害に関する一般理解教育の現状を調査して、そ
の実施に向けた留意点及び全般的な課題を明らかにすることが重要である。
3。 中学校における現状調査の必要性
森・越野 (2008)は、日々時間に追われる中学校現場において、とりわけ、自ら
の学級や学年に障害を持つ生徒がいない場合、その学級・学年においては、ともする
と障害理解教育の必要性が切実には感じられず、他の緊急性の高い課題との比較考量
の過程において、早急に理解を求める必要がないように判断してしまうことも少なく
ないのではないかと考察した上で、中学校のすべての生徒を対象に適切な障害理解教
育を推進していくことが、義務教育の最終段階にあたる中学校教育にとつてゆるがせ
にできない課題であるとして、中学校において障害理解教育を実施 していく必要性が
あると述べている。では、中学校における障害理解教育の実施で何をすればよいのか
を考えたときに、小学校からの系統性を持たせた取り組みや児童生徒の発達段階を踏
まえると発達障害についての一般理解教育を行 うことが適していると考えられ、そう
することにより、発達障害に関する一般理解教育を義務教育の中で実施することがで
きることになる。それにより、義務教育の中で障害に関する一般理解教育の 1つの形
ができあがると考えられる。しかし、その必要性はあるものの現状調査が少ないため、
中学校における発達障害の一般理解教育の実施に向けての留意点及び全般的な課題、
実施状況、教員の意識などについては明らかになつていないことがあると考えられる。
そのため、中学校を対象にした障害理解教育、特に発達障害に関する一般理解教育の
実施状況や教員の意識などの現状調査をする必要がある。
第 6節 目的
学校において障害者理解を推進していくことが、インクルーシブな社会の構築につ
ながるため、障害理解教育は重要であり、義務教育における特定理解教育や系統的か
つ継続的な一般理解教育の実施が望まれる。しかし、障害理解教育に関する先行研究
では、発達障害や中学校に関するものが少ないこと、特定理解教育と一般理解教育に
区別をして調査したものが少ないため、系統的かつ継続的な一般理解教育の実施に向
けては更に整理をした調査が必要である。本研究では、中学校における発達障害に関
する一般理解教育の実施状況や内容と教員の意識の現状を明らかにして、一般理解教
育の実施に向けての留意点及び全般的な課題を考察することを目的とする。
第H章 方法
1.調査対象
調査対象は、A県内の全市町立中学校345校であるざ
2.調査方法
調査方法は、郵送による質問紙調査である。対象校宛に、調査依頼文、質問紙、返
信用封筒を送付、回収をした。記入者は、学校長が選出した各学校の障害理解教育の取
り組みを把握している教員である。回答方式は、4件法による項目と複数回答可能な
項目、自由記述による項目である。
3。 調査期間
調査期間は、2014年2月である。
4.回収率
回収率は、28.4%(345校中98校)であつた。
5。 調査内容
調査内容は、今枝 ら (2013a)、堤ら (2009)、渡部 。i武田 (2008)、堀′君ら (2000)
が実施した 4つの質問紙と芝田 (2013)、松田 (2010)、徳田・水野 (2005)、真城
(2003)を参考にした。その内容を著者と大学教授、特別支援教育を学んでいる大学
院生8名、教員 2名で検討して、中学校の教員 3名を対象に予備調査を行い、わかりに
くい表現や答え方の難易について更に検討し、一部表現を直してすべての項目を作成
した。質問項目は、1)学校、記入者の属性について 1項目、2)発達障害に関する理解教
育をする意義・必要性について 5項目、3)教員の意識について 5項目、4)今後の発
達障害に関する一般理解教育について2項目、5)2013年度の全校での障害理解教育
の実施状況について3項目、6)2013年度の各学年での障害理解教育の実施状況につ
いて13項目である。詳しい質問項目を以下に記すとともに質問紙を巻末資料に示す。
1)学校、記入者の属性について 1項目
地区名、学校名、教職員の立場 。校務分掌
2)発達障害に関する理解教育をする意義・必要性について5項目
(1)発達障害に関する特定理解教育を実施する必要はあるか。
(2)発達障害のある生徒が学級 。学校に在籍 している
｀
ときに発達障害に関する一般
理解教育を実施する必要はあるか。
(3)発達障害のある生徒が学級 。学校に在籍していなくても発達障害に関する一般
理解教育を実施する必要はあるか。
(4)発達障害に関する一般理解教育を始めればいい時期はいつか。
(5)発達障害に関する一般理解教育のねらいや目的となる内容は何か。
3)教員の意識について5項目
(1)発達障害に関する一般理解教育は専門知識をもつ教員だけに任せるべきか。
(2)全教員が発達障害について学ぶ必要はあるか。
(3)全教員は発達障害に関する一般理解教育をこれまでの経験で指導できるか。
(4)発達障害に関する理解教育の系統的なプログラムの開発がなされ、通常学級の
授業でそれを行 うことは、教員の発達障害への意識や専門性の向上につながるか。
(5)発達障害のある人 (特別支援学級在籍生徒を含む)と交流及び共同学習を行え
ば、発達障害に関する理解教育は十分か。
4)今後の発達障害に関する一般理解教育について2項目
(1)今後、発達障害に関する一般理解教育への取り組みに必要なことは何か。
(2)発達障害に関する一般理解教育で効果的と思われる教育内容・方法は何か。
5)2013年度の全校生での障害理解教育の実施状況について4項目
(1)全校生に実施した障害理解教育の障害種は何か。
(2)発達障害に関する一般理解教育を実施した内容は何か。
(3)交流及び共同学習の事前事後に実施した発達障害に関する一般理解教育の内容
は何か。
(4)保護者や地域に啓発 した発達障害に関する一般的な理解の内容は何か。
6)2013年度の各学年での障害理解教育の実施状況について 13項目
(1)学年の生徒に実施 した障害理解教育の障害種は何か。
(2)発達障害に関する一般理解教育を実施したときの内容は何か。
(3)発達障害に関する一般理解教育を実施した理由は何か。
(4)発達障害に関する一般理解教育を実施しなかつた理由は何か。
(5)生徒は発達障害について理解をしているか。
(6)発達障害のある人 (特別支援学級在籍生徒を含む)との交流及び共同学習の事
前事後に発達障害に関する一般理解教育を実施したか。
(7)交流及び共同学習の事前事後に発達障害に関する一般理解教育を実施していな
い理由は何か。
(8)交流及び共同学習を実施していない理由は何か。
(9)交流及び共同学習の事前事後に実施した発達障害に関する一般理解教育の内容
は何か。
(10)保護者や地域に発達障害に関する一般的な理解の啓発をしたか。
(11)保護者や地域に発達障害に関する一般的な理解の啓発をしていない理由は何か。
(12)保護者や地域に啓発した発達障害に関する一般的な理解の内容は何か。
(13)発達障害に関する理解教育で使用できる教材は何か。
第 HI章 結果
第1節 回答者の属性
回答した教職員の役職については、5項目の選択肢とその他の欄を設けて、複数回
答を可能にしたものである。その結果を表 1に示す。96校の回答があり、コーディネ
ーター52校、教頭26校、教諭26校、校長 7校、主幹4校、その他2校であつた。
その他の項目は主任、特別支援学級担任であつた。
表1回答した教職員の役職(n=96)【複数回答】
校長 教頭 主幹 教諭 コー テ゛ィネー ター その他
7 26 4 26 52 2
また、記入した教職員の校務分掌については、7項目の選択肢とその他の欄を設け
た回答である。その結果を表2に示す。38校の回答があり、教務担当8校、人権担当
3校、福祉教育担当3校、道徳担当2校、総合的な学習の時間担当2校、特別活動担
当2校、生徒指導担当2校、その他23校であつた。その他の項目の結果を表 3に示す。
表2回答した教職員の校務分掌(n=38)【複数回答】
教務 人権 福祉 道徳 総合 特活 生指 その他
8 3 3 ´2 2 2 2 23
表3校務分掌のその他の項目
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特別支援学級担任         5
特別支援教育担当         4
通級指導担当          4
コー ディネーター           1
校内委員会委員          1
教育相談            1
学習指導部            1
各学年道徳担当          1
食育担当            1
養護教諭            1
その他の項目は、特別支援学級担任 5校、特別支援教育担当4校、通級指導担当4
校tコー ディネーター、校内指導委員会、教育相談、学習指導部、各学年道徳担当、
食育担当、養護教諭であつた。複数回答を可能にしたのは、複数の教職員が回答した
り、複数の立場や校務分掌で回答したりする学校があると考えたためである。立場と
校務分掌の回答数の違いについては、立場の項目に当てはまるが、校務分掌にはあて
はまらない場合があつたからである。その他については、詳細の記入がなくその他に
○がつけられていたものも含んでいる。
第 2節 発達障害に関する理解教育をする意義、必要性
1.特定理解教育の必要性
発達障害に関する特定理解教育を行 うことは必要であるかについては、4件法によ
る回答である。その結果を表4に示す。96校の回答があり、「必要である」63校(65.6%)、
「どちらかといえば必要である」31校(32.3%)、「どちらかといえば必要でない」2
校 (2.1%)、「必要でない」0校(0.0%)であつた。
表4発達障害に関する特定理解教育の必要性(n=96)
必要である 63校  65.6%
どちらかといえば必要である 31校  32.3%
どちらかといえば必要ない 2校  2.1%
必要ない 01吏      0.0%
2.障害のある生徒が在籍しているときの一般理解教育の必要性
発達障害に関する二般理解教育は、発達障害のある生徒が学級 。学校に在籍してい
るとき行う必要があるかについては、4件法による回答である。その結果を表 5に示
す。92校の回答があり、「必要である」59校(64.1%)、「どちらかといえば必要であ
る」32校(34.8%)、「どちらかといえば必要でない」1校(1.1%)、「必要でない」0
校 (0.0%)であつた。
表5発達障害のある生徒が在籍する場合の一般理解教育の必要性(n=92)
必要である 59校  64.1%
どちらかといえば必要である 32をた     34.8%
どちらかといえば必要ない 1校  1.1%
必要ない 0を吏      0.0%
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3.障害のある生徒が在籍していないときの一般理解教育の必要性
発達障害に関する一般理解教育は発達障害のある生徒が学級 。学校に在籍していな
くても行う必要があるかについては、4件法による回答である。その結果を表 6に示
す。95校の回答があり、「必要である」49校(51.6%)、「どちらかといえば必要であ
る」44校(46.3%)、「どちらかといえば必要でない」2校(2.1%)、「必要でない」0
校 (0.0%)であった。
表6発達障害のある生徒が在籍しない場合の一般理解教育の必要性(n=95)
必要である 49校  51.6%
どちらかといえば必要である 44布交     46.3%
どちらかといえば必要ない 2校  2.1%
必要ない 0在吏      0.0%
4.特定理解教育と一般理解教育の必要性の差
表 4、 表 5、 表6から2つを選び「必要である」の差をt検定したところ、表 4、 表
6について、ρ<.05となり特定理解教育の必要性の方が発達障害のある生徒が在籍し
ないときの一般理解教育の必要性より5%水準で有意に高かつた。
また、発達障害に関する一般理解教育の必要性について、回答数を揃えた92校の回
答を巻末資料2に示す。92校の回答から、発達障害のある生徒が在籍している場合に
「必要である」とした59校のうち、その生徒が在籍しない場合に「どちらかといえば
必要である」としたのは、17校であつた。
5。 一般理解教育の開始時期
発達障害に関する一般理解教育を始めればいい時期については、6項目の選択肢を
設けた回答である。その結果を表 7に示す。91校の回答があり、「小学校高学年 (5,
6学年)」 27校(29.7%)、「小学校中学年 (3,4学年)」 26校(28。6%)、「小学校低
学年 (1,2学年)」 19校(20.9%)、「小学校就学前」12校(13。2%)、「中学校」2校
(2.2%)、「高等学校」2校(2.2%)、「その他」3校(3.3%)であつた。
その他の記述は、以下の通りである。
a。 道徳教育の一環として義務教育から取り組む
b.個々の成長に合わせて始める
c.発達障害のある本人・保護者の希望により始める
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表7発達障害に関する一般理解教育の開始時期(n=91)
小学校就学前 12校  13.2%
小学校低学年(第1,2学年) 19校  20.9%
小学校中学年(第3,4学年) 26在吏     28.6%
小学校高学年(第5,6学年) 27校  29.7%
中学校 2在吏      2.2%
高等学校 2布交      2.2%
その他 3在交      3.3%
また、上記の結果には含んでいないが、小学校低学年と中学校の両方を選択してい
る学校が 1校、小学校中学年と小学校高学年の両方を選択している学校が 1校、小学校
中学年とその他の記述をした学校が2校あつた。その他の記述は、以下の通りである。
d.定型発達の生徒の発達段階に応 じて始める (2校)
6。 一般理解教育のねらいや目的となる内容
発達障害に関する一般理解教育のねらいや目的となる内容については、5項目の選
択肢とその他の欄を設け、複数回答を可能にした回答である。その結果を表 8に示す。
96校の回答があり、「サポー ト方法の理解」81校(84.4%)、「障害に対する知識理解」
74校(77.1%)、「障害者に対する心情理解」54校(56.3%)、「障害者をめぐる状況理
解」45校(46.9%)、「生徒自身の生活や社会に目を向けさせること」43校(44.8%)、
「その他」4校(4.2%)であった。その他の記述は、次の通りである。
a.関係者 。当該者の年齢・環境・状況による
b.定型発達の生徒の発達段階に合わせてねらいを設定する
c.共に生きる生き方を考えさせる
d.成長段階に応じた支援指導の方法等の研修
表8発達障害に関する一般理解教育のねらいと目的(n=96)【複数回答】
サポート方法の理解 811交  84.4%
障害に対する知識理解 74校 77.1%
障害者に対する心情的理解 54をた  56.3%
障害者をめぐる状況理解 45校 46.9%
生徒自身の生活や社会に目を向けさせること 43をた  44.8%
その他 4をた   4.2%
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第 3節 教員の意識
1.発達障害に関する一般理解教育の実施と専門知識を持つ教員への意識
発達障害に関する一般理解教育は専門知識を持つ教員だけに任せるべきかについて
は、4件法による回答である。その結果を表 9に示す。95校の回答があり、「任せる
べきである」2校(2.1%)、「どちらかといえば任せるべきである」4校(4.2%)、「ど
ちらかといえば任せるべきでない」26校(27.4%)、「任せるべきでない」63校(66.3%)
であつた。
表9発達障害に関する一般理解教育は専門知識を持つ教員に任せるべき(n=95)
任せるべきである 2校  2.1%
どちらかといえば任せるべきである 4校  4.2%
どちらかといえば任せるべきでない 26布吏    27.4%
任せるべきでない 63校    66.3%
2.全教員が発達障害について学ぶ必要性
全教員が発達障害について学ぶ必要はあるかについては、4件法による回答である。
その結果を表 10に示す。96校の回答があり、「ある」91校(94.8%)、「どちらかと
いえばある」5校(5.2%)、「どちらかといえばない」0校(0.0%)、「ない」0校(0.0%)
であつた。
表10全教員が発達障害について学ぶ必要性(n=96)
ある 91在吏       94.8%
どちらかといえばある 5校    5.2%
どちらかといえばない 0をた        0.0%
41い 0布交        0.0%
3。 発達障害に関する一般理解教育の指導と教員の経験
全教員は発達障害に関する一般理解教育をこれまでの経験で指導ができるかについ
ては、4件法による回答である。その結果を表 11に示す。96校の回答があり、「でき
る」1校(1.0%)、「どちらかといえばできる」29校(30。2%)、「どちらかといえばで
きない」54校(56.3%)、「できない」12校(12.5%)であつた。
表11全教員が発達障害に関する一般理解教育を経験で指導できる(n=96)
できる 1校   1.0%
どちらかといえばできる 29校  30.2%
どちらかといえばできない 54布た      56_3%
できない 12校  12.5%
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4.発達障害に関する理解教育のプログラムと教員の意識や専門性の向上のつながり
発達障害に関する理解教育の系統的なプログラムの開発がなされ、通常学級の授業
でそれを行 うことは、教員の発達障害への意識や専門性の向上につながるかについて
は、4件法による回答である。その結果を表 12に示す。96校の回答があり、「つなが
る」46校(47.9%)、「どちらかといえばつながる」45校(46.9%)、「どちらかといえ
ばつながらない」4校 (4。2%)、「つながらない」1校(1.0%)であつた。
表12発達障害に関する理解教育のプログラムと教員の専門性のつながり(n=96)
つながる 46をた     47.9%
どちらかといえばつながる 45を黄     46.9%
どちらかといえばつながらない 4をた      4.2%
つながらない 1校   1.0%
5。 発達障害のある人との交流及び共同学習の実施と障害理解教育の十分さ
発達障害のある人 (特別支援学級在籍生徒を含む)と交流及び共同学習を行えば、
発達障害に関する理解教育は十分かについては、4件法によるものとその理由を自由
記述で求めた回答である。その結果を表 13‐1に示す。94校の回答があり、「十分であ
る」2校(2.1%)、「どちらかといえば十分である」8校(8.5%)、「どちらかといえば
十分でない」52校(55.3%)、「十分でない」32校(34.0%)であつた。
表13-1交流及び共同学習の実施と障害理解教育の十分さ(n=96)【全体】
十分である 2校  2.1%
どちらかといえば十分である 8校   8.5%
どちらかといえば十分でない 52校  55.3%
十分でない 32校  34.0%
各項目への理由を64校が回答した。
た学校は、「十分である」1校(1.5%)、
「どちらかといえば十分でない」35校
あつた。
その結果を表 13‐2に示す。理由の回答があつ
「どちらかといえば十分である」5校(7.6%)、
(53.0%)、「十分でない」23校(34.8%)で
表13-2交流及び共同学習の実施と障害理解教育の十分さ(n=64)【理由あり】
十分である 1校   1.5%
どちらかといえば十分である 5校   7.6%
どちらかといえば十分でない 35在た     53.0%
十分でない 23を吏     34.8%
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各項目の理由については、次の通りである。
1)「十分である」 (1校)
a.小学校で十分な指導ができている
2)「どちらかといえば十分である」(5校)
a.共に活動することは大切である (2校)
b.目的を明確にして行えばよい (2校)
c.関わりから障害への理解ができている
3)「どちらかといえば十分でない」(35校36件)
a.事前事後指導を行い、発達障害について理解を深める必要がある (6件)
b.障害についての知識を身につける必要がある (5件)
c.交流だけでは発達障害を理解することができない (5件)
d。 発達障害は多様である (4件)
e.十分な時間をかけて関わることができない (3件)
■ 教員が発達障害について学習し、発達障害全般を指導する必要がある (2件)
g。 あらゆる生活の場面で必要に応 じて指導する必要がある (2件)
h。 生活場面で困つていることを共有させる必要がある (2件)
i。 定型発達の生徒の理解力はぞれぞれである (2件)
j.交流した人の障害特性が発達障害の障害特性になつてしまう可能性がある
k。 障害理解にはその背景まで理解が必要である
1.からかわれたりいじられたりの対象になつているか、無関心である
m。 家庭や地域社会に広げる必要がある
n。 発達障害のある生徒。保護者が説明を嫌がるケースがある
4)「十分でない」(23校)
a。 事前事後指導を行い、障害について理解を深める必要がある (6校)
b.交流だけでは発達障害を理解することができない (6校)
c。 発達障害は目に見えにくく、多様である (4校)
d。 発達障害への正しい理解がなければ誤解や偏見につながる (2校)
e。 一般理解教育と合わせて行う必要がある (2校)
■ 形だけの交流では意味がない
g。 日常的な交流が必要である
h.定型発達の生徒の理解力はぞれぞれである
各項目への理由の記述がなかつた学校は30校であつた。その結果を 13‐3に示す。
また、十分かどうかの回答はなかつたものの理由のみを記述している学校が2校あ
った。その内容を以下に記す。
a.社会を対象とした発達障害の理解が必要である
b.発達障害は多様である
表13-3発達障害のある人と交流及び共同学習の実施と理解教育の十分さ(n=30)
【理由なし】
十分である 1校   3.3%
どちらかといえば十分である 3校  10.0%
どちらかといえば十分でない 17校  56.7%
十分でない 9を吏     30.0%
第 4節 今後の発達障害に関する一般理解教育
1.取り組みに必要なこと
今後、発達障害に関する一般理解教育への取り組みに必要なことについては、7項
目の選択肢とその他の欄を設け、複数回答を可能にした回答である。その結果を表 14
に示す。96校の回答があり、「全教員の理解」80校(83.3%)、「教員の発達障害に対
する専門性の向上」73校(76.0%)、「学校としての組織作り」60校(62.5%)、「発達
障害に関する理解教育の系統的なプログラム」59校(61.5%)、「教材をそろえる」
33校(34.4%)、「社会 (地域。保護者)への啓発」33校(34.4%)、「教育課程に
理解教育を位置づける」16校(16.7%)、「その他」5校(5。2%)であつた。その他
の記述は、以下の通りである。
a_教員数を増加する (2校)
b.全教員の発達障害への正しい理解と対応について考える
c。 学校生活で何事もなければ実施する必要はない
d.マスコミが発達障害について取り上げる
表14発達障害に関する一般理解教育に必要なこと(n=96)【複数回答】
全教員の理解 80本交  83.3%
教員の発達障害に対する専門性の向上 73を黄  76.0%
学校としての組織作り 60をた  62.5%
発達障害に関する理解教育の系統的なプログラム 59校 61.5%
教材をそろえる 33をた  34.4%
社会(地域・保護者)への啓発 33をた  34.4%
教育課程に理解教育を位置づける 16校 16.7%
その他 5布交   5.2%
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2.効果的と思われる教育内容・方法
発達障害に関する一般理解教育で効果的と思われる教育内容・方法については、13
項目の選択肢とその他の欄を設け、複数回答を可能にした回答である。その結果を表
15に示す。96校の回答があり、「校内外の特別支援学級または特別支援学校児童生徒
と交流の機会を設ける」59校(61.5%)、「発達障害のある人の講演を聴く」51校
(53.1%)、「実践的な援助の方法を学ばせる」45校(46.9%)、「交流に向けた事前事
後の発達障害に関する理解教育」42校(43.8%)、「学級に在籍している発達障害のあ
る生徒の実態を踏まえた話をする」40校(41.7%)、「発達障害のある子どもを持つ保
護者の話を聴く」39校(40.6%)、「ビデオなどの映像媒体を提示する」38校(39.6%)、
「特別支援教育の専門家 (大学の教員等)の講演を聴く」35校(36.5%)、「疑似体験
をする」33校(34。4%)、「受け入れる環境を整える」27校(28.1%)、「読書教材 (絵
本等を含む)を提示する」26校(27.1%)「介護施設や障害者施設を訪問し、見学や
交流する機会を設ける」22校(22.9%)、「教師の経験を話す」19校(19.8%)、「その
他」3校(3.1%)であつた。その他の記述は、以下の通りである。
a.発達障害があると思われる生徒の保護者の理解が必要である
b.教育活動全般で人権意識を高める取り組みが必要である
c。 発達障害のある生徒の一人ひとりに応じた症状を理解すべきである
表15発達障害に関する一般理解教育実施に効果的と思われる教育内容・方法(n=96)
【複数回答】
交流及び共同学習 59校 61.5%
障害のある人の講演 51校 53.1%
援助方法の学習 45布交   46.9%
事前事後の理解教育 42布交   43.8%
在籍生の実態を踏まえた話 401交   41.7%
障害のある子どもを持つ保護者の講演 39布吏   40.6%
ビデオ教材 38校 39.6%
専門家の講演 35校 36.5%
疑似体験 33布吏   34.4%
受け入れる環境 27校 28.1%
読書教材 26校 27.1%
施設との交流 22布交   22.9%
教師の経験を話す 19校 19.8%
その他 3校  3.1%
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第 5節 発達障害に関する理解教育の自由記述
発達障害に関する理解教育についての自由記述では、35校41件の回答があつた。
その内容は、以下の通りである。
a。 発達障害のある本人・保護者の理解が必要である (6件)
b.発達障害に関する系統的なプログラムや教材が必要である (5件)
c.発達障害のある生徒がいる場合の伝え方が難しい (4件)
d.全教員が発達障害について理解して関わつていかなければならない (3件)
e.障害理解教育をすることによつて偏見を植え込むことがないようにする(3件)
■ 教員によって意識の差がある (2件)
g。 発達障害に関する診断をどのような機関で誰が下すのが難しい。
h.教員の意識が低い
i.教員数を増加する
j。 生活場面での困つていることを共有させる必要がある
k.教員の接し方や対応が周囲の生徒に与える影響は大きい
1.個人が特定されるような説明や教材には十分な配慮が必要である
m。「自分が発達障害では」という不安をそのままにしない
n.対人関係の苦手さや過敏性の理解は学習してもなかなか理解できにくい
o。発達障害はみるだけでは分からないので他の生徒の理解を進める難しさがある
p.定型発達の生徒の意識を高める必要がある
q.全員が一律に学ぶことは時間的に不可能である
r。 発達障害の生徒の状態は個人差が大きく、特定理解教育の方が二般理解教育よ
り有効である
s.発達障害のある生徒の増加により対応ができていない
t。 発達障害のある人たちが社会の中でどのように生きているかを教えたい
u。 障害のあることがしんどいのではなく、周囲の理解が大切である
v.すべての教育で発達障害について知識理解をすべきである
w。 総合的な学習の時間を活用し、福祉教育 。人権教育で取り組んでいる
x.交流と障害理解教育を平行して行 うべきである
第 6節 発達障害以外の障害に関する理解教育とその他の自由記述
1.発津障害以外の障害に関する理解教育についての自由記述
発達障害以外の障害に関する理解教育についての自由記述では、25校26件の回答
があつた。その内容は、以下の通りである。
a.障害が多様なためすべてについて学ぶことは時間的に不可能である (3件)
b.教員の接し方や対応が周囲の生徒に与える影響は大きい (2件)
c.教員の専門性の向上が必要である (2件)
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d.見え方、聞こえ方、感じ方を本人の立場で考えることができる教材が必要であ
る (2件)
e.障害のある生徒の受け入れに対する環境整備や専門機関との連携体制に課題が
ある (2件)
■肢体不自由や盲聾等の障害のある人の理解教育は福祉体験や人権学習などで実
践されており、取り組みやすい
g.道徳 。総合的な学習の時間を用いて系統的に実施している
h。 総合的な学習の時間の縮小により取り組む機会が減っている
i.肢体不自由や病弱も障害理解教育で扱いたい
j.該当生徒がいたから実施した
k。「できないこと」が話の中心にならないようにする
1.義務教育中に障害理解教育を進めることが大切である
m。 人として対等に付き合 うことができる心情を育てる
n.自分を大切にしつつ、相手も大切にする生き方を考えさせる
o.差別や偏見をなくす
p.すべての障害に対して周囲の人のどのような行動が必要かを知る
q。「障害」という言葉の扱いが明確になつていない
r。 すべての障害において障害理解教育は大事である
s.特になし (2件)
2。 その他の自由記述
その他の自由記述に関して3校の回答があり、以下にその内容を記す。
a.障害理解教育を実施していない (2校)
b。 発達障害についての教員研修を年3回実施している
第 7節 障害理解教育の実施状況
1.障害理解教育の実施状況
生徒を対象に 1回でも障害理解教育を行つた学校についての結果を表 16‐1に示す。
94校の回答があり、「行つた」82校(87.2%)、「行つていない」12校(12.8%)であ
った。
表16-1障害理解教育実施状況(n=94)【全体】
行つた 82布交
12校
87.2%
12.8%行つていない
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全校、学年別の結果を表 16‐2に示す。全校 91校の回答があり、「行つた」44校
(48.4%)、「行つていない」47校(51.6%)、1学年 91校の回答があり、「行つた」
73校(80.2%)、「行つていない」18校(19.8%)、2学年 90校の回答があり、「行つ
た」57校(63.3%)、「行つていない」33校(36.7%)、3学年88校の回答があり、「行
つた」47校(53.4%)、「行つていない」41校(46.6%)であつた。
表16-2障害理解教育実施状況【全校、学年別】
行つた 行つていない
全 校 (n=91)441隣:(48.4%)47布交 (51.6%)
1学年 (n=91)73校(80.2%)18校(19.8%)
2学年 (n=9o)57校(63.3%)33校(36.7%)
3学年 (n=88)471交 (53.4%)41本吏 (46.6%)
2.特定理解教育の実施状況
生徒を対象に 1回でも特定理解教育を行つた学校についての結果を表 17‐1に示す。
94校の回答があり、「行つた」57校(60.6%)、「行つていない」37校(39.4%)であ
った。
表17-1特定理解教育実施状況(n=94)【全体】
行つた
行つていない
57をた 60.6%
39.4%37校
また、全校、学年別の結果を 17‐2に示す。全校90校の回答があり、「行つた」22
校 (24.4%)、「行つていない」68校(75.6%)、1学年89校の回答があり、「行つた」
38校(42.7%)、「行つていない」51校(57.3%)、2学年 90校の回答があり、「行つ
た」34校(37.8%)、「行つていない」56校(62.2%)、3学年88校の回答があり、「行
った」25校(28.4%)、「行つていない」63校(71.6%)であつた。
表 17-2特定理解教育実施状況【全校、学年別】
行つた 行つていない
全 校(n=9o)22校(24.4%)68校(75.6%)
1学年(n=89)381交 (42_7%)51校 (57.3%)
2学年(n=9o)341馘:(37.8%)62.2%(56校)
3学年(n=88)25在吏 (28.4%)63校(71.6%)
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3。 一般理解教育の実施状況について
生徒を対象に 1回でも一般理解教育を行つた学校についての結果を表 18‐1に示す。
94校の回答があり、「行つた」72校(76.6%)、「行つていない」22校(23.4%)であ
った。
表18-1-般理解教育実施状況(n=94)【全体】
行つた
行つていない
72空吏
22本交
76.6%
23.4%
また、全校、学年別の結果を表 18‐2に示す。全校91校の回答があり、「行つた」38
校 (41.8%)、「行つていない」53校(58.2%)、1学年91校の回答があり、「行った」
61校(67.0%)、「行っていない」30校(33.0%)、2学年 90校の回答があり、「行つ
た」45校(50.0%)、「行つていない」45校(50.0%)、3学年88校の回答があり、「行
つた」39校(44.3%)、「行つていない」49校(55.7%)であった。
表18-2-般理解教育実施状況【全校、学年別】
行つた 行つていない
全 校(n=91)38をた (41.8%)53校(58.2%)
1学年(n=91)61布吏 (67.0%)301交 (33.0%)
2学年(n=9o)45本羹 (50.0%)451交 (50.0%)
3学年(n=88)39布交 (44.3%)49校(55.7%)
4.障害理解教育の障害種別の実施状況
障害理解教育で行つた障害種についての結果を表 19‐1に示す。行つた82校のうち
「肢体不自由」62校(75.6%)、「視覚障害」47校(57.3%)、「発達障害」45校(54.9%)、
「知的障害」43校(52.4%)、「聴覚障害」34校(41.5%)、「病弱」18校(22.0%)
であつた。
表 19-1障害種別の障害理解教育実施状況(n=82)【全体】
肢体不自由 62在吏            75.6%
視覚障害 47をた            57.3%
発達障害 45をた            54.9%
知的障害 43校     52.4%
聴覚障害 34をた           41.5%
病弱 18校     22.0%
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また、その全校、学年別の実施についての結果を表 19‐2に示す。
全校では44校が行い、「肢体不自由」28校(63.6%)、「知的障害」22校(50.0%)、
「視覚障害」20校(45.5%)、「聴覚障害」20校(45.5%)、「発達障害」17校(38.6%)
であった。
1学年では73校が行い、「肢体不自由」43校(58.9%)、「視覚障害」33校(45.2%)、
「発達障害」27校(37.0%)であつた。
2学年では57校が行い、「肢体不自由」34校(59.6%)、「視覚障害」21校(36.8%)、
「発達障害」20校(35。1%)であつた。
3学年では47校が行い、「肢体不自由」22校(46.8%)、「知的障害」21校(44.7%)、
「視覚障害」20校(42.6%)、「発達障害」14校(29.8%)であつた。
発達障害に関する障害理解教育の障害種別の結果を表 19‐3に示す。全体で行つた
45校のうち、「自閉症スペクトラム」39校(86.7%)、「LD」15校(33.3%)、「ADHD」
16校(35.6%)であった。
表19-3発達障害に関する障害理解教育実施状況(n=45)【全体】
自開症スペクトラム
LD
ADHD
39本交
15校
16校
86.7%
33.3%
35.6%
表19-2障害種別の障害理解教育実施状況【全校、学年別】
視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 塀着ヨヨ 知的障害 発達障害
全 校
(n=44)
20校
45.5%
20校
45.5%
28在吏
63.6%
8校
18.2%
22在吏
50.0%
17校
38.6%
1学年
(n=73)
33在吏
45.2%
21校
28.8%
43校
58.9%
11校
15.1%
23布交
31.5%
27校
37.0%
2学年
(n=57)
21校
36.8%
14校
24.6%
34校
59.6%
4校
7.0%
18校
31.6%
20を吏
35.1%
3学年
(n=47)
20校
42.6%
13校
27.7%
22をた
46.8%
8校
17.0%
21校
44.7%
14校
29.8%
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また、その全校、学年別の結果を表 19‐4に示す。全校で行つた17校のうち、「自閉
症スペクトラム」14校(82.4%)、「ADHD」7校(41.2%)であった。1学年で行つ
た27校のうち、「自閉症スペクトラム」25校(92.6%)、「ADHD」6校(22.2%)で
あった。2学年で行った20校のうち、「自閉症スペクトラム」18校(90.0%)、「LD」
8校(40.0%)、「ADHD」8校(40.0%)であつた。3学年で行つた 14校のうち、「自
閉症スペクトラム」13校(92.9%)、「LD」6校(42.9%)であつた。
表19-4発達障害に関する障害理解教育実施状況【全校、学年別】
自開症 LD ADHD
全 校(n=17)14布吏 (82.4%)6校(35.6%)7校(41.2%)
1学年(n=27)25校(92.6%)5校(18.5%)6校(22.2%)
2学年(n=20)18校  (90.0%)8校(40.0%)8校  (40.0%)
3学年(n=14)13校(92.9%)6校(42.9%)3在吏 (21.4%)
5。 特定理解教育の障害種別の実施状況
特定理解教育で行つた障害種については、6項目の選択肢を設け、複数回答を可能
にした回答である。その結果を表 20‐1に示す。行つた57校のうち「発達障害」37校
(64.9%)、「知的障害」32校(56.1%)、「肢体不自由」28校(49.1%)、「聴覚障害」
12校(21.1%)、「病弱」12校(21.1%)、「視覚障害」11校(19.3%)であつた。
表20-1障害種別の特定理解教育実施状況(n=57)【全体】
発達障害 37t吏           64.9%
知的障害 32校     56.1%
肢体不自由 281交            49.1%
聴覚障害 12校     21.1%
病弱 12校     21.1%
視覚障害 11校     19.3%
また、その全校、学年別の実施についての結果を表 20‐2に示す。
全校では22校が行い、「知的障害」17校(77.3%)、「発達障害」15校(68.2%)
であった。1学年では38校が行い、「発達障害」23校(60。5%)、「知的障害」17校(44.7%)
であつた。2学年では34校が行い、「肢体不自由」18校(52.9%)、「知的障害」13校
(38.2%)、「発達障害」13校(38.2%)であった。3学年では25校が行い、「知的障
害」14校(56.0%)、「発達障害」12校(48.0%)であつた。
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表20-2障害種別の特定理解教育実施状況【全校、学年別】
視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 所看弓弓 知的障害 発達障害
全 校
(n=22)
4校
18.2%
8校
36.4%
9校
40.9%
7校
31.8%
17校
77.3%
15校
68.2%
1学年
(n=38)
5校
13.2%
8校
21.1%
11校
28.9%
8校
21.1%
17校
44.7%
23をた
60.5%
2学年
(n=34)
3校
8.8%
5校
14.7%
18校
52.9%
4校
11.8%
13校
38.2%
13校
38.2%
3学年
(n=25)
5校
20.0%
4校
16.0%
6校
24.0%
4校
16.0%
14校
56.0%
12校
48.0%
発達障害に関する特定理解教育の障害種別の結果を表 20…3に示す。全体で行つた
37校のうち、「自閉症スペクトラム」32校(86.5%)、「LD」12校(32.4%)、「ADHD」
12校(32.4%)であった。
また、その全校、学年別の結果を表 20‐4に示す。全校で行つた 15校のうち、「自閉
症スペクトラム」12校(80.0%)、「ADHD」7校(46.7%)であった。1学年で行つ
た23校のうち、「自閉症スペクトラム」22校(95.7%)、「LD」4校(17.4%)、「ADHD」
4校(17.4%)であった。2学年で行つた 13校のうち、「自閉症スペクトラム」11校
(84.6%)、「LD」6校(46.2%)、「ADⅡD」6校(46.2%)であった。3学年で行つた
12校のうち、「自閉症スペクトラム」11校(91.7%)、「LD」5校(41.2%)であった。
表20-3発達障害に関する特定理解教育実施状況(n=37)【全体】
自開症スペクトラム 32校
12校
12校
86.5%
32.4%
32.4%
LD
ADHD
表 20二4発達障害に関する特定理解教育実施状況【全校、学年別】
自開症 LD ADHD
全 校(n=15)12校(80.0%)6布交 (40.0%)7校(46.7%)
1学年(n=23)22校(95.7%)4校(17.4%)41交 (17.4%)
2学年(n=13)11校(84.6%)6校(46.2%)6校(46.2%)
3学年(n=12)11校(91.7%)5在吏 (41.2%)3校(25.0%)
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6。 一般理解教育の障害種別の実施状況
一般理解教育で行つた障害種については、6項目の選択肢を設け、複数回答を可能に
した回答である。
その結果を表 21‐1に示す。行つた72校のうち「肢体不自由」59校(81.9%)、「視
覚障害」46校(63.9%)、「聴覚障害」31校(43.1%)、「知的障害」30校(41.7%)、
「発達障害」24校(33.3%)、「病弱」14校(19.4%)であつた。
表21-1障害種別の一般理解教育実施状況(n=72)【全体】
肢体不自由 59校     81.9%
視覚障害 46布交            63.9%
聴覚障害 31布交           43.1%
知的障害 30を吏           41.7%
発達障害 24布交           33.3%
病弱 14をた           19.4%
また、その全校、学年別の実施についての結果を表 21‐2に示す。     ‐
全校では38校が行い、「肢体不自由」27校(71.1%)、「視覚障害」20校(52.6%)、
「聴覚障害」18校(47.4%)、「発達障害」10校(26.3%)であつた。
1学年では61校が行い、「肢体不自由」39校(63.9%)、「視覚障害」32校(52.5%)、
「発達障害」14校(23.0%)、であつた。
2学年では45校が行い、「肢体不自由」29校(64.4%)、「視覚障害」20校(44.4%)、
「発達障害」11校(24.4%)であった。
3学年では39校が行い、「肢体不自由」19校(48.7%)、「視覚障害」20校(51.3%)、
「知的障害」12校(30.8%)、「発達障害」5校(12.8%)、であつた。
表21-2障害種別の一般理解教育実施状況【全校、学年別】
視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 病弱 知的障害 発達障害
全 校
(n=38)
20布交
52.6%
18校
47.4%
27を交
71.1%
6校
15.8%
15校
39.5%
10校
26.3%
1学年
(n=61)
32校
52.5%
18校
29.5%
39をた
63.9%
8校
13.1%
14校
23.0%
14校
23.0%
2学年
(n=45)
20布吏
44.4%
11校
24.4%
29をた
64.4%
2校
4.4%
11校
24.4%
11校
24.4%
3学年
(n=39)
20校
51.3%
11校
28.2%
19校
48.7%
5校
12.8%
12校
30.8%
5校
12.8%
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発達障害に関する一般理解教育の障害種別の結果を表 21‐3に示す。全体で行つた
24校のうち、「自閉症スペクトラム」21校(87.5%)、「LD」8校(33.3%)、「ADHD」
10校(41.7%)であった。
表21-3発達障害に関する一般理解教育実施状況(n=24)【全体】
自開症スペクトラム
LD
ADHD
21校
8校
10校
87.5%
33.3%
41.7%
また、その全校、学年別の結果を表 21‐4に示す。全校で行つた10校のうち、「自閉
症スペクトラム」8校(80.0%)、「ADHD」5校(50.0%)であつた。1学年で行つた
14校のうち、「自閉症スペクトラム」12校(85.7%)、「ADHD」5校(35,7%)であ
った。2学年で行つた 11校のうち、「自閉症スペクトラム」11校(100.0%)、「LD」5
校 (45.5%)、「ADHD」5校(45.5%)であつた。3学年で行つた5校のうち、「自閉
症スペクトラム」5校(100.0%)、「LD」3校(60.0%)であつた。
表21-4発達障害に関する一般理解教育実施状況【全校、学年別】
自開症 LD ADHD
全 校(n=lo)8布交 (80.0%)3校 (30.0%)5布吏 (50.0%)
1学年(n=14)12校(85.7%)3布黄 (21.4%)5校(35.7%)
2学年(n=11) 在交 (100.0%)5布交 (45.5%)5本気 (45.5%)
3学年(n=5)5校(100.0%)3を吏 (60.0%)2校(40.0%)
7.発達障害に関する特定理解教育と一般理解教育の実施状況
発達障害に関する特定理解教育と一般理解教育の実施状況を表 22‐1に示す。発達障
害に関する特定理解教育と一般理解教育の実施について回答のあつた94校のうち、特
定理解教育と一般理解教育の両方を行つた学校は、16校(17.0%)、特定理解教育の
みを行つた学校は21校(22.3%)、一般理解教育のみを行つた学校は8校(8.5%)、
特定理解教育と一般理解教育の両方を行わなかつた学校は、49校(52.1%)であつた。
表22-1発達障害に関する
特定理解教育と一般理解教育の実施(n=94)【全体】
一般理解教育
行つた 行つていない
特定理解教育
行つた 16在交 (17.0%)21校(22.3%)
行つていない 8校(8.5%)49在吏 (52.1%)
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発達障害に関する特定理解教育と一般理解教育の実施状況の全校、学年別の結果
を表 22‐2に示す。全校 90校のうち、両方を行つた学校は8校(8.9%)、特定理解教
育のみを行つた学校は7校(7.8%)、一般理解教育のみを行つた学校は2校(2.2%)、
両方を行わなかつた学校は73校(81.1%)であつた。1学年 88校のうち、両方を行
った学校は 10校(11.4%)、特定理解教育のみを行つた学校は 13校(14.8%)、一般
理解教育のみを行つた学校は4校(4.5%)、両方を行わなかった学校は61校(69.3%)
であつた。2学年90校のうち、両方を行つた学校は4校(4.4%)、特定理解教育のみ
を行つた学校は9校(10.0%)、一般理解教育のみを行つた学校は7校(7.8%)、両方
を行わなかつた学校は70校(77.8%)であつた。3学年 88校のうち、両方を行つた
学校は3校(3.4%)、特定理解教育のみを行つた学校は9校(10.2%)、一般理解教育
のみを行つた学校は2校(2.3%)、両方を行わなかった学校は74校(84.1%)であつ
た。
表22-2発達障害に関する
特定理解教育と一般理解教育の実施【全校、学年別】
一般理解教育
行つた 行つていない
全 校
(n=90)
行つた 8校(8.9%)7校(7.8%)
付 た 牡 朋 F子ス H
行つていない 2校(2.2%)73校(81.1%)
1学年
(n=88)
特定理解教育
行つた 10本吏 (11.4%)13布交 (14.8%)
行つていない 4布吏 (4.5%)61校 (69.3%)
2学年
(n=90)
経 由 Tm勁 暑 去 行つた 41吏 (4.4%)9お吏 (10.0%)
'た
J玉朋 晴 ス H
行つていない 7校(7.8%)70校(77.8%)
3学年
(n=88)
特定理解教育
行つた 3布交 (3.4%)9在査 (10.2%)
行つていない 2校(2.3%)74をた (84.1%)
発達障害のある生徒が在籍しているときの一般理解教育の必要性と発達障害に関す
る一般理解教育の実施状況についての結果を表 22‐3に示す。発達障害のある生徒が在
籍しているときの一般理解教育の必要性については、「必要である」「どちらかといえ
ば必要である」と「必要でない」「どちらかといえば必要でない」に分けた。
95校のうち、発達障害のある生徒が在籍しているときの一般理解教育の必要性につ
いて、「必要である」「どちらかといえば必要である」と回答した学校で、発達障害に
関する一般理解教育を行つた学校は、24校(25。3%)、発達障害に関する一般理解教
育を行つていない学校は、69校(72.6%)であつた。また、発達障害のある生徒が在
籍しているときの一般理解教育の必要性について、「必要でない」「どちらかといえば
必要でない」と回答した学校で、発達障害に関する一般理解教育を行つた学校は、0
校 (0.0%)、発達障害に関する一般理解教育を行つていない学校は、2校(2.1%)で
あった。
発達障害に関する特定理解教育と一般理解教育の実施状況の差をt検定したところ、
ρ<.01となり特定理解教育の実施の方が一般理解教育の実施より1%水準で有意に高
かった。
表22-3発達障害のある生徒が在籍していないときの
一般理解教育の必要性と実施状況(n=95)
発達障害に関する一般理解教育
行つた 行つていない
発達障害のあ
る生徒が在籍
していないとき
の一般理解教
育の必要性
必要である、
どちらかといえ
ば必要である
24校(25.3%)69校(72.6%)
必要でない、
どちらかといえ
ば必要でない
01交 (0.0%)2校(2.1%)
8。 発達障害に関する一般理解教育の内容
全校、各学年の生徒に対して行つた発達障害に関する一般理解教育の内容について
は、対象、障害種、教育課程、時間数、教材。方法、内容、ねらいの7項目に選択肢を
設け、複数回答を可能にした回答である。回答のあった学校の結果を表 23‐1に示す。
全校 10校のうち6校6件、1学年 14校のうち13校17件、2学年 11校のうち 10
校 11件、3学年5校のうち4校5件の回答があつた。しかし、その回答のうち、項目
のすべてに記述されたものが全校 1校、1学年3校、2学年4校、3学年2校であつた。
結果は、項目別に回答があつたものすべてをまとめて記す。
表23-1発達障害に関する一般理解教育の実施内容の回答数【学校、学年別】
全 校(n=lo) 6校      6件
1学年(n=14) 13校     17件
2学年(n=11) 10校    11件
3学年(n=5) 4校      5件
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対象の結果を表 23‐2に示す。
1学年 12校15件の回答があり、対象が「学年」10校10件、「学級」6校6件、2
学年 10校11件の回答があり、対象が「学年」8校8件、「学級」3校3件、3学年 4
校5件の回答があり、対象が「学年」3校3件、「学級」3校3件であつた。
表23-2実施した対象
学年 学級 その他
1学年(n=15) 10 6 0
2学年(n=11) 8 3 0
3学年(n=5) 3 3 0
実施した障害種についての結果を表 23‐3に示す。
全校5校5件の回答があり、「自閉症スペクトラム」4校4件、「ADHD」2校2件、
「LD」1校1件、1学年 13校16件の回答があり、「自閉症スペクトラム」12校14
件、「ADHD」4校5件、「LD」3校3件、2学年 8校9件の回答があり、「自閉症ス
ペクトラム」8校9件、「ADHD」4校4件、「LD」4校4件、3学年3校4件の回答
があり、「自閉症スペクトラム」3校4件、「ADHD」1校1件、「LD」1校1件であつ
た。
表23-3実施した障害種
自開症 ADHD LD
全 校(n=5) 4 2 1
1学年(n=16) 14 5 3
2学年(n=9) 9 4 4
3学年(n=4) 4 1 1
実施した教育課程についての結果を表 23‐4に示す。
全校 6校6件の回答があり、「道徳」3校3件、「その他」3校3件であつた。その
他の項目は、行事、文化部発表会、全校集会であつた。1学年 12校15件の回答があ
り、「特別活動」1校1件、「総合的な学習の時間」3校3件、「道徳」9校11件であつ
た。2学年 9校9件の回答があり、「総合的な学習の時間」1校1件、「道徳」8校8
件であつた。3学年3校3件の回答があり、「道徳」3校3件であつた。
実施した時間数についての結果を表 23‐5に示す。
全校 5校5件の回答があり、「1時間」3校3件、「2時間」1校1件、「その他」1
校 1件であつた。その他の項目は、常にであつた。1学年9校11件の回答があり、「1
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時間」7校8件、「2時間」3校3件であつた。2学年6校6件の回答があり、「1時間」
5校5件、「2時間」1校1件であつた。3学年3校3件の回答があり、「1時間」3校
3件であつた。
実施した教材 。方法についての結果を表 23‐6に示す。
全校 5校5件の回答があり、「読み物」1校1件、「講演」1校1件、「交流」1校1
件、「その他」2校2件であつた。その他の項目は、特別支援学級の劇、無記入であつた。
1学年 10校13件の回答があり、「読み物」4校5件、「映像」1校1件、「講演」1
校 1件、「交流」2校2件、「その他」3校4件であつた。その他の項目は、教師の語
り1校2件、無記入2校2件であつた。
2学年9校9件の回答があり、「読み物」3校3件、「映像」1校1件、「講演」3校
3件、「交流」2校2件、「その他」1校1件であつた。その他の項目は、講話であつた。
3学年2校2件の回答があり、「読み物」1校1件、「映像」1校1件であつた。
表23-4実施した教育課程
国 数 社 理 英 土日 美 技 家 体
?
?
?????
?
?
?
?
?
全 校(n=6)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3
1学年(n=15)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0
2学年(n=9)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 0
3学年(n=3)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0
表23-5実施した時間数
0～1時間 1時間 2時間 3時間 その他
全 校(n=5) 0 3 1 0
1学年(n=11) 0 8 3 0 0
2学年(n=6) 0 5 1 0 0
3学年(n=3) 0 3 0 0 0
表23-6実施した教材口方法
読み物 映像 疑似体験 講演 交流 その他
全 校(n=5) 1 0 0 1 1 2
1学年(n=13) 5 1 0 1 2 4
2学年(n=9) 3 1 0 3 2 1
3学年(n=2) 1 1 0 0 0 0
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実施したねらいについての結果を表 23‐7に示す。
全校6校6件の回答があり、「障害に対する知識理解」4校4件、「サポー ト方法の
理解」2校2件、「障害者をめぐる状況理解」3校3件、「障害者に対する心情理解」2
校2件であった。
1学年 11校14件の回答があり、「障害に対する知識理解」10校13件、「サポー ト
方法の理解」6校7件、「障害者をめぐる状況理解」3校4件、「障害者に対する心情
理解」4校4件、「自分の生活や社会に目を向けていくこと」3校3件であつた。
2学年 9校9件の回答があり、「障害に対する知識理解」6校6件、「サポー ト方法
の理解」2校2件、「障害者をめぐる状況理解」5校5件、「障害者に対する心情理解」
5校5件、「自分の生活や社会に目を向けていくこと」1校1件であつた。
3学年 3校3件の回答があり、「障害に対する知識理解」2校2件、「サポー ト方法
の理解」1校1件、「障害者をめぐる状況理解」1校1件、「障害者に対する心情理解」
2校2件であつた。
表23-7実施したねらい
障害に対
する
知識理解
サポート
方法の
理解
障害者を
めぐる
状況理解
障害者に
対する
心情理解
自分の生
活や社会
に目を向け
ていく
その他
全 校(n=6) 4 2 3 2 0 0
1学年(n=14) 13 7 4 4 3 0
2学年(n=9) 6 2 5 5 1 0
3学年(n=3) 2 1 1 2 0 0
実施した教材名と内容についての結果を表 23‐8に示す。
全校 1校1件の回答があり、道徳副教材であつた。
1学年9校11件の回答があり、教師による講話 1校2件、学年主任による講話 1校
1件、特別支援学級担任 1校1件、道徳副教材 1校1件、担任の話 (保護者の手紙)1
校 1件、特別支援学級との交流 1校1件、特別支援学校の交流生と文化祭合唱練習 1
校 1件、不明2校3件であつた。
2学年8校9件の回答があり、教師による講話 1校2件、特別支援学校教員 1校1
件、発達障害支援センターより1校1件、講話 1校1件、道徳副教材 1校1件、保護
者からの生徒理解の手紙 1校1件、NHK制作「ボクの生きる “自閉症の世界"(東田
直樹)」 1校1件、東田直樹著 「自閉症の僕がとびはねる理由」1校1件であった。
3学年4校5件の回答があり、教師による講話 1校2件、講話 1校1件、道徳副教
?
?
材 1校1件、NHKスペシャル 1校1件であった。
1学年から3学年については、発達障害に関する一般理解教育を実施していない学
校からも回答があつた。その結果を巻末資料 3に示す。その結果の詳細については、
発達障害に関する特定理解教育を行つた学校と発達障害に関する障害理解教育を実施
していない学校に分けて巻末資料 4、 5に示す。
表23-8実施した内容
全 校(n=1)道徳副教材 1件
1学年(n=11)教師による講話 2件
学年主任による講話 1件
特別支援学級担任 1件
道徳副教材 1件
担任の話(保護者の手紙) 1件
特別支援学級との交流 1件
特別支援学校の交流生と文化祭合唱練習 1件
不 明 3件
2学年(n=9)教師による講話 2件
特別支援学校教員 1件
発達障害支援センター より 1件
講話 1件
道徳副教材 1件
保護者からの生徒理解の手紙 1件
NHK制作「ボクの生きる“自開症の世界"(東田直樹)」 1件
東田直樹著「自開症の僕が跳びはねる理由」 1件
3学年(n=5)教師による講話 2件
講話 1件
道徳副教材 1件
NHKスペシャ′ル 1件
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9。 発達障害に関する一般理解教育を実施した理由
学年別の発達障害に関する一般理解教育を行つた理由についての自由記述の回答数
の結果を表24に示す。1学年で行つた学校 14校のうち、12校(85,7%)13件、2学
年で行つた学校 11校のうち、10校(90.9%)12件、3学年で行つた学校5校のうち、
4校(80.0%)5件の回答があつた。
表24発達障害に関する一般理解教育を行つた理由の回答数
記入あり 記入なし
1学年(n=14) 12校(85.7%) 2校(14.3%)
2学年(n=11) 10校(90.9%) 1校(9.1%)
3学年(n=5) 4布交 (80.0%) 1を交 (20.0%)
理由の記述は、以下の通りである。
1)1学年
a。 発達障害のある生徒がいる (4件)
b.発達障害のある生徒についての理解を深める (3件)
c。 発達障害のある生徒が トラブルなく平穏に学校生活を送る (2件)
d.よりよい交流及び共同学習を行 う (2件)
e。発達障害のある生徒への支援は教師だけでなく周囲の生徒の支援も必要である
■ 道徳の中に位置づけている
2)2学年
a.発達障害のある生徒についての理解を深める (4件)
b.発達障害のある生徒が平穏な学校生活を送る
c.個々の特性を正しく理解し将来に向けて生活する
d。 発達障害のある生徒がいる
e。 障害理解教育を推進する
■ 障害理解から思いやりの心や態度を育てる
g.障害のある人の思いを知り、必要な支援を考える
h。 社会に出て障害について考える力を身につける
i.よりよい交流及び共同学習を行 う
3)3学年
a。 発達障害のある生徒が平穏な学校生活を送る (2件)
b。 発達障害のある生徒がいる
c。 障害理解から思いやりの心や態度を育てる
d。 障害のある人の思いを知り、必要な支援を考える
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10。発達障害に関する一般理解教育を実施しなかつた理由
発達障害に関する一般理解教育を行わなかつた理由については、3項目の選択肢と
その他の欄を設け、複数回答を可能にした回答である。その結果を表 25に示す。
1学年62校の回答があり、F教材がない」10校(16.1%)、「何をしていいのか分か
らない」20校(32.3%)、「教育課程に位置づけられていない」30校(48.4%)、「その
他」23校(37.1%)24件であつた。
2学年66校の回答があり、「教材がない」6校(9.1%)、「何をしていいのか分から
ない」23校(34.8%)、「教育課程に位置づけられていない」29校(43.9%)、「その他」
23校(34.8%)25件であつた。
3学年 74校の回答があり、「教材がない」14校(18.9%)、「何をしていいのか分か
らない」23校(31.1%)、「教育課程に位置づけられていない」33校(44.6%)、「その
他」22校(29.7%)であつた。
表25-般理解教育を行わなかつた理由【複数回答】
教材がない
何をしていいの
か分からない
教育課程に位
置づけられてい
ない
その他
1学年(n=62)10校(16.1%)201交 (32.3%)30をた (48.4%)23校(37.1%)
2学年(n=66) 6校(9.1%)23在吏 (34.8%)29在交 (43.9%)23校(34.8%)
3学年(n=74) 14在交 (18.9%)23校(31.1%)33を美 (44.6%)22校(29.7%)
その他の記述は、以下の通りである。
1)1学年
a.定型発達の生徒が発達障害について理解できる段階でない (3校)
b。 発達障害のある本人・保護者の理解が得られない (3校)
c。 本人が気づいていない状況で指導するのは難しい (3校)
d.別のテーマで行つた (2校)
e。 発達障害のある生徒がいないため行 う必要がない (2校)
■ 時間がない
g。 道徳や特別活動の時間、行事の事前事後指導のための時間を捻出するのにも苦
労している
h。 年間計画に当てはまらなかつた
i.特定理解教育をするために一般理解教育をすることにはつながらない
j.特定理解教育を実施した
k.特定理解教育で足りている
1.特定理解教育から一般理解教育ヘー歩を踏み出せない
m。 発達障害を教員が疑つても認めようとしない地域性がある
n。 学校体制が整つていない
o。 理解がないときに指導すべきである
p.必要性がない
2)2学年
a。 1年次で既習済みである (3校)
b。 年間計画に当てはまらなかつた (2校)
c。 道徳として行 うのに時間がなかつた (2校)
d。 別のテーマで行つた (2校)
e.発達障害のある生徒がいない (2校)
■ 必要性がない (2校)
g。 別の人権学習を行つた
h.計画したが他のテーマに変更した
i。 発達障害のある生徒の保護者の理解が得られない
j。 障害に関する理解がとても低い地域性である
k。 発達障害を教員が疑っても認めようとしない地域性がある
1.特定理解教育を実施した
m.1年で特定理解教育を実施し、3年で一般理解教育を実施する予定である
n.教材がない
o。 何をしていいか分からない
p。 道徳、学活などで学習する内容は学年が決めている
q.必要だと思うが実施していない
r.教員の専門性がない
3)3学年
a.1,2年次で既習済みである (4校)
b。 必要性がない (3校)
c.時間がない (2校)
d.特定理解教育を実施した (2校)
e。 発達障害のある生徒がいない (2校)
■ 年間計画に当てはまらなかった
g。 他の障害で実施したため時間がなかつた
h.別のテーマをする必要性が出た
i.定型発達の生徒が発達障害を理解できるまで発達できていない
j。 発達障害のある生徒の保護者の理解が得られない
k.相手の気持ちを思いやる等の指導は交流学級や学年集会で実施した
1.発達障害を教員が疑つても認めようとしない地域性がある
m。 発達障害のある生徒がいる
n.普段の生活の中で学べる
11.生徒の発達障害に関する理解
生徒は発達障害について理解しているかについては、4件法によるものとその理由
を自由記述で求めた回答である。その結果を表 26‐1に示す。
1学年84校の回答があり、「理解している」0校(0.0%)、「どちらかといえば理解
している」26校(31.0%)、「どちらかといえば理角卒していない」46校(54.8%)、「理
解していない」12校(14.3%)であつた。
2学年 75校の回答があり、「理解している」1校(1.3%)、「どちらかといえば理解
している」30校(40.0%)、「どちらかといえば理解していない」36校(48.0%)、「理
解していない」8校(10。7%)であつた。
3学年 77校の回答があり、「理解している」1校(1.3%)、「どちらかといえば理解
している」29校(37.7%)、「どちらかといえば理解していない」36校(46.8%)、「理
解していない」11校(14.3%)であつた。
また、理由の記述についての回答数の結果を 26‐2で示す。
表26-1生徒の発達障害に関する理解
理解している
どちらかといえ
ば理解している
どちらかといえ
ば理解して
いない
理解していない
1学年(n=84) 0本吏 (0.0%)26ネ交 (31.0%)46在羹 (54.8%)12布交 (14.3%)
2学年(n=75) 1校(1.3%)30本吏 (40.0%)36本羹 (48.0%)8をた (10.7%)
3学年(n=77) 1校(1.3%)29校 (37.7%)361交 (46.8%)11をた (14.3%)
表26-2生徒の発達障害に関する理解の理由の回答数
理解している
どちらかといえば
理解している
どちらかといえば
理解していない
理解していない
1学年
理由あり 0校(0.0%)16校(61.5%)18校(39.1%) 5布交 (41.7%)
理由なし 0校(0.0%)10校(38.5%)28をた (60.9%)7校(58.3%)
2学年
理由あり 1北吏 (100.0%)15布交 (50.0%)15校(41.7%) 3校(37.5%)
理由なし Otた ( 0.0%)15校(50.0%)21校 (58.3%) 5校(62.5%)
3学年
理由あり 1校 (100_0%)16校(55.2%)16在交 (44.4%)6を吏 (54.5%)
理由なし 0在吏 ( 0.0%)131隣:(44.8%)20校(55.6%) 5校(45.5%)
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学年別の各項目に関する記述は、以下の通りである。
1)1学年
(1)「どちらかといえば理解 している」(16校)
a。 日常生活の中で発達障害のある生徒に対して適した接し方ができる (10校)
b.小学校からの様子をよく知っている (4校)
c。 日常生活の中で障害理解教育を行つている (2校)
(2)「どちらかといえば理解 していない」(18校20件)
a.一般理解教育を行つていない (4件)
b。 ほとんどの生徒が発達障害のある生徒に対して無関心である (2件)
c。 行動面、心情面の理解ができない (2件)
d.専門知識として教える機会がない。(2件)
e.1年生では理解するのに難しい (2件)
■ 苦手なことや精神的なことを区別して理解することは難しい
g.正しく学べていない
h.コミュニケーション不足である
i.障害に対して閉鎖的な地域である
j。 中途半端に教えると誤解や差別につながる
k。 個性と障害の違いの難 しさがある
1.発達障害のある生徒同士のいじめもある
m。 発達障害のある生徒がいない
(3)「理解していない」(5校)
a.教育課程に位置づけていない (2校)
b。 発達障害のある生徒に配慮をした
c。 発達障害のある生徒が理解をしていない
d.トラブルが減らない
2)2学年
(1)「理解している」(1校)
a.学年の中で上手に生活している
(2)「どちらかといえば理解 している」(15校)
a。 日常生活の中で発達障害のある生徒に対して適切に接している (9校)
b.小学校からの継続指導を行つている (2校)
c。 発達障害のある生徒がいる (2校)
d.特定理解教育を実施した
e.発達障害について理解はしているが行動につながらない
(3)「どちらかといえば理解していない」(15校16件)
a。 一般理解教育が実施されていない (3件)
37
b.専門知識として教える機会がない。(2件)
c。 なぜできないのかが理解できない
d。 苦手なことや精神的なことを区別して理解することは難しい
e.発達障害のある生徒に対して理解をして接する生徒とそうでない生徒がいる
■ 自分と同じ基準で人を理解している
g。 人権意識が高いので理解している生徒も多い
h。 日常生活で発達障害のある生徒との関わりや教員の支援でその生徒を理解する
気持ちを育て、そこから発達障害の理解につながる
i。 ほとんど理解していない
j.違いすぎていると感じている
k.閉鎖的な地域である
1。 中途半端に教えると誤解や差別につながる
m.発達障害のある生徒がいない
(4)「理解していない」(3校)
a.一般理解教育を実施していない (2校)
b。 発達障害のある人に対して生徒が配慮や受け止めができない
3)3学年
(1)「理解している」(1校)
a。 特別支援学級の生徒を一緒に活動できるよう支援している
(2)「どちらかといえば理解している」(16校)
a。 日常生活の中で発達障害のある生徒に対して適切に接している (10校)
b。 小学校からの取り組みが厚い (3校)
c.発達障害のある生徒が周囲の生徒との違いを感じている
d.定型発達の生徒で精神的に幼い生徒は理解していない
e。 ある程度理解しているが対応できるかどうか分からない
(3)「どちらかといえば理解していない」(16校17件)
a。 一般理解教育を実施していない (4件)
b.交流や知識伝達の時間がない (3件)
c。 なぜできないのかが理解できない (2件)
d。 苦手なことや精神的なことを区別して理解できない
e.言葉は知つているが内容は理解していない
■ 自分との違いを受け入れられない生徒が多い
g.発達障害のある生徒に対して、定型発達の生徒と異なり対応に注意が必要だと
分かつているが発達障害としては理解していない
h.中途半端に教えると誤解や差別につながる
i。 人権作文や人権作文発表会の感想などから十分でないと感じる
j。 発達障害のある生徒がいない
1.問題なく学年全体として生活している
(4)「理解していない」(6校)
a.教育課程に位置づけていない (4校)
b.保護者も理解しているかどうか疑わしい
c。 調査していないから分からない
また、理解についての回答はされていないが理由を回答した学校が 1学年 5校、2
学年4校、3学年4校、欄外に記入が3学年で1校あつた。その記述を巻末資料6に示す。
第 8節 発達障害のある人との交流及び共同学習の実施状況
1.交流及び共同学習の実施状況
生徒を対象に 1回でも特別支援学級在籍生徒を含む発達障害のある人と交流及び共
同学習を行つたかどうかについての結果を表 27‐1に示す。89校の回答があり、「行つ
た」67校(75.3%)、「行つていない」22校(24.7%)であつた。
表27-1発達障害のある人との交流及び共同学習の実施状況(n=89)【全体】
行つた
行つていない
67布交
22を吏
75.3%
24.7%
学年別の結果を表 27‐2に示す。1学年88校の回答があり、「行つた」58校(65。9%)、
「行っていない」30校(34。1%)であつた。2学年85校の回答があり、「行つた」54
校 (63.5%)、「行つていない」31校(36.5%)であつた。3学年84校の回答があり、
「行つた」43校(51.2%)、「行つていない」41校(48。8%)であつたも
表27-2発達障害のある人との
交流及び共同学習の実施状況【学年別】
行つた 行つていない
1学年(n=88)58校(65.9%)30在交 (34.1%)
2学年(n=85) 54校(63.5%)31校(36.5%)
3学年(n=84) 43校(51.2%)41在交 (48.8%)
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2.交流及び共同学習の事前事後としての一般理解教育の実施状況
特別支援学級在籍生徒を含む発達障害のある人と交流及び共同学習を行つた 67校
のうち、生徒を対象に 1回でも交流及び共同学習の事前事後に発達障害に関する一般
理解教育を行つたかどうかについての結果を表 28‐1に示す。「行つた」25校(37.3%)、
「行つていない」42校(62.7%)であつた。
表28-1事前 後指導の実施状況(n=67)【全体】
行つた 25布黄
42校
37.3%
62.7%行つていない
学年別の結果を表 28‐2に示す。1学年で交流及び共同学習を行つた58校のうち56
校の回答があり、「行つた」20校(35.7%)、「行つていない」36校(64.3%)であつ
た。2学年で交流及び共同学習を行つた54校のうち53校の回答があり、「行つた」12
校 (22.6%)、「行つていない」41校(77.4%)であつた。3学年で交流及び共同学習
を行つた43校のうち42校の回答があり、「行った」7校 (16。7%)、「行っていない」
35校(83.3%)であつた。
表28-2事前 後指導の実施状況【学年別】
行つた 行つていない
1学年(n=56)20本黄 (35.7%)36布吏 (64.3%)
2学年(n=53)12校(22.6%)41本交 (77.4%)
3学年(n=42)7校(16.7%)35校(83.3%)
3.交流及び共同学習の事前事後として一般理解教育を実施していない理由
交流及び共同学習の事前事後に発達障害に関する一般理解教育を行つていない理由
を3項目の選択肢とその他の欄を設け、複数回答を可能にした回答である。その結果
を表29に示す。
表29事前事後指導を行わなかつた理由【複数回答】
教材がない
何をしていいの
か分からない
教育課程に位
置づけられてい
ない
その他
1学年(n=33) 1校(3.0%)11校(33.3%)9校(27.3%)181交 (54.5%)
2学年(n=39) 1校(2.6%)12校(30.8%)10をた (25.6%)20校(51.3%)
3学年(n=33) 4校(12.1%)101交 (30.3%)9校(27.3%)16校(48.5%)
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1学年で交流及び共同学習の事前事後に発達障害に関する一般理解教育を行つてい
ない 36校のうち33校の回答があり、「教材がない」1校(3.0%)、「何をしていいの
か分からない」11校(33.3%)、「教育課程に位置づけられていない」9校(27.3%)、
「その他」18校(54.5%)であつた。
2学年で交流及び共同学習の事前事後に発達障害に関する一般理解教育を行つてい
ない41校のうち39校の回答があり、「教材がない」1校(2.6%)、「何をしていいの
か分からない」12校(30.8%)、「教育課程に位置づけられていない」10校(25.6%)、
「その他」20校(51.3%)21件であつた。
3学年で交流及び共同学習の事前事後に発達障害に関する一般理解教育を行つてい
ない35校のうち33校の回答があり、「教材がない」4校(12.1%)、「何をしていいの
か分からない」10校(30。3%)、「教育課程に位置づけられていない」9校(27.3%)、
「その他」16校(48.5%)17件であつた。
学年別のその他の記述は、以下の通 りである。
1)1学年
a。 日常生活の中で自然に交流できている (5校)
b.必要性がない (4校)
c.特定理解教育を実施した (4校)
d。 発達障害のある本人・保護者の理解が得られない (3校)
e.直接、接する中で学ばせたい
■ 必要なときに実施した
2)2学年
a.必要性がない (4件)
b.特定理解教育を実施した (3件)
c。 1年次で既習済み (3件)
d。 時間がない
e。 発達障害のある生徒の保護者の意向
上 交流学級内での生活を通して実施した
g。 1年次で特定理解教育を実施した
h.発達障害のある生徒が望んでいない
i。 発達障害のある生徒のことを考えて自然に交流できている
j。 発達障害についてある程度、理解できている
k.数名が障害者施設で交流する
1.交流及び共同学習のときにア ドバイスする
m。 発達障害の診断を受けている生徒がいない
n。 何を教えていいのか分からない
3)3学年
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a.必要性がない (4件)
b.時間がない (3件)
c。 発達障害のある生徒をよく理解している (2件)
d。 1,2年次で既習済み (2件)
e.特定理解教育を実施した (2件)
■ 日常生活の中で必要に応じて実施している
g.朝の会、終わりの会、学年集会などで実施した
h。 発達障害のある生徒のことを考えて自然に交流できている
i.毎日、共同で学習している
また、質問紙の回答)贋からこの問いに対して記入しなくてもよい 1学年 9校、2学
年 14校、3学年 19校が事前事後指導を行つていない理由を回答していた。その回答
の記述を巻末資料 7に示す。
4.交流及び共同学習を実施していない理由
特別支援学級在籍生徒を含む発達障害のある人との交流及び共同学習を行つていな
い理由についての自由記述の回答数の結果を表 30に示す。1学年で行つていない学校
30校のうち、16校(53.3%)19件、2学年で行つていない学校 31校のうち、15校
(48.4%)16件、3学年で行つていない学校41校のうち、18校(43.9%)19件の回
答があつた。
表30 交流及び共同学習を行つていない理由の回答数
記入あり 記入なし
1学年(n=30) 16校(53.3%) 14校(46.7%)
2学年(n=31) 15布交 (48.4%) 16校(51.6%)
3学年(n=41) 18を交 (43.9%)23校(56.1%)
理由の記述は、以下の通りである。
1)1学年
a.教育課程に位置づけられていない (4件)
b。 発達障害のある本人・保護者が障害とは捉えていない (3件)
c.機会。時間がない (3件)
d。 発達障害のある生徒がいない (3件)
e。 発達障害のある本人・保護者の理解が必要である
■ 改まってすることが難しい
g。 何をしていいのか分からない
h.日常生活の中で交流をしている
i.他障害との交流をしている
j。 学校の立地条件的に実施しにくい
2)2学年
a.教育課程に位置づけられていない (9件)
b.発達障害のある生徒がいない (2件)
c。 十分な時間がない
d。 日常生活で交流している
e。 発達障害のある生徒が交流を望んでいない
■ 学校の立地条件的に実施しにくい
g.何をしていいのか分からない
3)3学年
a。 発達障害のある生徒がいない (6件)
b.教育課程に位置づけられていない (6件)
c。 日常生活や学校行事で交流している (3件)
d。 発達障害のある生徒が不登校のため交流できない
e.時間がない
■ 必要性がない
g。 学校の立地条件的に実施しにくい
また、質問紙の回答順からこの問いに記入しなくてもよい 1学年 7校9件、2学年
9校10件、3学年 11校12件が交流及び共同学習を行つていない理由を記述していた。
その記述を巻末資料8に示す。
5.交流及び共同学習の事前事後に実施した一般理解教育の内容
全校、各学年の生徒に対して交流及び共同学習の事前事後に行つた発達障害に関す
る一般理解教育の内容については、事前事後、対象、障害種、教育課程、時間数、教
材・方法、内容、ねらいの8項目に選択肢を設け、複数回答を可能にした回答である。
回答数の結果を表 31‐1に示す。全校 2校2件、1学年 17校24件、2学年7校8件、
3学年5校6件の回答があつた。しかし、その回答のうち、すべて正確に記述されたもの
が全校 0校、1学年 1校4件、2学年 2校、3学年 1校であつた。結果は、項目別に回答
があつたものをまとめて記す。
表31-1交流及び共同学習の事前事後指導の実施の回答数【学校、学年別】
全 校 2校 2件
1学年 17校 24件
2学年 7校 8件
3学年 5校 6件
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実施した対象についての結果を表 31‐2に示す。
1学年 15校21件の回答があり、対象が「学年」13校15件、「学級」6校7件、2
学年 7校8件の回答があり、対象が「学年」5校5件、「学級」3校3件、3学年 5校
6件の回答があり、対象が「学年」2校2件、「学級」5校5件であつた。
表31-2実施した対象
学年 学級 その他
1学年(n=21) 15 7 0
2学年(n=8) 5 3 0
3学年(n=6) 2 5 0
実施した指導が交流及び共同学習の事前、事後のどちらであるかについての結果を
表 31‐3に示す。全校 1校1件の回答があり、「事前」1校1件、「事後」1校1件、1
学年 12校17件の回答があり、「事前」10校15件、「事後」3校3件、2学年 4校5
件の回答があり、「事前」4校5件、「事後」1校1件、3学年2校3件の回答があり、
「事前」2校3件、「事後」0校0件であつた。
表 31・3 実施した指導
事前 事後
全 校(n=1) 1 1
1学年(n=17) 15 3
2学年(n=5) 5
3学年(n=3) 3 0
実施した障害種についての結果を表 31‐4に示す。
全校2校2件の回答があり、「自閉症スペクトラム」2校2件、1学年 16校22件の
回答があり、「自閉症スペクトラム」13校15件、「ADHD」3校6件、「LD」4校5
件、2学年6校7件の回答があり、「自閉症スペクトラム」6校7件、「ADHD」1校1
件、「LD」1校1件、3学年4校5件の回答があり、「自閉症スペクトラム」4校5件、
「ADHD」1校1件、「LD」1校1件であつた。
実施した教育課程についての結果を表 31‐5に示す。
全校2校2件の回答があり、「道徳」2校2件であつた。
1学年 14校18件の回答があり、「特別活動」4校5件、「総合的な学習の時間」3
校 3件、「道徳」8校9件、「その他」1校1件であつた。その他の項目は、集会であ
った。2学年6校6件の回答があり、「特別活動」1校1件、「総合的な学習の時間」1
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校 1件、「道徳」2校2件、「その他」2校2件であった。その他の項目は、HR、無記
入であつた。3学年2校2件の回答があり、「音楽科」1校1件、「美術科」1校1件、
「技術科」1校1件、「家庭科」1校1件、「保健体育科」1校1件、「特別活動」1校1
件、「総合的な学習の時間」1校1件、「道徳」2校2件、「その他」1校1件であつた。
その他の項目は、年間を通しての交流授業であつた。
表31-4実施した障害種
自開症 ADHD LD
全 校(n=2) 2 0 0
1学年(n=22) 15 6 5
2学年(n=7) 7 1
3学年(n=5) 5 1
実施した時間数についての結果を表 31‐6に示す。
全校 1校1件の回答があり、「その他」1校1件であつた。その他の項目は、常にで
あつた。1学年 6校10件の回答があり、「1時間」6校9件、「2時間」1校1件であ
つた。2学年3校3件の回答があり、「1時間」2校2件、「その他」1校1件であつた。
その他の項目は、常にであつた:3学年2校2件の回答があり、「1時間」2校2件で
あった。
表31-6実施した時間数
0～1時間 1時間 2時間 3時間 その他
全 校(n=1) 0 0 0 0 1
1学年(n=lo) 0 9 1 0 0
2学年(n=3) 0 2 0 0 1
3学年(n=2) 0 2 0 0 0
表31-5実施した教育課程
国 数 社 理 英 立日 美 技 家 体
?
?
?????
?
?
?
?
?
全 校(n=2)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0
1学年(n=18)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 3 9 1
2学年(n=6)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 2
3学年(n=2)0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 2 1
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実施した教材 。方法についての結果を表 31‐7に示す。
全校 2校2件の回答があり、「講演」1校1件、「交流」1校1件であつた。1学年
13校17件の回答があり、「読み物」2校2件、「講演」5校6件、「交流」3校5件、
「その他」4校4件であった。その他の項目は、講話 2校2件、教師の語り、作文で
あつた。2学年4校4件の回答があり、「読み物」1校1件、「講演」1校1件、「交流」
1校1件、「その他」1校1件であつた。その他の項目は、無記入であつた。3学年 2
校2件の回答があり、「読み物」1校1件、「その他」1校1件であつた。その他の項
目は、講話であつた。
実施したねらいについての結果を表 31‐8に示す。
全校 1校1件の回答があり、「障害に対する知識理解」1校1件であつた。1学年 13
校 18件の回答があり、「障害に対する知識理解」10校14件、「サポー ト方法の理解」
6校9件、「障害者をめぐる状況理解」6校10件、「障害者に対する心情理解」6校9
件、「自分の生活や社会に目を向けていくこと」1校4件であつた。2学年6校6件の
回答があり、「障害に対する知識理解」3校3件、「サポー ト方法の理解」2校2件、「障
害者をめぐる状況理解」2校2件、「障害者に対する心情理解」4校4件、「自分の生
活や社会に目を向けていくこと」2校2件であつた。3学年4校4件の回答があり、「障
害に対する知識理解」2校2件、「サポー ト方法の理解」2校2件、「障害者をめぐる
状況理解」1校1件、「障害者に対する心情理解」2校2件であつた。
表31-7実施した教材・方法
読み物 映像 疑似体験 講演 交流 その他
全 校(n=2) 0 0 0 1 1 0
1学年(n=17) 2 0 0 6 5 4
2学年(n=4) 1 0 0 1 1
3学年(n=2) 1 0 0 0 0 1
表31-8実施したねらい
障害に対
する
知識理解
サポート
方法の
理解
障害者を
めぐる
状況理解
障害者に
対する
心情理解
自分の生
活や社会
に目を向
けていく
その他
全 校(n=1) 1 0 0 0 0 0
1学年(n=18) 14 9 10 9 4 0
2学年(n=6) 3 2 2 4 2 0
3学年(n=4) 2 2 1 2 0 0
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実施した教材名 。内容についての結果を表 31‐9に示す。
表31-9実施した内容
全 校(n=1)特別支援学級担任 1件
1学年(n=15)特別支援学級担任 2件
教師による講話 2件
特別支援学級担任の話 1件
学年総務 1件
各担任 1件
学年所属の学級担任より 1件
学年主任による講話 1件
特別支援学校教員 1件
担当学級 1件
道徳副教材 1件
文化活動発表会 1件
院内学級への交流 1件
特別支援学校の交流生と文化祭合唱練習 1件
2学年(n=7)教師による講話 2件
学年総務 1件
支援学級の在籍している生徒の特性について折に触
れ道徳、SHRなどで担任が話をしている
1件
特別支援学校教員 1件
道徳副教材 1件
保護者からの生徒理解の手紙 1件
3学年(n=4)教師による講話 2件
クラス担任が状況を見ながら道徳やSHRを利用して話
をしている
1件
道徳副教材 1件
全校 1校1件の回答があり、特別支援学級担任であつた。
1学年 10校15件の回答があり、特別支援学級担任2校2件、教師による講話 1校
2件、特別支援学級担任の話 1校1件、学年総務 1校1件、各担任 1校1件、学年所
属の学級担任より1校1件、学年主任による講話 1校1件、特別支援学校教員 1校1
件、担当学級 1校1件、道徳副教材 1校1件、文化活動発表会 1校1件、院内学級ヘ
の交流 1校1件、特別支援学校の交流生と文化祭合唱練習 1校1件であつた。
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2学年6校7件の回答があり、教師による講話 1校2件、学年総務 1校1件、支援
学級の在籍している生徒の特性について折に触れ道徳、SHRなどで担任が話をしてい
る1校1件、特別支援学校教員 1校1件、道徳副教材1校1件、保護者からの生徒理
解の手紙 1校1件であつた。
3学年3校4件の回答があり、教師による講話 1校2件、クラス担任が状況を見な
がら道徳やSHRを利用して話をしている1校1件、道徳副教材 1校1件であつた。
第 9節 保護者・地域に対する障害理解の啓発の実施状況
1.障害理解の啓発の実施状況
保護者・地域を対象に 1回でも発達障害に関する一般的な障害理解の啓発を行つた
かどうかについての結果を表 32‐1に示す。89校の回答があり、「行つた」7校(7.9%)、
「行っていない」82校(92.1%)であつた。
表32-1発達障害に関する理解の啓発の実施状況(n=89)【全体】
行つた 7校
82校
7.9%
92.1%行つていない
学年別の結果を表 32‐2に示す。1学年87校の回答があり、「行つた」6校 (6。9%)、
「行つていない」81校(93。1%)であつた。2学年 84校の回答があり、「行つた」2
校 (2.4%)、「行つていない」82校(97.6%)であつた。3学年 84校の回答があり、
「行つた」2校(2.4%)、「行つていない」82校(97.6%)であつた。
表32-2発達障害に関する理解の啓発の
実施状況【学年別】
行つた 行つていない
1学年(n=87)6校(6.9%)81校(93.1%)
2学年(n=84)2校(2:4%)82校(97.6%)
3学年(n=84)2校(2.4%)82校(97.6%)
2.障害理解の啓発を実施していない理由
保護者 。地域に対する障害理解の啓発を行つていない理由については、3項目の選
択肢とその他の欄を設け、複数回答を可能にした回答である。その結果を表 33に示す。
1学年で保護者・地域に対する障害理解の啓発を行つていない81校のうち73校の
回答があり、「教材がない」11校(15.1%)、「何をしていいのか分からない」27校
(37.0%)、「教育課程に位置づけられていない」27校(37.0%)、「その他」27校(37.0%)
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であった。2学年で保護者・地域に対する障害理解の啓発を行つていない82校のうち
71校の回答があり、「教材がない」7校(9.9%)、「何をしていいのか分からない」32校
(45.1%)、「教育課程に位置づけられていない」22校(31.0%)、「その他」23校(32.4%)
24件であつた。3学年で保護者・地域に対する障害理解の啓発を行つていない82校
のうち71校の回答があり、「教材がない」8校(11.3%)、「何をしていいのか分から
ない」30校(42.3%)、「教育課程に位置づけられていない」25校(35.2%)、「その他」
20校(28.2%)21件であつた。
表33発達障害に関する理解の啓発を行つていない理由【複数回答】
教材がない
何をしていいの
か分からない
教育課程に位
置づけられてい
ない
その他
1学年(n=73) 校 (15.1%)27校(37.0%)27布交 (37.0%)27t吏 (37.0%)
2学年(n=71)7校(9.9%)32布交 (45.1%)22校(31.0%)23を羹 (32.4%)
3学年(n=71)8校(11.3%)301交 (42.3%)25校(35.2%)20校(28.2%)
学年別のその他の記述は、以下の通 りである。
1)1学年
a.必要性がない (7校)
b。 時間がない (3校)
c.発達障害のある生徒の保護者が求めていない (2校)
d.例年行つていない (2校)
e。 発達障害のある生徒がいない (2校)
i小学校から様子を知つている (2校)
g.保護者たちは発達障害に関する一般的な理解の啓発を求めていない
h。 取扱いが難しい
i.通常学級にいる発達障害のある生徒の理解は困難である
j。 中途半端な啓発は逆効果である
k。発達障害だけの啓発を目的に保護者会や地域での会合を開くことは困難である
1.別のテーマで実施した
m。 他機関が行うべきである
n.定型発達の生徒が理解できる段階でない
o。 パンフレットの配布をした
2)2学年
a.必要性がない (6件)
b.時間がない (4件)
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c.パンフレットや講演会等の案内の西己布を行った (2件)
d.保護者たちは発達障害に関する一般的な理解の啓発を求めていない
e。 取扱いが難しい
■ 通常学級にいる発達障害のある生徒の理解は困難である
g。発達障害だけの啓発を目的に保護者会や地域での会合を開くことは困難である
h.発達障害のある生徒の保護者が求めていない
i。 発達障害のある生徒を特定させてしまう
j.発達障害のある生徒がいない
k.何をしていいのか分からない
1.1年次に行つた
m.別のテーマで実施した
n.学校のみで実施する状況にない
o。 啓発する段階に至っていない
3)3学年
a。 必要性がない (9件)
b.時間がない (2件)
c.通信やパンフレットを配布した (2件)
d.保護者たちは発達障害に関する一般的な理解の啓発を求めていない
e.取扱いが難しい
■ 通常学級にいる発達障害のある生徒の理解は困難である
g。発達障害だけの啓発を目的に保護者会や地域での会合を開くことは困難である
h.別のテーマで行つた
i.学校単独で実施する状況にないため
j.定型発達の生徒が理解できる段階ではない
k。 発達障害のある生徒の保護者からの希望がない
3.障害理解の啓発内容
全校、各学年の保護者 。地域に啓発した障害理解の内容については、対象、障害種、
場所、啓発方法、時間数、内容、ねらいの7項目に選択肢を設け、複数回答を可能に
した回答である。その回答数を表 34-1に示す。
全校3校、1学年5校、2学年2校、3学年2校の回答があつた。しかし、その回答
のうち、すべて正確に記述されたものが全校0校、1学年 1校、2学年0校、3学年 0
校であつた。結果は、項目別に回答があつたものをまとめて記す。
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表34-1保護者口地域に啓発した障害理解の内容の回答数【学校、学年別】
全 校 3校
1学年 5校
2学年 2校
3学年 2校
実施した対象についての結果を表 34‐2に示す。
全校 3校の回答があり、対象が「保護者」3校、「地域」1校、1学年 3校の回答が
あり、対象が「保護者」3校、「地域」0校、2学年 2校の回答があり、対象が「保護
者」2校、「地域」0校、3学年 2校の回答があり、対象が「保護者」2校、「地域」0
校であつた。
表34-2実施した対象
保護者 地域
全 校(n=3) 3 1
1学年(n=3) 3 0
2学年(n=2) 2 0
3学年(n=2) 2 0
実施した障害種についての結果を表 34‐3に示す。
全校 2校の回答があり、「自閉症スペクトラム」1校、「ADHD」2校、「LD」2校、
1学年 3校の回答があり、「自閉症スペクトラム」3校、「ADHD」0校、「LD」0校、
2学年は回答がなかつた。3学年 1校の回答があり、「自閉症スペクトラム」1校、「ADHD」
1校、「LD」1校であつた。
表34-3実施した障害種
自開症 ADHD LD
全 校(n=2) 1 2 2
1学年(n=3) 3 0 0
2学年(n=o) 0 0 0
3学年(n=1) 1 1 1
実施した場所についての結果を表 34‐4に示す。
全校2校の回答があり、「校内」1校、「校外」0校、「その他」1校であつた。その
他の項目は、学校便りであつた。1学年2校の回答があり、「校内」2件、「校外」0件、
「その他」0件であつた。校内の記述では、体育館、会議室であった。2学年、3学年
は回答がなかつた。
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表34-4実施した場所
校内 校外 その他
全 校(n=2) 1 0
1学年(n=2) 2 0 0
2学年(n=o) 0 0 0
3学年(n=o) 0 0 0
実施した時間数についての結果を表 34‐5に示す。
全校 1校の回答があり、「その他」1校であつた。その他の項目は、毎月 1回発行で
あった。1学年 3校の回答があり、「1時間」2校、「2時間」1校であつた。2学年は
回答がなかつた。3学年 1校の回答があり、「1時間」1校であつた。
実施した啓発方法についての結果を表 34-6に示す。
全校3校の回答があり、「読み物」1校、「その他」2校であつた。その他の項目は、
広報と通信であつた。1学年4件の回答があり、「講演」2校、「その他」1校であつた。
その他の項目は、講話であつた。2学年 1校の回答があり、「講演」1校であつた。3
学年2校の回答があり、「講演」1校、「その他」1校であつた。その他の項目は、講話
であった。
表34-5実施した時間数
0～1時間 1時間 2時間 3時間 その他
全 校(n=1) 0 0 0 0
1学年(n=3) 0 2 1 0 0
2学年(n=o) 0 0 0 0 0
3学年(n=1) 0 1 0 0 0
表34-6実施した啓発方法
読み物 映像 疑似体験 講演 交流 その他
全 校(n=3) 1 0 0 0 0 2
1学年(n=4) 0 0 0 2 0 1
2学年(n=1) 0 0 0 1 0 0
3学年(n=2) 0 0 0 1 0 1
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実施したねらいについての結果を表 34‐7に示す。
全校 2校の回答があり、「障害に対する知識理解」1校、「サポー ト方法の理解」1
校、「障害者をめぐる状況理解」1校、「障害者に対する心情理解」1校であつた。1学
年4校の回答があり、「障害に対する知識理解」3校、「サポー ト方法の理解」1校、「障
害者をめぐる状況理解」3校、「障害者に対する心情理解」2校、「自分の生活や社会に
目を向けていくこと」1校であつた。2学年 2校の回答があり、「障害に対する知識理
解」1校、「障害者をめぐる状況理解」2校、「障害者に対する心情理解」1校であつた。
3学年2校の回答があり、「障害に対する知識理解」1校、「障害者をめぐる状況理解」
2校であつた。
表34-7実施したねらい
障害に対
する
知識理解
サポート
方法の
理解
障害者を
めぐる
状況理解
障害者に
対する
心情理解
自分の生
活や社会
に目を向
けていく
その他
全 校(n=2) 1 1 1 0 0
1学年(n=4) 3 3 2 1 0
2学年(n=2) 1 0 2 1 0 0
3学年(n=2) 1 0 2 0 0 0
実施した教材名 。内容についての結果を表 34‐8に示す。
全校2校の回答があり、PTA総会や学校便り、通級指導教室の案内や学校の様子の
案内と理解についてであつた。1学年 3校の回答があり、生徒指導担当、様々な生徒
がおり様々な捉え方が必要であること、通信発行であつた。2学年 1校の回答があり、
保護者会であつた。3学年 1校の回答があり、PTA総会や学年保護者会であつた。
表34-8実施した内容
全 校(n=2)PttA総会や学校便り              1件
通級指導教室の案内や学校の様子の案内と理解  1件
1学年(n=3)生徒指導担当                 1件
様々な生徒がおり様々な捉え方が必要であること  1件
通信発行                   1件
2学年(n=1)保護者会                   1件
3学年(n=1)PTA総会や学年保護者会            1件
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第 10節 発達障害に関する障害理解教育の実施状況と生徒の理解
1.特定理解教育の実施と生徒の発達障害に関する理解
発達障害に関する特定理解教育の実施と生徒の発達障害に関する理解についてのク
ロス集計の結果を表 35‐1に示す。
表35-1発達障害に関する特定理解教育の実施と生徒の発達障害に関する理解
生徒の発達障害に関する理解
理解している
どちらかと
いえば理解
している
どちらかと
いえば理解
していない
理解して
いない
1学年
(n=81)
行つた
(n=22)
01隣:(0.0%)12校(54.5%)9お吏 (40.9%)1をた (4.5%)
行つていない
(n=59)
0布交 (0.0%)14在吏 (23.7%)35校(59.3%)101交 (16.9%)
2学年
(n=74)
行つた
(n=12)
1校(8.3%)8校(66.7%)1校(8.3%)2校(16.7%)
行つていない
(n=62)
01吏 (0.0%)21校 (33.9%)35校(56.5%)6校(9.7%)
3学年
(n=75)
行つた
(n=10)
1本交 (10.0%)5校(50.0%)3校(30.0%)1本交 (10.0%)
行つていない
(n=65)
Ot吏 (0.0%)24本交 (36.9%)32本交 (49.2%)9校(13.8%)
生徒が発達障害に関する理解をしているかどうかについて、回答のあった 1学年 81
校のうち、特定理解教育を行つた22校では、「どちらかといえば理解している」12校
(54.5%)、「どちらかといえば理解していない」9校(40.9%)で、特定理解教育を
行つていない59校では、「どちらかといえば理解している」14校(23.7%)、「どちら
かといえば理解していない」35校(59。3%)、「理解していない」10校(16.9%)であ
った。
2学年 74校のうち、特定理解教育を行つた 12校では、「どちらかといえば理解して
いる」8校(66.7%)で、特定理解教育を行つていない 62校では、「どちらかといえ
ば理解している」21校(33.9%)、「どちらかといえば理解していない」35校(56.5%)
であつた。
3学年75校のうち、特定理解教育を行つた 10校では、「どちらかといえば理解して
いる」5校(50.0%)、「どちらかといえば理解していない」3校(30.0%)で、特定理
解教育を行つていない65校では、「どちらかといえば理解している」24校(36.9%)、
「どちらかといえば理角峯していない」32校(49.2%)、「理角牢していない」9校(13.8%)
であつた。
また、生徒が発達障害に関する理解をしているかどうかについて、「理解している」、
「どちらかといえば理解している」(以下、2つをまとめて「理解」と記す)と「理解
していない」、「どちらかといえば理解していない」(以下、2つをまとめて「無理解」
と記す)に分けて実施状況との関係を図 1に示す。
回答のあった1学年81校のうち、特定理解教育を行つた22校では、「理解」12校
(54.5%)、「無理解」10校(45.5%)で、特定理解教育を行つていない59校では、「理
解」14校(23.7%)、「無理解」45校(76.3%)であつた。
2学年74校のうち、特定理解教育を行つた12校では、「理解」9校(75.0%)、「無
理解」3校(25.0%)で、特定理解教育を行つていない62校では、「理解」21校(33.9%)、
「無理解」41校(66.1%)であつた。
3学年 75校のうち、特定理解教育を行つた 10校では、「理解」6校(60.0%)、「無
理解」4校(40.0%)で、特定理解教育を行つていない65校では、「理解」24校(36.9%)、
「無理解」41校(63.1%)であつた。
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図1発達障害に関する特定理解教育の実施と生徒の発達障害に関する理解
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2。 一般理解教育の実施と生徒の発達障害に関する理解
発達障害に関する一般理解教育の実施と生徒の発達障害に関する理解についてのク
ロス集計の結果を表 35‐2に示す。
生徒が発達障害に関する理解をしているかどうかについて、回答のあつた 1学年 83
校のうち、一般理解教育を行つた 12校では、「どちらかといえば理解している」9校
(75.0%)、「どちらかといえば理解していない」2校(16.7%)で、一般理解教育を
行つていない71校では、「どちらかといえば理解している」17校(23.9%)、「どちら
かといえば理解していない」43校(60。6%)、「理解していない」11校(15。5%)であ
った。
2学年 74校のうち、一般理解教育を行つた8校では、「どちらかといえば理解して
いる」6校(75.0%)で、一般理解教育を行つていない 66校では、「どちらかといえ
ば理解している」23校(34.8%)、「どちらかといえば理解していない」35校(53.0%)、
「理解していない」8校(12.1%)であつた。
3学年 75校のうち、一般理解教育を行つた3校では、「どちらかといえば理解して
いる」3校(100.0%)で、一般理解教育を行つていない72校では、「どちらかといえ
ば理解している」26校(36。1%)、「どちらかといえば理解していない」35校(48.6%)、
「理解していない」10校(13.9%)であつた。
表35-2発達障害に関する一般理解教育の実施と生徒の発達障害に関する理解
生徒の発達障害に関する理解
理解している
どちらかと
いえば理解
している
どちらかと
いえば理解
していない
理解して
いない
1学年
(n=83)
行つた
(n=12)
01隣:(0_0%)91交 (75.0%)2校(16.7%)1校(8.3%)
行つていない
(n=71)
0校(0.0%)17校(23.9%)431交 (60.6%)11校(15.5%)
2学年
(n=74)
行つた
(n=8)
1校 (12.5%)6校(75.0%)1校(12.5%)01交 (0.0%)
行つていない
(n=66)
0校(0.0%)23校(34.8%)35校(53.0%)8校(12.1%)
3学年
(n=75)
行つた
(n=3)
0校(0.0%)3校(100.0%)0校(0.0%)0校(0.0%)
行つていない
(n=72)
1をた (1.4%)26校(36.1%)35董交 (48.6%)10を羹 (13.9%)
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また、生徒が発達障害に関する理解をしているかどうかについて、「理解している」、
「どちらかといえば理解している」(以下、2つをまとめて「理解」と記す)と「理解
していない」、「どちらかといえば理解していない」(以下、2つをまとめて「無理解」
と記す)に分けて実施状況との関係を図2に示す。
生徒が発達障害に関する理解をしているかどうかについて回答のあつた 1学年 83
校のうち、一般理解教育を行つた12校では、「理解」9校(75.0%)、「無理解」3校(25.0%)
で、一般理解教育を行つていない 71校では、「理解」17校(23.9%)、「無理解」54
校 (76.1%)であつた。
2学年 74校のうち、一般理解教育を行った8校では、「理解」7校 (87.5%))、「無
理解」1校(12.5%)で、一般理解教育を行つていない66校では、「理解」23校(34.8ツ))、
「無理解」43校(65.2%)であつた。
3学年75校のうち、一般理解教育を行つた3校では、「理解」3校(100.0ツ))、「無
理解」0校(0.0%)で、一般理解教育を行つていない72校では、「理解」27校(37.5%)、
「無理解」45校(62.5%)であつた。
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第 11節 発達障害に関する理解教育で使用できる教材
実施した教材以外で発達障害に関する理解教育で使用できる教材については、内容、
タイ トル、出版社、筆者、具体的な内容の5項目を設けた回答である。回答数の結果
を表 36‐1に示す。1学年3校、2学年0校、3学年 1校の回答があつた。
表36-1発達障害に関する理解教育の教材の回答数【学校、学年別】
1学年
2学年
3学年
3校
0校
1校
その内容の結果を表 36‐2に示す。1学年 「読み物」3校、3学年 「その他」1校で
あつた。3学年の回答は人物名だけであつた
記述のあった内容を表 36‐3に示す。記述のあつた内容は、1学年では、事例から具
体的な支援グッズが紹介してある奥平綾子著 「自閉症・発達障害の人と伝え合おう、
わかりあおう」(エスコアール)、 指が生まれつきない女の子の話のたばたせいいち著
「さっちゃんのまほうのて」(偕成社)、 アスペルガー症候群の特徴と接し方のこつを
具体的に説明してある広瀬宏之著「図解よくわかるアスペルガー症候群」(ナツメ社)
が挙げられた。
表36-2教材の分類
読み物 映像 疑似体験 その他
1学年(n=3) 3 0 0 0
2学年(n=o) 0 0 0 0
3学年(h=1) 0 0 0 1
表36-3教材の内容
1学年(n=3)奥平綾子著 「自開症・発達障害の人と伝え合おう、わかりあおう」
エスコアール
たばたせいいち著「さつちゃんのまほうのて」 偕成社
広瀬宏之著 「図解よくわかるアスペルガー症候群」ナツメ社
3学年(n=1)中尾繁樹
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第 IV章 考察
第1節 障害理解教育への意識についての現状
1.回答者の属性
学校によって障害理解教育に詳しい教員の校務分掌や教育課程が様々であることが
予想されたので、回答者をこちらで指定せずに、学校長が障害理解教育について詳し
い教員を選び、その教員に回答を依頼する形式にした。回答者に特別支援コーディネ
ーターが多かったことにういては、文部科学省の報告の特別支援教育の中に障害理解
教育を位置づけるということが関係していると考えられる。また、校務分掌では、道
徳担当、特別活動担当、総合的な学習の時間担当が少なく、特別支援学級担任や通級
指導担当が多かった。このことから、教員には、教育課程の中に障害理解教育を位置
づけるという認識が浸透 していないことや発達障害に関する障害理解教育といえば、
特定理解教育であるという意識があるのではないかと考えられる。また、その必要性
についても十分な理解が得られていない可能性がある。
2.発達障害に関する障害理解教育の意義・必要性
1)障害理解教育の必要性
発達障害に関する障害理解教育の必要性について、表 4、 5、 6から「必要である」
と「どちらかといえば必要である」を合わせたものを比較するとそれらの必要性はほ
ぼ同じであつたことから、教員の意識として、発達障害に関する障害理解教育は、特
定理解教育だけでなく、一般理解教育も必要であると認識されていることが示唆され
る。これは、堀尾ら (2000)と同じ結果になつたが「必要である」だけで比較すると
今回の結果は、12.0%以上低かつた。インクルーシブな教育環境の整備が求められる
中で、定型発達の生徒への障害理解教育による環境整備は必要不可欠である。学校に
おける障害理解教育の担 う重要性を考えると、今後、義務教育でどの時期からどのよ
うな目的で障害理解教育の実施をしていくのかを検討しながら、その必要性について
中学校や教員に啓発していくことが大切であると考えられる。
2)一般理解教育の開始時期
発達障害に関する一般理解教育の開始時期については、「小学校就学前」から「小学
校高学年」まで幅広い回答があつた。今枝ら (2013a)では、「小学校高学年」力｀他に
比べ 1%水準で有意に高かつたが、今回の調査ではそれほどの差はみられなかつた。
この回答の幅の広さについては、教員の発達障害に関する一般理解教育のねらいの違
いが 1つの要因として挙げられる。例えば、発達障害に関する一般理解教育のねらい
や目的を発達障害のある人との関わりとするのか、発達障害の知識理解とするのかに
よるものなどである。しかし、このような幅広い差が出たことについては、教員が発
達障害に関する一般理解教育を想像することが難しく回答しづらかったことも考えら
れ、その認識が教員や中学校に浸透していない可能性があると推測される。また、そ
の他の記述では、道徳の一環として義務教育から取り組むことや定型発達の生徒の発
達段階に応じて始めること、学校での一般理解教育の系統的かつ継続的な取り組みが
必要であることなどがあり、今後の一般理解教育は、義務教育の中で生徒の発達段階
に合わせたねらいのもと、系統的、継続的に実施されることが望まれる。
3)一般理解教育のねらいや目的となる内容
発達障害に関する一般理解教育のねらいや目的となる内容について、表8から中学
校においては、「サポー ト方法の理解」、「障害に対する知識理解」がねらいの中心であ
り、「障害者をめぐる状況理解」、「生徒自身の生活や社会に目を向けさせること」につ
いては、ねらいとして挙げられにくいことが示唆された。ねらいの中心が2つになつ
たことについては、一般理解教育の内容に特定理解教育の要素が多く含まれているこ
とが考えられる。しかし、障害のある生徒のサポー ト方法や知識の理解は必要である
が、社会で生きていく生徒にとって、限られたねらいの教育ではなく、一般的なサポ
ー ト方法や知識の理解はもとより、その他のねらいを含んだ一般理解教育を受けるこ
とは、とても重要なことである。今後、発達障害のある人の心情や状況理解、自分の
生活や社会に目を向けさせることをねらいにした一般理解教育の必要性を更に中学校
に浸透させる必要があると考えられる。そのためには、教員の意識について検討する
必要性がある。
3.教員の意識
1)教員の意識の差
表 9、 表 10から教員は、一般理解教育を専門知識のある教員だけでなく、すべての
教員によって実施されるべきであり、発達障害について学び、専門性を高める必要が
あることを意識していた。しかし、全教員は発達障害に関する一般理解教育をこれま
での経験で指導ができるかについては、表 11から教員によつて意識の差がみられた。
教員の意識は、学校における教育活動全般に関わつてくるものであり、その意識の差
による指導が生徒に与える影響は大きい。教員の経験による指導も大切ではあるが、
一般理解教育は、特に正しい知識を身につけた上で指導していくことが重要であり、
その必要性も含めた共通の認識のもとに進められるべきものであると考えられる。
2)系統的なプログラムの開発と教員の意識や専門性の向上とのつながり
表 12から、「つながる」、「どちらかといえばつながる」を合わせると94.8%であっ
た。それは、プログラムが開発され、具体的な授業案のもとに実施することができれ
ば、その授業の準備段階で教員が教材について学ぶことができ、意識の向上や専門知
識を身にうけられることが予想されたために、この回答が多かったと推測される。今
後、プログラムを開発し、授業案を作成するときには、ねらいや授業の展開だけでな
く、効果的な内容 。方法や教員の専門性を高められるような補助的な資料なども検討
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していく必要性がある。
4。 今後の発達障害に関する一般理解教育
1)一般理解教育への取り組みに必要なこと
表 14から、今後の発達障害に関する一般理解教育への取り組みに必要なことで多か
つたのは、教員や学校に関することであつた。この結果は、発達障害に関する一般理
解教育が、教員の専門性や全教員の理解、学校の組織の基盤があつて、様々な指導が
成り立つものであるという教員の意識があると考えられるが、教材をそろえることや
教育課程に位置づけるなどの具体的な内容よりも回答が多かったことから、中学校で
は教員の意識に差があり、その基盤ができておらず、発達障害に関する一般理解教育
がまだまだ浸透していないとも考えられる。また、系統的なプログラムの回答が多か
つたことは、教員の意識で一般理解教育の必要性が高かつたことから考えると、プロ
グラムの開発によリー 般理解教育が実施できるという期待が含まれているとも推察さ
れる。今後、発達障害に関するプログラムだけでなく小学校から中学校までを見据え
た系統的かつ継続的なプログラムと授業案の作成が望まれる。
2)一般理解教育で効果的と思われる教育内容 ◆方法
表 13‐1、 表 15から、教員は、一般理解教育で交流及び共同学習が効果的であると
考えている一方、それだけでは不十分であると考えていることが示唆される。それは、
交流及び共同学習には事前事後指導の必要性を意味している。事前事後指導では、特
定理解教育と一般理解教育の実施が求められる。その中でも、一般理解教育の実施は、
障害に関する正しい知識やサポー ト方法、心情や状況理解、自身の生活や社会に目を
向けさせることをねらいにすることで、その後の生徒の成長に大きな影響を与えると
考えられる。障害のある人と単に交流するだけでなく、事前事後指導のねらいや時間
の確保、内容・方法を検討することが重要である。
また、表 15で、講演や講話を聴くこと、映像媒体の提示は、疑似体験や読書教材の
提示より多かった。このことから、教員は、難しいとされる発達障害のある人の行動
面や心情面の理解を講演や映像媒体の提示の方が疑似体験や読書教材よりも伝えやす
いと考えられていることが伺える。一方、発達障害については、疑似体験のしにくさ
や読書教材のなさ、教員の専門性がないことも考えられる。講演、講話を聴くことに
ついて、芝田 (2013)は、講演や見学は、意味があり、重要だが、①講演者や見学説
明者に人間理解、障害理解の不十分さがあること、②極端な個人的見解が含まれてい
ること、③障害児・者に関心があるが自己中心的で感情的な態度、つまり、障害児・者
に対する過保護、同情などの意識が根底にあるといつたことが観られる場合があり注
意が必要であると述べている。これは、映像媒体の制作者についても同様のことがい
える。今後、一般理解教育を講演や映像の提示だけの単発的な実施ではなく、様々な
教材を活用しながら教員が系統的かつ継続的に実施していけるプログラムや授業案が
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必要であると考えられる。しかし、実施に向けては様々な留意点がある。その留意点
を明らかにした上で、それに配慮した一般理解教育の授業案の作成が求められる。
施設との交流がそれほど多くなかつたことについては、地域との連携や校外に出る
時間の確保など様々な実施への困難さがあることが考えられる。特定の障害のある人
との関わりも大切ではあるが、多くの障害のある人との関わりも障害の差異や多様性
を理解することにつながるため必要である。また、表 15から、在籍生徒の実態を踏ま
えた話が多く、その他の項目でも発達障害のある生徒の一人ひとりに応じた症状を理
解すべきであることがあり、教員には特定理解教育の内容を重視する傾向があると推
測される。それは、発達障害の特性から一般理解教育の実施が想像しにくかつたこと
が要因としてあるだろう。しかし、特定理解教育の内容を重視することは、発達障害
が多様であるにもかかわらず、特定の障害特性が発達障害のすべての特性になってし
まう可能性がある。そのため、関連性を持たせながらも特定理解教育と一般理解教育
の内容を区別して実施することで障害理解教育が効果的になると考えられるが、それ
までに、現状はどのように実施されているのかを明らかにして、その実施に向けて必
要なことを検討した上で行つていくことが重要である。
第 2節 障害理解教育の実施状況についての現状
1。 実施状況
障害理解教育、特定理解教育、一般理解教育の全校。学年別の実施状況については、
どの教育も1学年が最も多く、続いて2学年、3学年、全校の順であつた。これは、
今枝ら(2013a)の結果と同じになつた。1学年で多く実施されていることについては、
小学校から中学校に入学してきて発達障害のある生徒と定型発達の生徒との3年間の
関わりを考慮して、1学年で実施することによつて、適切な関わりができ、発達障害
のある生徒の生活を安定させたり、 トラブルを防止したりする目的があると考えられ
る。
2.障害種別の実施状況
特定理解教育では、「発達障害」が最も多かつたが、一般理解教育では、「発達障害」
は他の障害種に比べて多くなかつた。このことと表 19‐1の障害理解教育の実施状況で
考えると「発達障害」については多く実施されているように感じるが、現状は、特定
理解教育が中心に実施されており、一般理解教育はあまり実施されていないことが明
らかになった。特定理解教育の実施の多さから学校 。学級に在籍する生徒の割合とし
て発達障害や知的障害の生徒が多いことが伺える。また、小学校の実施状況を含めた
先行研究では、今枝ら (2013b)、小川 。冨永 (2002)は、知的障害、発達障害を実施
している学校が多かったが、森 。越野 (2008)では、知的障害、発達障害を実施して
いる学校は少ない結果になつている。そして、黒り||。是永 (2006)は、視覚障害や聴
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覚障害、肢体不自由などが多く実施されており、知的障害や軽度発達障害については
少なかったと報告している。今回の結果から、それらの違いについては、校種や地域
性もその要因として考えられるが、それぞれの調査結果の中に特定理解教育を含んで
いるかどうかによって異なつた結果になったと推測される。このことから、今後、現
状を調査するときには、障害理解教育を特定理解教育と一般理解教育に区別をして調
査することで、より具体的な現状が明らかになると考えられる。
また、一般理解教育については、肢体不自由であれば車いす体験、視覚障害であれ
ばアイマスク体験など疑似体験がしやすい障害が実施されていることが推測される。
疑似体験などの実施しやすい障害だけでなく、様々な障害種において実施をしていく
ことが障害の差異や多様性の理解につながるため、今後の一般理解教育の実施に向け
て、様々な障害種に関する小学校からの系統的な実施が求められる。
3.発達障害に関する一般理解教育の実施内容
実施した教育課程は、すべての学年で「道徳」が最も多く、続いて「総合的な学習
の時間」、「特別活動」の1贋であった。今枝ら (2013a)の結果では、「総合的な学習の
時間」が最も多く、続いて「道徳」、「特別活動」という順であり、森 。越野 (2008)
の結果では、「道徳」が最も多く、続いて「特別活動」、「総合的な学習の時間」という
1贋であつた。この違いについて、特別活動が多いことについては、実施内容に特定理
解教育が含まれていることが考えられ、総合的な学習の時間が多いことについては、
実施内容に交流及び共同学習が含まれていることが考えられる。しかし、総合的な学
習の時間は、行事などの学校の事情に合わせた内容をしているところもあるため、す
べての学校で総合的な学習の時間に一般理解教育を位置づけて、取り組みを行 うこと
は難しいと考える。
実施時間は、すべての学年で 1時間が最も多く、3時間以上がなかつたことや実施
しなかった理由の前学年で既習済みであることなどから、それは、系統的、継続的に
実施されていない現状がある。また、発達障害以外の障害に関する理解教育について
の自由記述から、障害が多様なためすべてについて学ぶことは時間的に不可能である
ことや総合的な学習の時間の縮小により取り組む機会が減っていることなどの時間的
な困難があることからも示唆される。
しかし、一般理解教育は、障害の差異、多様性の理解から、すべての人の差異、多様
性を認めることにつながる教育であり、すべての小・中学校において系統的かつ継続的
に実施されるべきものであるから、教育課程に位置づけて時間の確保をし、実施する
必要があると考えられる。
また、ねらいの5つのうち、障害に対する知識理解、サポー ト方法の理解、障害者
をめぐる状況理解、障害者に対する心情理解は多く挙げられたが自分の生活や社会に
目を向けていくことは少なかつた。これは、実施した時間数が 1時間から2時間であ
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つたことから、障害について理解した上で考えるべき自分の生活や社会に目を向けて
いくところまでの時間の確保が難しい現状があると考えられる。しかし、自分の生活
や社会に目を向けていくことは社会の一員として生活し、今後、それを担っていく生
徒にとつて大切なことである。また、このねらいを含めることにより、障害理解教育
を道徳の時間に位置づけることもできると考えられる。
4.発達障害に関する一般理解教育を行わなかつた理由
実施した内容からは、教材の少なさが伺えたが、その理由では、すべての学年で「教
育課程に位置づけられていない」が最も多かった。これについては、一般理解教育の
必要性がないことや発達障害のある生徒がいないため行 う必要がないこと、教員の専
門性がないこと、時間がないことなどから、実施する以前の段階に課題があり、教材
についての必要性まで回答の意識が及ばなかつたと考えられる。教員の意識には、一
般理解教育を実施する必要性はあるが、実施に向けては、具体化されておらず、教育
課程での位置づけなど学校としての時間の設定が重要である。そのためにもすべての
教員が発達障害に関する一般理解教育の必要性の理解をして、その実施に向けて学校
の体制を整えていく必要がある。
5。 生徒の発達障害についての理解
学校。学級に在籍する発達障害のある生徒と定型発達の生徒の関わりがうまくいっ
ていれば理解 していると判断としている傾向があつた。明確な判断基準を記述してお
けばよかったが、各学校が定型発達の生徒に対して発達障害について理解 しているか
どうかという調査をしているわけではないし、それを測る統一の調査用紙はないため、
その判断は難しかつたと考えられる。そのために、発達障害のある生徒とそうでない
生徒との関わりの様子から判断した学校が多かったと推測される。
しかし、発達障害について理解していることと日常生活で発達障害のある生徒とそ
うでない生徒との関わりがうまくいっていることとは等しい関係ではない。それは、
発達障害のある生徒と定型発達の生徒との人間性により、定型発達の生徒が発達障害
について理解をしていなくてもその関係がうまくいっている場合は少なからずある。
逆に、発達障害について理解していてもそれぞれの人間性によつてその関係がうまく
いかない場合もある。それは、発達障害であるとかそうでないとかということではな
く、一人の人間としての関係が大きく影響していると考えられる。発達障害について
理解をすることにより、今の関係がより良くなる場合や逆に意識をし過ぎてしまい良
くならない場合もあるかも知れない。しかし、発達障害について一般理解教育を継続
的に実施して、定型発達の生徒がそれを理解することができれば、障害の有無にかか
わらず一人ひとりの差異や多様性を認めることにつながるとともに、すべての人を大
切にできる教育ができると考えられる。
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6。 発達障害のある人との交流及び共同学習の事前事後指導の実施状況
実施状況や対象、内容、実施していない理由は、発達障害に関する一般理解教育の
結果と類似 している傾向があつた。そのため、事前事後指導は、一般理解教育の実施
に向けての留意点や課題を明らかにして、それを参考にすることでより実施しやすく
なると考えられる。事前事後指導については、事前指導が多く行われ、事後指導は少
なかった。事前指導としては、特定理解教育と一般理解教育の実施が望まれるが、1
時間の限られた時間の中でそれらの実施は難しいため、内容としては、交流する人の
障害理解を重視することになると予想される。したがつて、事前指導では、特定理解
教育を優先する傾向があると考えられる。
また、事後指導が少なかつたのは、時間の確保が難しかつたことが要因として挙げ
られるだろう。しかし、特定理解教育で実施した内容がその障害のすべてではないの
で、事前にも事後にも指導できる時間数を確保して一般理解教育を実施する必要があ
る。それにより、交流及び共同学習の効果が上がるとともに、事後指導による一般理
解教育の理解も深まると考えられる。また、交流及び共同学習や事前事後指導に関す
る質問の理由から、交流及び共同学習の事前事後指導の必要性については、教員の意
識に差があり、その理解への啓発が求められる。
7.保護者・地域に対する障害理解の啓発の実施状況
保護者・地域への発達障害に関する啓発は、ほとんど実施されていなく、各学年で
は、1学年が最も多かった。啓発は、保護者を対象にした学校がほとんどで、校内で 1
時間程度のPTA総会や保護者会での講演、その他には広報、通信によるものがあった。
そして、ねらいとしては、障害にういての正しい知識や状況の理解を優先させる傾向
があつた。講演については、学期に 1回の割合で系統的に実施することでその理解は
深まり、通信や広報は、継続してできる内容であり、その積み重ねが大切であると考
えられる。また、パンフレットや講演会の案内を配布するなど学ぶ機会を保護者 。地
域に与えている学校もあつた。これは地域や専門機関と連携した取り組みの一例を示
唆している。
実施していない理由からは、必要性がないことや他機関が行 うべきであること、学
校のみで実施する状況にないことなどがあり、学校によつてその意識の差がみられ、
学校が保護者 。地域への啓発を実施していく意識や必要性がまだまだ中学校に浸透し
ていないことが考えられる。しかし、学校は、他の機関より保護者・地域とのつなが
りが強い存在であり、そこから障害理解の啓発をすることによる効果は大きい。それ
について、文部科学省 (2005)は、通常の学級を担当する教員や障害のない児童生徒
及びその保護者の理解と協力が特別支援教育の普及啓発に不可欠であると報告してい
ることからも明らかである。また、芝田 (2013)は、障害理解に関する授業を実施後、
同じ内容に関して適切に保護者。家族への啓発を行 うことが大事であると述べている。
これらを踏まえると学校は、社会に向けての障害理解の啓発を担う重要な存在であり、
今後、保護者 。地域への障害理解の啓発を実施していくために体制を整えていく必要
がある。それとともに、教員は、障害理解の啓発の意識を向上させ、児童生徒だけで
なく、社会にもその専門性を発揮していくことが求められる。
第 3節 発達障害に関する一般理解教育の現状か らみえてきたこと
1.発達障害に関する一般理解教育の実施と障害のある生徒の在籍の有無との関係
発達障害に関する特定理解教育の必要性の方が発達障害のある生徒が在籍しないと
きの一般理解教育の必要性より 5%水準で有意に高かつたことについては、教員の意
識に、特定理解教育と生徒の在籍を重視する要因があるために高くなつたと考えられ
る。また、発達障害に関する一般理解教育の必要性について、回答数を揃えた92校の
回答から発達障害のある生徒が在籍している場合に「必要である」とした59校のうち、
その生徒が在籍しない場合に「どちらかといえば必要である」としたのは、17校であ
った (巻末資料 2)。更に、実施した理由では、発達障害のある生徒がいるというもの
が多く、学校 。学級に在籍する発達障害のある生徒が他の生徒とトラブルなく学校生
活が送れるようにするために一般理解教育が実施されていることが推測される。これ
らのことから発達障害に関する一般理解教育は、障害のある生徒の生活の安定が目的
にあり、その生徒の理解に重きが置かれて実施されているため、特定理解教育の要素
が多く含まれるとともに、その実施には、発達障害のある生徒の在籍の有無が関係し
ていると考えられる。
また、様々な理由からも交流及び共同学習やその事前事後指導の実施についても同
様のことがいえる。つまり、教員には、定型発達の生徒を対象にした発達障害に関す
る一般理解教育の認識が薄く、その教育による障害のある生徒や人、そして、社会ヘ
の効果が浸透していないと考えられる。しかし、一般理解教育は、生徒が社会の一員
として生活していることも視野に入れながら実施されるものであるから、発達障害の
ある生徒の在籍の有無にかかわらず、すべての生徒に教育をする必要性がある。教員
は、一般理解教育の意義や効果を理解して、その必要性について認識をする必要があ
ると考えられる。
2.回収率の低さから考えられること
本調査は、A県内のすべての市町立中学校 345校のうち、94校から回答があり、回
収率は28.4%という低い結果となった。回収率の低さから、2通りの考え方ができる。
1つ目は、94校での結果がA県内でもいえるという考え方である。これは回収率があ
まりにも低いため、このように考えてしまうことは大変危険であるが、つまり、A県
内では、障害理解教育の実施率は 88.3%という考え方である。2つ目は、回収できた
学校は、何かしら障害理解教育を実施している学校であり、回収できなかつた学校は
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障害理解教育を実施していないのではないかという考え方である。この考え方につい
ては、本調査の質問紙が、障害理解教育の実施に関する調査であったため、実施して
いない学校はできていないことが明らかになってしまうため、それを考えてしまうと
記述しにくかつたということや回答があつた質問紙からも発達障害に関する一般理解
教育の実施内容について、質問の説明がうまく伝わつていなかつた可能性もあるが、
肢体不自由や特定理解教育の内容が記述してある学校があり (巻末資料 4、 5)、実施
していることを記述しようとしていた様子が伺えたことからもいえるだろう。回収で
きなかつた学校が障害理解教育を実施していないのではないかという考え方では、障
害理解教育の実施率はかなり低くなる。つまり、中学校において障害理解教育は浸透
しておらず、発達障害に関する一般理解教育は、ほとんど実施されていないというこ
とになる。そして、中学校では、発達障害のある生徒やその疑いのある生徒の増加を
感じながらも教員の意識や専門性を向上させることに目がいき、発達障害のある生徒
やその疑いのある生徒、定型発達の生徒を対象とした障害理解教育の重要性が認識さ
れていない可能性があるとも推測できる:
どちらの考え方にしても、障害理解教育から得られる効果を考えると実施されてい
ないことは、学級 。学校経営での発達障害のある生徒やその疑いのある生徒への関わ
りに大きな影響を与えると考えられる。更には、社会における発達障害の理解につい
ても大きな影響を及ぼすといつても過言ではないだろう。また、時間がないことや教
育課程に位置づけられていないこと、何をしていいのか分からないことの理由により
実施されていないこともあるがその課題を早く解決して、すべての中学校で系統的、
継続的な障害理解教育の実施が望まれる。そのためにも、更に現状について明らかに
する必要がある。
今回の回収率の低さについては、回収の時期や質問紙が難しかつたこと、個人情報
の保護、学校に来る質問紙が多くて忙 しい中で回答することができないことなどの
様々な要因が考えられることも含めて、調査方法を検討する必要がある。
3.特定理解教育と一般理解教育の両方の実施の必要性
発達障害に関する特定理解教育と一般理解教育の実施に関するクロス集計から全校
以外は、特定理解教育と一般理解教育の両方を実施した学校より、特定理解教育を実
施したが一般理解教育を実施していない学校の方が多い現状が明らかになった。両方
を実施する時間がないことや一般理解教育で何をしたらいいのか分からないこと、在
籍する障害のある生徒の生活の充実が大切であることなどの理由から特定理解教育は
実施され、一般理解教育が実施されていないと考えられる。しかし、特定理解教育と
一般理解教育は、それぞれに重要な意味を持ち、両方の実施が求められる。
1)特定理解教育の重要性
発達障害に関する特定理解教育を重要だと考える要因として、定型発達の生徒が発
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達障害のある生徒を理解 し、適切な関わりができるようになることがある。特定理解
教育の障害種別の実施状況から、学校・学級に在籍する発達障害のある生徒またはそ
の疑いのある生徒が他の障害に比べて多いことが分かり、定型発達の生徒が発達障害
のある生徒と関わるために正しい知識と対応の仕方を学んでいく必要があると考えら
れる。また、特定理解教育の実施の方が一般理解教育の実施より 1%水準で有意に高
かつた。これは、伝えることが難しいとされる発達障害の特性について、特定理解教
育を実施することにより、具体的な内容を伝えることができ、定型発達の生徒にとつ
て理解しやすいと考えられているからであろう。交流及び共同学習での事前指導の特
定理解教育も同様の効果があると考えられる。
また、学校 。学級に在籍する障害のある生徒の生活をより良くするためには、教員
だけでなくまわりの生徒の関わりが必要不可欠になってくることからも、特定理解教
育の重要性が挙げられる。その実施には、本人や保護者の思いを大切にすることなど
様々な留意点があるが、 トラブルが起こつてから特定理解教育を実施するのでは、そ
の トラブルが原因で傷つき、不登校やまわりの誤解が解消されないまま生活をしてい
かなければならない状況が生まれる可能性があるため、障害のある生徒の理解のため
には、年度当初の特定理解教育の実施が望まれる。しかし、特定理解教育は、学校・
学級に在籍する発達障害のある生徒の障害特性についての教育であり、それのみを実
施することによってその生徒の障害が発達障害のすべてであると誤つた理解をする生
徒も出てくる可能性があると考えられることから、それだけの実施では不十分であり、
一般理解教育の実施も必要であると考えられる。
2)一般理解教育の重要性
(1)人の差異や多様性を認める教育ができること
発達障害に関する一般理解教育を実施することで、定型発達のある生徒が発達障害
について理解をすることができれば、発達障害のある人の差異や多様性を理解するこ
とができる。そこから、障害のある人だけではなく、すべての人の差異や多様性に気
づき、理解をすることができると考えられる。つまり、その理解が一人ひとりの差異
や多様性を認めることにつながり、障害の有無にかかわらず、すべての人に対して適
切な関わりができるようになる。これは、いじめの解消やお互いを認め合い、支え合
う環境づくりにつながるとともに交流及び共同学習や様々な学校の生活場面の充実に
もつながるため、学級・学校経営において、一般理解教育を実施することは重要であ
る。また、特定理解教育を実施できない発達障害のある生徒や疑いのある生徒の理解
にも活用できるので、一般理解教育を教育活動全体で継続的に実施することは、定型
発達の生徒がその生徒への適切な関わり方について考え、行動につなげていけること
からその効果は明らかである。
(2)教員の専門性の向上につながること
中学校は教科担任制であり、発達障害のある生徒やその疑いのある生徒に対して多
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くの教員が関わる機会があるため、教員には、専門性を向上させ、全教員で関わるこ
とが必要であるという意識がある。また、教員が発達障害のある生徒の理解のために
も発達障害について学ぶことが求められている。
一方、特定理解教育の実施だけでは、その生徒の障害がその障害のすべてであると
考え、障害のある他の生徒にも同様の対応をしてしまう可能性があるため、それだけ
では十分でない。そこで、発達障害に関する一般理解教育の系統的なプログラムの開
発をして、通常学級の授業でそれを行 うことにより、教員の発達障害への意識や専門
性の向上につながると考えられる。それは、定型発達の生徒に発達障害に関する一般
理解教育を実施するにあたり、事前の準備などで教員が発達障害について自ら学び、
創意工夫をしながら授業を実施して、専門性を向上させることができるからである。
そこで得た知識を発達障害のある生徒やその疑いのある生徒、定型発達の生徒への理
解につなげ、適切に関わつていくことでその関係は一層よいものになるだろう。その
経験がまた、教員の成長につながるとも考えられる。
(3)社会に目を向けることができること
一般理解教育は、学校という限られたところではなく社会に目を向けさせるねらい
を定めて実施することができる。義務教育で障害について認識をもち、行動できる力
を身につけることは、今後、社会に出る生徒にとつて大切なことである。一般理解教
育では、現在、障害理解について社会がどのようになつているのか、何が必要なのか
を生徒は学び、考えることができる。そこから、すべての人にとつて安心で安全な社
会を創っていこうとする意識が育ち、将来tその社会の実現のために行動できるよう
になると考えられることからも一般理解教育を社会に出る前の生徒に実施する意味が
ある。
(4)社会でも取り上げられていること
最近の新聞やテレビなど社会で発達障害について取り上げられていることがある。
その情報を目にしている生徒や保護者も多くいるはずである。社会でそのような情報
が流れるのは、発達障害に関する理解を啓発させることが目的の 1つにあると推測さ
れる。生徒が発達障害に関する一般理解教育を受けていれば、発達障害が社会で取り
上げられることにより、更にその理解は深まると考えられる。このことから、社会と
学校での発達障害に関する啓発や一般理解教育の実施がインクルーシブな社会の構築
につながるはずである。
3)特定理解教育と一般理解教育の両方の実施の重要性
図 1、 図 2から、特定理解教育と一般理解教育の実施と生徒の発達障害に関する理
解については、どの学年も理解教育を実施した方が「理解」の割合が高く、実施しな
かつた方が「無理解」の割合が高かつた。このことから、生徒への発達障害に関する
障害理解教育は、その障害の理解に有効であると考えられる。そして、発達障害に関
する生徒の理解を進めるために、特定理解教育と一般理解教育の実施が望まれる。
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特定理解教育で障害のある生徒への適切な関わり方を伝え、一般理解教育で様々な
障害の知識やサポー ト方法、障害者に対する心情、障害者をめぐる状況について理解
をして、生徒自身の生活や社会に目を向けながら人の差異や多様性を認め、支え合つ
て生きる姿勢を身につけさせることが大切であると考えられる。そうすることで、定
型発達の生徒は、学校内でのお互いの差異や多様性を認め合 うことができたり、社会
で生きていく中で出会う人に適切な対応ができたりするようになると考えられる。つ
まり、特定理解教育と一般理解教育の実施は、これから社会を担っていく生徒にとつ
て必要不可欠な教育であるといえる。
4。 一般理解教育の必要性とその実施率との関係
発達障害のある生徒が在籍 していないときの一般理解教育の必要性について、表
22‐3から、教員は、一般理解教育の必要性を感じながらもそれを実施できていない現
状があることが明らかになった。この意識と実施率の差については、一般理解教育を
実施できない要因があると考えられる。それは、時間がないことや教材がないこと、
教員の専門性がないこと、発達障害のある本人・保護者の理解が得られないなどの授業
の実施に向けての要因や定型発達の生徒が発達障害について理解できる段階でないこ
となどのような定型発達の生徒に関する要因、普段の生活の関わりの中で学べること
や理解がないときに指導すべきであること、特定理解教育で足りていることなどの教
員の意識の差の要因が挙げられる。これらの要因は、学校や教員の意識によつて変え
られるものであると考えられる。時間の確保や教材の開発などには多くの時間を要す
るが学校全体として、全教員で意識を高めることによりその実施に向けての取り組み
がされていくだろう。教員は、生徒の成長のためにできることを考え、情熱を持って
日々、指導をしている。その熱意と一般理解教育の必要性の理解があれば、すべての
生徒が人として生きていくために必要な一般理解教育を実施できると考えられる。そ
のためにも、教員の意識の差をなくし、すべての学校において発達障害に関する一般
理解教育の実施が望まれる。
第 4節 発達障害に関する一般理解教育の実施に向けての留意点
質問紙の自由記述などから発達障害に関する一般理解教育の実施に向けての留意点
を考察して述べるが、これは発達障害だけにいえるものではなく、すべての障害種に
関する一般理解教育に活かすことができる内容であると考えられる。
1.ねらいに関すること
1)ねらいを明確に定めること
様々な自由記述から、発達障害に関する一般理解教育のねらいとして「サポー ト方
法の理解」、「障害者をめぐる状況理解」、「障害者に対する心情理解」、「生徒自身の生
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活や社会に目を向けさせること」に含まれる内容が挙げられた。このように発達障害
に関する一般理解教育を実施する場合には、定型発達の生徒の発達段階にあったねら
いを明確に定め、授業案を作成して、系統的に行 うことが大切である。
また、そのねらいは、道徳の学習指導要領に重なるところがあるため、道徳教育の
一環として一般理解教育を実施することができると考えられる。文部科学省は、2009
年に中学校学習指導要領解説道徳編の道徳教育の基本的な在り方で、道徳教育の基本
は、一人ひとりの人間の尊重であり、個性の尊重であることや学校生活のあらゆる機
会をとらえて、一人ひとりの生徒が、他の生徒へのかかわり方や態度を、自分の生き
方として見つめるように促すことは、極めて重要であること、道徳性の発達の観点を
踏まえて、個人と社会との関係についての理解を深めることが重要となることを挙げ
ている。その上で道徳の内容項目の指導の観点の 1(5)、2(2)、2(5)、4(2)、4(3)、
4(4)の内容は、一般理解教育の5つのねらいから、人の差異や多様性を認め、支え
合って生きる姿勢を身につけさせることにつなげることで指導ができ、それによリー
般理解教育を道徳として教育課程に位置づけることができると考えられる。
2)差異や多様性を伝えること
自由記述の多くから発達障害の特性の伝えにくさや定型発達の生徒が行動面や心情
面を理解しづらいことなどが挙げられた。これらについては、定型発達の生徒に対し
て、人の差異や多様性を伝えることが大切であると考えられる。小学校高学年から中
学生にかけて、他人のことが気になりだし、まわりと同じでなければならないと考え
てしまう児童生徒がいる。
また、学校の体制上どうしようもないところはあるが、学校では全員が同じように
生活することが前提であるために、児童生徒にとつてそのような考えに到ることも考
えられる。その意識が強ければ強い程、人の差異や多様性を認めることが困難になる
ため、発達障害のある生徒の行動面や心情面の理解も難しくなるだろう。しかし、す
べての人は違つていて当然であり、同じでなくてよいという考え方を踏まえて、発達
障害に関する一般理解教育を実施しながら、人の差異や多様性について学ぶことがで
きればその理解も進むと考えられる。また、特定理解教育では、配慮をしても発達障
害のある生徒を定型発達の生徒が特別視してしまう可能性がある。しかし、一般理解
教育では、定型発達の生徒同士の差異や多様性に気づき、理解ができる機会となるた
め、発達障害のある生徒に対しても同様の考え方ができるようになるのではないかと
考えられる。
3)一般理解教育後の生活で活きる教育をすること
ねらいの「生徒自身の生活や社会に目を向けさせること」を通して、現在やこれま
での自分を振 り返 りながら今後の生活をどのようにしていくのか、社会をどのように
していくのかに目を向けさせることは、大切である。そうすることにより、生徒の生
活の中で何をどうすればいいのかを考える機会になり、それを定着させることで、生
?
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徒が社会に出たときに活きる教育になると考えられる。そのためには、義務教育の中
で、現在、比較的に実施されている肢体不自由や視覚障害だけでなく様々な障害種に
ついて一般理解教育を実施し、教育活動全体を通して継続的に行うことが重要である。
2.内容に関すること
1)定型発達の生徒に合わせた内容にすること
自由記述の多くから、定型発達の生徒が発達障害について理解できる段階でないこ
となどが挙げられた。しかし、中学校であれば、その内容や伝え方を工夫することで
理解ができると考えられる。そして、授業中には理解ができなくても学校教育全般で
継続して実施することにより少しずつ理解が進んでいくことが推測される。これは、
障害理解教育だけでなく、道徳や各教科の指導についても同様のことがいえるだろう。
また、義務教育の最終段階である中学校で、発達障害に関する一般理解教育を実施
しないことは、生徒がそれについて知らないまま社会に出ることを意味し、発達障害
の社会での理解の進展に大きな影響を与えることが予想される。よつて、知的発達が
著しい中学校段階で発達障害について学ぶことはとても重要なことである。そこで、
発達障害に関する一般理解教育の実施については、定型発達の生徒の発達段階に合わ
せた教材や内容を調節して、そこから系統的に実施していくことが大切であると考え
られる。そのためには、生徒の発達段階を踏まえて、理解できる内容を検討してプロ
グラムを作成する必要がある。そして、そのプログラムを定型発達の生徒に合った形
に創意工夫しながら、発達障害に関する一般理解教育を実施することが重要である。
そうすることは、教員の専門性を高くすることだけでなく、系統性、継続性のある幅
広いプログラムの蓄積ができ、それにより発達障害の一般理解教育の実施がしやすく
なることにもつながっていくと考えられる。
2)差別や偏見につながらない内容にすること
差別や偏見につながらない教育にするためには、十分な内容の検討の他に時間数を
確保すること、1時間の授業には多くの内容を盛り込まずに正しい知識を丁寧に伝え
ていくことが必要である。また、教材の内容については、その障害のすべてであると
理解させないことやできないことを話の中心にしないことも留意点として重要である。
発達障害のある人のできないことを挙げることで、発達障害のある人の生活が不自由
で何もできないと思つてしまったり、かわいそうという感情が生まれたり、自分は発
達障害でなくてよかったという思いや自分は発達障害ではないかというような不安を
持つてしまう恐れがある。そこから、発達障害のある人への差別や偏見が生まれる可
能性も十分にある。よつて、発達障害のある人の社会で生きる姿や得意なところを伝
えること、環境を整えることでその人らしい生き方ができることなどを伝えることも
留意する必要があると考えられる。
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3。 生徒への配慮に関すること
1)個人が特定されないようにすること
一般理解教育は、特定理解教育ではないため学校・学級に在籍する発達障害の生徒に
ついての内容を実施するのではないが、授業を実施したときに誰が発達障害なのかと
いうことに生徒の意識が向くと、発達障害のある生徒やその疑いのある生徒に話題が
いつてしまったり、発達障害という言葉だけが流れて、その後の生活で「○○さんは、
発達障害だ。」というようなラベル貼 りをしてしまったりする生徒が出てくる可能性が
ある。そのような授業にならないように留意しなければならない。そのためには、教
材や内容を厳選しながら、留意することも含めた形で授業案を作成する必要がある。
一般理解教育の実施により傷ついてしまう生徒が出ては意味がないのでこの点につい
ては、特に留意する必要がある。
2)不安を持つた生徒をそのままにしないこと
発達障害に関する一般理解教育を実施して、知識を伝えたときにどこまでが発達障
害であるという線引きはできないため、生徒の中には「自分は、発達障害ではないか。」
と疑間を持つてしまう可能J性がある。そのような生徒が出てこないように酉己慮するこ
とは最前提であるが、そのような生徒が出た場合に授業後のフォローについても考え
ておく必要がある。そのためには、一般理解教育の5つのねらいを明確にして、発達
障害の特性に自分が当てはまるかどうかを焦点化させないことやこのように感 じる生
徒がいるということを念頭において授業案を作成、検討し実施していくことが必要で
あると考えられる。
3)本人・保護者の理解を得ること
本人・保護者の理解を得ることは、特定理解教育を行 う上でも大きな留意点であるが、
一般理解教育の実施には、特定理解教育と違うところやそのねらいを発達障害のある
生徒やその保護者に授業案などを通して丁寧に説明をすることで理解はされやすくな
ると考えられる。その中で個人が特定されないようにすることや差別や偏見が生まれ
ないようにすること、本人が気づいていない場合は、発達障害ではないかと考えてし
まうことがないように配慮することも説明する必要がある。その中で、保護者の思い
や意見を聴きながら、その学級 。学年に合つた授業案を作成することも重要である。
一方、そのような説明を繰 り返しながら発達障害のある生徒への障害理解教育やその
保護者への障害理解の啓発を進めていくことも大切である。
4.教育活動全体に関すること
1)学校の教育活動全体を通して実施すること
障害理解教育は、学校の教育活動全体を通して実施されるべきである。特に、一般
理解教育は、道徳の時間を軸として実施されると考えれば、中学校学習指導要領から、
その時間を要として学校の教育活動全体を通じて行 うものであり、道徳の授業はもと
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より、各教科、総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの特質に応じて、生徒の
発達の段階を考慮して、適切な指導を行わなければならないことになる。一般理解教
育を道徳の時間で実施した内容が学校の教育活動全体に通じるように留意をする必要
があり、それにより継続した取り組みがなされ、理解が深まり、その内容が生徒に定
着すると考えられる。
2)日頃から教員は発達障害のある生徒に適切な関わりをすること
教員の関わりは、発達障害のある生徒だけでなく、定型発達の生徒の発達障害のあ
る生徒への関わりにも影響していることが考えられる。それは、定型発達の生徒が、
教員の発達障害のある生徒への関わりをみているからである。そのため、教員が適切
な対応をすることにより、定型発達の生徒も適切な対応を教員の姿をみて学ぶことが
できると考えられる。逆に、不適切な対応を教員がとつていたら、定型発達の生徒が
何を学ぶかは明らかであろう。そのようなことからも教員が発達障害について学ぶ必
要性があり、障害のある生徒にとって適切な対応を日頃からすることが大切である。
これは、発達障害のある生徒だけにいえることではなく、すべての生徒への教員の接
し方が他の生徒に与える影響が大きいということであり、教員はこれを忘れてはなら
ない。
第 5節 発達障害に関する障害理解の啓発の実施に向けての留意点
文部科学省の「特別支援教育を推進するための制度の在り方について (答申)」 (2005)
の特別支援教育の普及啓発で、障害のない児童生徒の保護者の理解と協力が不可欠で
あると指摘している。芝田 (2013)は、障害理解に関する授業を実施後、同内容に関
して適切に保護者 。家族への啓発を行 うことが大事であること述べ、学校が実施でき
る障害理解の啓発の 1つの例を示唆している。障害理解の啓発に対して学校が担う役
割は大きいと考えられる。そこで、発達障害に関する障害理解の啓発についての留意
点として、内容への十分な検討が必要であることが挙げられる。発達障害について書
かれたプリントを配布するにしてもその内容を読んだ人によって差別や偏見、不安を
持つようなものであつてはならないし、もちろん学校・学級に在籍する生徒を特定する
ものであってはならないなど様々なことを十分に検討して実施していかなければなら
ないと考えられる。
また、発達障害のある生徒を特定させないためには、一般理解教育を実施するとき
の留意点にも挙げたが、教材や内容を厳選しながら、留意することも含めた形で啓発
の案を作成する必要がある。また、啓発内容は、保護者・地域に何を伝えるかによつ
て変わつてくる。保護者・地域への啓発の効果としては、地域に住む発達障害のある
人の理解が進み、その生活が安心かつ安全なものになることや保護者の考え方や態度
が子どもに及ぼす影響は大きいため、正しい知識を持って保護者が発達障害のある人
に関わることで子どもの姿勢や態度も変わつてくることなどがある。そのために何を
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啓発するのかを学校だけでなく、専門機関や地域、発達障害のある生徒の保護者など
と連携しながら内容を十分に検討して啓発していくことが必要である。
第 6節 発達障害に関する一般理解教育の課題
質問紙の自由記述などから発達障害に関する一般理解教育の課題を考察して述べる
が、これは発達障害だけにいえるものではなく、すべての障害種に関する一般理解教
育に活かすことができる内容であると考えられる。
1.教員の意識と専門性の向上を図ること
教員の発達障害に関する一般理解教育への意識と専門性の向上が必要である。なぜ
なら、教員には、一般理解教育の必要性や実施に向けての意識などに差がみられたか
らである。特に、発達障害のある生徒が学校生活を送る中で何事もなければ一般理解
教育を実施する必要がないという考え方は、障害のある生徒のために障害理解教育が
必要であるというものであるが、障害理解教育の目的は、それだけではなく、定型発
達の生徒のために実施されるものでもある。しかし、現状では、教員の意識によって、
発達障害に関する一般理解教育の必要性がなくなってしまう恐れがあることや一般理
解教育のねらいや目的、指導する内容が変わつてくることが考えられる。このことか
ら、すべての教員が発達障害に関する一般理解教育の必要性を理解して、主体的に実
施していく必要がある。一般理解教育は、障害のある生徒が在籍するからとか、障害
のある生徒の生活がうまくいかなくなつたから実施するものではない。そのため、教
員は、日頃から一般理解教育を実施する中で定型発達の生徒が自分やまわりをみつめ
て、すべての人が安心で安全な社会をどのように倉1つていくのか、そのためにどのよ
うに生きていくのかを考えることも大切なねらいであることを忘れてはいけない。
一方、発達障害に関する一般理解教育の教材が少なかつたことから、一般理解教育
を実施するためには自ら教材を探す必要があり、そのためには、教員の意識を向上さ
せることが重要であると考えられる。また、既に述べたことから、発達障害に関する
一般理解教育について、今までの経験で指導ができると考える教員の意識も明らかに
なっている。教員の経験を含めた指導はとても大切なことではあるが、経験だけに頼
りすぎてしまっては、偏つた指導や今まで経験してきたことが発達障害のすべてであ
るかのように指導をしてしまう可能性が出てきてしまうため、正しい知識と認識を持
った上で指導していく必要がある。そのために教員が発達障害について学びながら、
その必要性の意識と専門性を向上させる必要があると考えられる。
2。 一般理解教育の実施に向けてのこと
1)発達段階にあった系統的、継続的な実施をすること
実施状況から一般理解教育が単発的に行われている学校が多かったことや実施され
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た障害種に偏りがあつたことなどから、生徒の発達段階にあった系統的、継続的な一
般理解教育を実施していく必要がある:繰り返し同じ障害種で実施することも大切な
ことではあるが、義務教育の限られた時間の中で、その目的の 1つである人の差異や
多様性についての理解を深めようとするのであれば、様々な障害種について実施する
方が効果的であると考えられる。実施に向けて様々な障害種の内容を設定して、その
内容が定型発達の生徒のどの発達段階に合つているのかを検討しながら位置づけをし
て、系統的に実施ができるようにする必要がある。また、その定着のために継続した
取り組みが重要である。今後、す般理解教育の実施に向けて、小学校を含めた発達段
階にあつた系統的、継続的な実施が求められる。
2)時間を確保すること
一般理解教育を実施していない理由から、多くの学校がその要因として時間が確保
できないことを挙げている。教員が必要性を感じ、実施ができたとしても時間を確保
することができなければ、伝える内容が中途半端になつてしまったり、内容が簡潔に
なって生徒に誤解を与えてしまったりして、差別や偏見につながってしまう可能性が
ある。そのような点からも実施されていない現状があると考えられる。しかし、一般
理解教育の必要性をすべての教員が認識することとプログラムや教材を開発すること
で、学校の実施体制が確立し、教育課程に位置づけた時間の確保ができるだろう。
また、障害理解教育は、今後、全教科及びすべての教育活動で行われる状況を主体
としながらも、「障害理解の時間」などとして学校教育法施行規則、そして学習指導要
領に独立した授業対象として定められること、あるいは道徳の一内容として定められ
ることが期待される (芝田,2013)。このように、インクルーシブ教育に向けての障
害理解教育の意義を考えれば、一般理解教育はとても重要であり、その内容を考慮す
れば、週 1時間の一般理解教育の時間を確保して、年間35時間の実施を3年間する
ことが効果的だと考えられるが、現在の教育課程では、おそらくその時間を確保する
ことはできないだろう。そこで、一般理解教育の実施については、教育課程の道徳を
軸にして位置づけ、特別活動などの時間をうまく活用した時間の確保が望まれる。
3)教材を開発すること
肢体不自由や視覚障害、聴覚障害のある人の理解教育は、福祉体験や人権学習など
で実施されており、取り組みやすいことから、疑似体験などを通して一般理解教育を
実施している学校が多いと考えられる。しかし、発達障害に関しては、実施した教材・
方法で疑似体験を実施した学校はなく、実施に効果的と思われる教材についても疑似
体験を選択した学校は全体の34.4%であった。発達障害に関する疑似体験については、
実施 しにくいという現状や教員の意識があり、そこには、発達障害について伝えるこ
との難しさがあると推測される。その難しさから実施されていないことも予想され、
発達障害に関する疑似体験ができる教材が数多く開発されればその実施は増加してい
くと考えられる。しかし、疑似体験を通した一般理解教育の実施は、学べることが多
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く、や りやすいように思えるが様々な留意点がある。それは、誤つた体験の仕方をし
てしまうと恐怖心を植え付けてしまつたり、障害のある人の生活が不自由で何もでき
ないと思つてしまったり、かわいそうという感情が生まれたり、自分は障害がなくて
よかつたや自分には障害があるのではないかというような感想を持つてしまう可能性
があるからである。
芝田 (2007)は、一般に、疑似体験は、障害者の生活における不便性・困難性を理
解するという目的から、その不便性 。困難性を強調するような体験内容となりがちで
あるが、これでは、障害者の生活における不便性・困難性の理解が促進されないばか
りか、逆に誤つたイメージとして理解される危険性をはらんでいるとして、看過され
がちなその不便性・困難性を克服できる可能性があるというポジティブな側面の理解
が同時に目的とされなければならないと、その実施に向けての留意点を述べている。
また、一般理解教育の実施内容については、講演、講話が多かつた。これは、伝え
ることが難しいとされる発達障害のある人の行動面や心情面が疑似体験や読書教材よ
りも伝えやすいと考えられていることや教員の専門性のなさがその要因として考えら
れる。しかし、前にも述べたが、講演、講話は方法としては効果的であると考えられ
るがそれだけでは不十分である。発達障害のある人の感 じ方や生活を表した D りヽ な
どの映像媒体についても同様のことがいえる。そのようなことも意識しながら講演、
講話だけでなく、教員が主体となつて授業ができる一般理解教育の疑似体験や読み物
などの教材の開発が求められる。
4)発達障害の特性を伝える難しさがあること
現在、肢体不自由や視覚障害に関する一般理解教育は実施されているが、発達障害
に関する一般理解教育は、それほど実施されていない理由の 1つに行動面、心情面の
理解ができにくいことなどの発達障害の特性を伝えることの難しさがある。つまり、
定型発達の生徒は、肢体不自由や視覚障害、聴覚障害について、障害のある人からあ
る程度の行動面や心情面を想像することができるため、一般理解教育が実施しやすく、
発達障害についてはてその人から行動面や心情面を想像することが難しいため、実施
しにくいということが考えられる。また、そのことから、発達障害については、具体
的な内容を取り扱 う特定理解教育が実施しやすく、一般理解教育の実施よりも有意に
高くなつたと推測される。しかし、既に述べたように、障害理解教育として、特定理
解教育と一般理解教育の実施が必要であることから、この難しさを伝えやすくするた
めに、知識やサポー ト方法、状況、心情理解、生徒自身の生活や社会に目を向けさせ
ることなどのねらいに加えて、何をどのように伝えることが発達障害に関する一般理
解教育になるのかを時間数も含めながらよく検討して、授業案を作成していくことが
必要であると考えられる。適切な時間と内容を検討した教育が差別や偏見をなくし、
それを生み出さないことにつながる。
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3.環境整備と専門機関との連携をすること
環境整備と専門機関との連携をしながら、障害理解教育や啓発の実施につなげてい
くことが重要である。環境整備については、物理的な環境の整備をしていくことが重
視されるが、費用面や位置的な面などにより、完璧なもの整備することは難しい。し
かし、物理的な環境の不十分なところを補うことができるのは人の心理的な環境を整
えることであると考えられる。心理的な環境を整えるために一般理解教育の実施が求
められ、教員と専門機関が連携をしながら、どのような内容をどのように実施してい
けばいいのかを検討することで効果的な教育ができる。また、その連携により教員の
専門性が向上したり、適切な支援ができるようになったりすると考えられる。教員と
専門機関との連携により地域への啓発も実施しやすくなるだろう。それができれば学
校 。学級に在籍する障害のある生徒や地域に住む障害のある人の生活環境も変わつて
いくと考えられる。これは、発達障害だけでなくすべての障害に関していえることで
ある。
第 7節 発達障害に関する一般理解教育の課題解決の一例
1.発達障害に関する一般理解教育の系統的なプログラム 0授業案の開発
実施が難しい大きな要因である時間の確保については、プログラム 。授業案の開発
がその解決につながると考えられる。特に、授業案の開発では、ねらいを定め、どの
教育課程を利用して授業をするのかまで検討して作成されるものであるから重要であ
る。本研究から道徳の時間に実施できる内容を提案して、教育活動全体で継続的な教
育を実施することが効率的であると考えられる。例えば、プログラムは、定型発達の
児童生徒の発達段階を考慮した一般理解教育の系統的なものである。そのプログラム
の一例を述べる。
障害種は、自閉症スペクトラム、ADHD、LDで考え、教育課程は、道徳の時間に
位置づける。そして、1学年3時間の実施をして、3年間で9時間の時間を確保する。
これにより、各学年で様々な障害種を設定することができ系統性が生まれる。そして、
中学校学習指導要領にあるように道徳の時間を要にして学校の教育活動全体を通じて
行えば、一般理解教育を継続的に実施することができる。教材は、発達障害の特性の
知識やサポー ト方法を理解したり、自叙伝などの読み物教材から心情面や行動面が書
かれているものや発達障害のある人の映像を提示したり、社会の動きを法整備の歴史
などから目を向けたりできるものなどである。教員は、この系統性のあるプログラム
から定型発達の生徒の発達段階に応じた授業案を選び、授業を行う。
このような形でプログラムが作成され、各時間の授業案ができれば、時間や発達障
害の特性を適切に伝えられる教材の確保、教員の専門性の向上につながると考えられ
る。教員の専門性の向上については、授業の準備の過程で教員間の検討や意見交換な
どにより発達障害に関する知識を得ることができると考えられるからである。また、
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その実践とその効果により、本調査でみられた教員の意識の差は徐々になくなること
が予想される。今後、プログラム・授業案が開発されれば、それを実施する学校も増
えることが予想され、一般理解教育の実施率は高くなっていくことが考えられる。そ
して、小学校からの一般理解教育の実施により、生徒の理解が深まり、社会に出る前
に様々な対応ができる力を身につけることができる。更には、すべての教員と定型発
達の生徒が発達障害に関して理解を深めていくことにより、学級 。学校の様子にいい
意味で変化がみられると考えられる。
また、第 4節で挙げた実施に向けての留意点である1.ねらいに関すること (ねら
いを明確に定めること、差異や多様性を伝えること、一般理解教育後の生活で活きる
教育をすること)、2.内容に関すること(定型発達の生徒に合わせた内容にすること、
差別や偏見につながらない内容にすること)、 3.生徒への配慮に関すること (個人が
特定されないようにすること、不安を持つた生徒をそのままにしないこと、本人・保護
者の理解を得ること)、 4.教育活動全体に関すること (学校の教育活動全体を通して
実施すること、日頃から教員は発達障害のある生徒に適切な関わりをすること)を踏
まえながらプログラムや授業案の開発、実践をしていくことが重要である。
2.国、都道府県レベルでの研修の充実や特別支援学校教諭免許状の取得の義務化
教員の専門性の向上については、すべての教員を対象とした研修会を文部科学省、
都道府県の教育委員会が中心となり実施することや今後の教員採用の条件として、特
別支援学校教諭免許状の取得を義務化することなどが求められる。すべての教員を対
象とした研修会については、各学校での定期的な取り組みを義務化することも必要で
あると考えられるが、特別支援学校教諭免許状の取得できる研修の実施が重要である。
今後、インクルーシブな教育が始まり、様々な児童生徒が学校に在籍する中で、個
のニーズにあつた教育を実施していくことが求められるからである。それは、児童生
徒にかかわりながら教育を行つていく際に、教員には専門的な知識が必要であること
を意味し、教員が特別支援学校教諭免許状を取得していることは、児童生徒への十分
な教育に必要不可欠なことである。時間は有するがこの研修の実施により、すべての
教員は、特別支援学校教諭の免許状を取得した上で学校教育を行うことができるよう
になり、それにより、一般理解教育だけでなく学校全体における教育の質が向上する
だろう。多忙な教員の生活を考えると負担が大きいという考え方もあるが、通常の出
張にその内容を取り入れたり、長期休業を利用したりすることで実現できると考えら
れる。教員の特別支援に関する専門的知識の習得を文部科学省、都道府県の教育委員
会が理解して、研修を実施することが早急に望まれる。教員採用の条件にその免許状
の取得を義務化することも同様の理由である。この研修の実施により、すべての教員
が特別支援教育への専門性を持つことができ、その専門性のもとに一般理解教育を実
施していくことができると考えられる。また、それによつて、通常学級だけでなく、
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特別支援学校や特別支援学級への教育が充実して、これまでの課題の解決につながる
だろう。
3.道徳の時間の内容に系統的な一般理解教育を位置づけること
道徳の時間が教科化されることに伴い、その内容に系統的な障害理解教育を位置づ
けることが望まれる。一般理解教育を義務教育に定着させて実施することにより、人
の差異や多様性を学ぶことができる。つまり、道徳の時間の様々な目標はあるが、社
会に生きる一員としての意識を高めていくことは、一般理解教育を実施することで、
理解が深まり、よりよい社会の実現につながると考えられる。
一般理解教育は、現在の中学校学習指導要領の道徳の第 2内容の 1(5)、2(2)、2
(5)、4(2)、4(3)、4(4)に適応できる。これらの内容は、生徒にとつて社会で生
きていくために必要であり、一般理解教育を通して系統的かつ継続的に教育すること
で、自分を見つめたり、他者への思いやりや他者を認め、尊重したり、互いに共生し
ながら差別や偏見のないよりよい社会の実現に努めることができるようになる。それ
と同時に、社会には様々な人がいてその人々の差異や多様性を学び、理解することも
でき、その後の生活の中で、人を大切にし、その人への適切な対応や支援をすること
ができるようになると考えられる。そのような意味からも道徳の時間の内容に系統的
な一般理解教育を位置づけることは重要である。
一般理解教育の意義を道徳に時間の教科化に関わる有識者が理解をして、その内容
に系統的かつ継続的な形で一般理解教育を入れることが強く求められる。また、そう
することによリー 般理解教育の実践研究も進み、具体的で使用しやすい教材が開発さ
れると考えられる。それにより、各学校に委ねられてきた道徳の内容がすべての学校
で系統的かつ継続的に実施されるようになり、その充実が社会のあり方に大きな影響
を与えるだろう。視覚障害や聴覚障害だけでなく発達障害や知的障害についてもすべ
ての人が正しい知識を持ちながら適切な対応や支援ができ、すべての人がお互いに支
え合つて生活でき、その人らしい生き方ができる社会の実現に向けて、道徳の時間の
内容に一般理解教育を含めることは重要である。
第 8節 発達障害に関する障害理解の啓発の課題
1.専門機関や地域との連携をすること
地域によつては、発達障害について積極的に啓発に取り組んでいるところもあれば、
閉鎖的なところもある。閉鎖的なところは特に系統的で継続的な障害理解教育や障害
理解の啓発を進めていく必要がある。しかし、調査では、発達障害に関する啓発を学
校独自で実施しなければならないと考えているところが多かったが、啓発は、学校独
自で実施するよりも専門機関や地域の機関、発達障害のある子どもを持つ保護者など
と連携をとりながら進めていくことが大切である。現在の中学校において、発達障害
に関する一般理解教育の実施が浸透していない状況の中で保護者・地域へ啓発をして
いくことは困難であり、多忙な学校現場において時間の確保はかなり難しいことが予
想される。しかし、今まで行つている行事に啓発の要素を組み込みながら実施するこ
とは可能であり、多くの専門機関との連携の中で、できることを考えながら少しずつ
進めていけば、時間が確保でき、地域や社会での障害理解も進んでいくと考えられる。
2.保護者への啓発をすること
一般理解教育の内容を啓発して、定型発達の生徒の保護者の発達障害に関する知識
や認識を向上させることは重要である。それは、子は親の背中をみて育つといわれる
ように、その保護者の意識や行動が子どもに与える影響を考えると啓発の意味は大き
く、その保護者の子どもである定型発達の生徒の障害理解にもつながつていくと考え
られるからである。学校と家庭での一般理解教育により生徒の理解は一層進むことが
推測される。また、その啓発が保護者からの地域や社会への発信につながることが考
えられるため、定型発達の生徒の保護者への啓発は必要である。
第 9節 本研究の課題
1.回収率
本研究では、障害理解教育を特定理解教育と一般理解教育に区別をして、一般理解
教育の現状を少し明らかにすることができたと考える。しかし、調査については、回
収率が 28.4%と低かつた。この低さの要因については、前述したように様々あるが、
中学校における発達障害に関する一般理解教育への意識の低さがあるのではないだろ
うか。今後、その意識を高くする方法の 1つとして、実践からの効果をすべての中学
校に啓発することが考えられる。その啓発に向けては、実施している学校への授業案
や教材などの具体的な内容や効果の調査が必要である。また、調査については、方法
や形式、時期、対象の規模などの工夫も大切である。
2.質問紙
1)質問紙の改善点
特別支援学級の有無について問う項目があれば、特別支援学級の有無と特定理解教
育、一般理解教育との関連性が明らかになるとともに、障害のある生徒の在籍の有無
と障害理解教育との関係がより分析しやすくなると考える。また、交流及び共同学習
については、「事前事後指導は必要であるかどうか」、「事前事後指導は特定理解教育を
行 うべきである」、「事前事後指導は一般理解教育を行 うべきである」、「事前事後指導
は特定理解教育と一般理解教育の両方を行 うべきである」の項目を加えて、事前事後
指導の必要性や実施する障害理解教育を問うことで、事前事後指導や一般理解教育の
必要性に関する教員の意識を比較・分析できる。また、日常生活の中で必要に応じて
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実施されている障害理解教育の内容が特定理解教育なのか、一般理解教育なのかを問
うことで、交流及び共同学習で実施されている障害理解教育の傾向が明らかになるだ
ろう。そして、交流及び共同学習や啓発を行つた理由についての自由記述があれば、
実施していない学校との意識の差が比較できると考える。
2)実施内容の調査への工夫
今回の調査で、発達障害に関する一般理解教育の実施内容で具体的な内容 (読み物
や DVDの教材)のリス トを作成する予定にしていたが、質問紙の記入の説明が悪か
つたこともあるのだろうがそこまで具体的な回答は得られなかった。記入しやすい形
式のものを作成して、具体的な内容を明らかにするような工夫が必要である。
第 10節 今後の課題
本研究で発達障害に関する障害理解教育は、特定理解教育の印象が教員には強くあ
り、学校。学級に発達障害のある生徒が在籍していなければ実施する必要がないと考え
られやすいことが明らかになつた。しかし、障害理解教育では、特定理解教育と一般
理解教育の両方の実施が必要である。それは、これから社会を担っていく生徒が、一
般理解教育から学んだ人間の差異や多様性の認識を持ちながら、すべての人に対して
適切な対応や態度で生活することがインクルーシブな社会の構築に必要不可欠である
と考えられるからである。今後の課題としては、第 6節で挙げたように 1.教員の意
識と専門性の向上を図ること、2_一般理解教育の実施に向けてのこと (発達段階にあ
つた系統的、継続的な実施をすること、時間を確保すること、教材を開発すること、
発達障害の特性を伝える難しさがあること)、 3.環境整備と専門機関との連携をする
ことがある。その他にも一般理解教育の教材の収集や実施内容を明らかにするための
現状調査、留意点を踏まえたプログラム・授業案の作成、実践、そして、実施したプ
ログラム・授業案の評価をするための尺度の開発、研究者などの専門機関と教員との
連携 (一般理解教育のプログラム・授業案の開発、検討、実践、効果の分析などの積み
重ねと啓発)などがある。
今後、中学校において一般理解教育を実施しやすくするために、まずは、教員の意
識と専門性の向上が必要である。特に、教員の意識の高さが必要で、その意識により
一般理解教育は実施されると考えられるからである。そのために、教員養成の段階で
障害理解教育の必要性についての意識を高めることや都道府県の教育委員会や教員ヘ
の啓発が強く求められる。また、本調査で得られた発達障害に関する一般理解教育の
現状や実施に向けての留意点及び全般的な課題から実施可能なプログラムを作成する
ことが必要である。義務教育における一般理解教育の 1つのプログラムを作り上げる
ことができれば、生徒の発達段階に応 じた内容を実施していけるようになると考えら
れる。1つのプログラムの例として、小学校就学前や小学校低学年については、障害
のある人との関わりを中心に行い、ガヽ学校中学年から高学年にかけては、障害のある
人の行動面や心情面がある程度、想像しやすい肢体不自由などの一般理解教育を行い、
小学校高学年から中学校にかけては、障害のある人の行動面や心情面が想像しにくい
発達障害などの一般理解教育を実施するというものがあるとする。教員は、それに従
つて一般理解教育を実施するのではなく、定型発達の生徒の発達段階に合わせたねら
いや目的を定め、そのプログラムからそれに合つた授業案を自由に選び、自分で創意
工夫をして実施するのである。多忙な現場ではあるが、生徒への教育にかける時間を
惜しまない教員の熱意が一般理解教育の実施により、教員自身の発達障害への専門性
や意識を高めることにつながるはずである。
また、発達障害に関する教材は、結果から少ないと考えられるが、堤ら (2009)も
述べているように、一般理解教育に関する実施可能な教材のリス トの作成が必要であ
ると考えられる。そのリストの作成により、発達障害の特性について伝えやすい内容
のものが挙げられ、様々な授業案の組み立てができるようになり、一般理解教育のプ
ログラムの幅が大きく拡がることが推測される。そのためにも、本研究のように障害
理解教育を特定理解教育と一般理解教育に区別して、具体的な教材を聞き取るなど、
より詳しい調査を実施する必要があると考えられる。
一方、環境整備と専門機関との連携から、障害理解教育や啓発の実施につなげてい
くことも重要である。心理的な環境を整えるために一般理解教育の実施が求められ、
教員と専門機関が連携をしながら、どのような内容をどのように実施していけばいい
のかを検討することで効果的な教育ができる。また、その連携により教員の専門性が
向上したり、適切な支援ができるようになつたりするとも考えられる。教員と専門機
関との連携により地域への啓発も実施しやすくなるだろう。それができれば学校 。学
級に在籍する障害のある生徒や地域に住む障害のある人の生活環境も変わつていくと
考えられる。これは、発達障害だけでなくすべての障害に関していえることである。
そのようにしてプログラムが開発されれば、それを多くの学校で実施し、授業の評価
をして改良を積み重ねていく必要がある。また、その評価の際に使用するための尺度
の開発も求められる。授業の評価は、生徒の感想などから評価される場合が多いが、
教員の望むことを感想として書く生徒がいる可能性もあるため、それだけの評価では
不十分である。その後の生活態度から得られる評価の尺度の開発が望まれる。芝田
(2013)は、障害理解教育や社会啓発では、その効果を客観的に評価・判断すること
には限界があるとして、教員によつて評価の必要性と方法の検討が必要であることを
述べている。そして、設定された授業場面ではなく、日常的な生活の場面における私
的な児童生徒の言動から評価・判断することの必要性も述べている。
本研究の課題には、先行研究でいわれている課題が多く含まれているが、それは発
達障害に関する一般理解教育の実施が進んでいないことを意味している。これらは、
今後、インクルーシブな社会の構築のために、早急に取り組むべき課題である。その
解決に向けて、多くの研究者と学校、教員が連携をしながら、一般理解教育のプログ
83
ラム・授業案の開発、検討、実践、効果の分析の積み重ねと社会に啓発していくこと
が必要であり、それによつて、すべての学校において確立された一般理解教育の実施
が望まれる。
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巻末資料
【鮒 1】
質問紙
1.地区名、学校名、記入された教職員の立場。校務分掌に○をつけて記入してください。成果物を送ら
せていただきますのでメー /1/アドレスをご記入くださしヽ
本質問紙内の言葉や表の記入については以下の説明や例を参考にしてくださし、
知的障害は、発達障害には含みません。発達障害は、自閉症スペクトラム、ADHD、H)に分類します。
?
?
?
?
?
? 市立
町立 中学校
校長  教頭
主幹  教諭
特別支援コーディネーター
その他(     )
道徳担当    人権担当
福祉教育担当  特別活動担当
総合的な学習の時間担当
教務担当   生徒指導担当
その他(            )
メー ルアドレス
障害に関する理解教育は学級・学校に在籍する生徒自身の理解教育と障害に関する一般的な理解教育を表現
○学級 口学校に在籍する生徒自身の障害に関する理解教育
学級。学校に在籍する生徒自身の障害についての特陛などを通常学級の生徒が理解できるように教育す
ること。例 :視覚障害のあるAさんが在籍する学級の生徒に対してAさんの見え方について説明した
○障害に関する一般的な理解教育
学級。学校に在籍する生徒自身の障害ではなく、=般的な障害についての知識やサポート方法、障害者
の心唐理解、社会的状況などを通常学級の生徒が理解できるように教育すること。
例 :アイマスク体験をして視覚障害のある人へのサポート方法について通常学級の生徒に教育した
※ねらいの説明
○障害に対する知識理解 :障害の定義、種類、原因、程度、特性などについての医学的 。生理学的 。心
理学的な知識を理解すること。
○サポート方法の理解 :障害に対してどのようにサポートすれlれヽいのかを理解すること。
○障害者をめぐる状況理解 :障害者をめぐる社会的環境、特にどのようなバリアがあるか、あるいはど
のような障害者問題がある力ヽ こついて理解をすること。
○障害者に対する心情的理解 :障害者に対して人として心清的に理解をすること。
○自分の生活や社会に目を向けていくこと:障害について学んだことから自分を見つめ、生活や社会で
ポジティブな態度を示し、受容的な行動をとること。
般 的 な
対 象 障害種 教育課程
?
?
? 教材・方法
教 材 名 ‐内容
(出版社 、筆 者 )
講演 名 ‐内容
(所属 、講 演者 )
ねらい※
(複数回答可)
例 る
その他
( )
⑩
ADHD
LD
???
?
?
?
?
?
?
?
多  嘘
疑似体験
講演  交流
その他
( )
『O000』
兵教大出版
社 花子著
□□□□について
障害 者 に対する心情 的理 解
?
?
?
?
対 象 障害種 教育課程
?
?
? 教材・教具
教材名・内容
(出版社、筆者)
講演名‐内容
(所属、講演者)
0帝著・肉寒
ねらい※
(複数回答可)
例
?
?
全校生
学年
参
その他
( )
⑩
LD
??）??
?
?
?
読み物 @
疑似体験
講演  交流
その他
( )
タイトル
『0000』
兵大映像社
□□□について
障害に対する知識理解
障害者勧 ぐる状況理解
講 演 名・ 内容
(所属 、講 演者 )
2.発達障害に関する理解教育をする意義、必要性についての調査
次の質問項目で該当するものを選んで番号に○をつけてくださし、
(D学級。学校に在籍する発達障害のある生徒自身の障害に関する理解教育を行うことは必要です力Ъ
l)必要  2)どちらかといえば必要  3)どちらかといえば必要ない  4)必要ない
②発達障害に関する‐般的な理解教育は、発達障害のある生徒が学級。学校に在籍しているとき行う必要
があります力、
lL必要  2)とおらかといえば必要  3)どちらかといえば必要ない  41必要ない
③発達障害に関する‐般的な理解教育は、発達障害のある生徒が学級。学校に在籍していなくても行う必
要がありますれ
1)必要  2)どちらかといえば必要  3)どちらかといえば必要ない  4)必要ない
④発達障害に関する‐般的な理解教育を始めればいい時期を選んで○をつけてくださし、
⑤発達障害に関する_般的な理解教育のねらいや目的となる内容を選んで○をつけてください
傷数回答つ 。
障害に対する知識理解 サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解 障害者に対する心情的理解
生徒自身の生活や社会に目を向けてさせること
その他
(具体的に)
3.教員の意識についての調査
次の質問項目で該当するものを選び番号に○をつけてくださし、
(D発達障害に関する一般的な理解教育は専門知識をもつ教員だけに任せるべきです力、
J)任せるべき 2)どちらかといえば任せるべき 3)どちらかといえば任せるべきでない 41任せるべきでない
②全教員が発達障害について学ぶ必要はあります力、
1)ある    2)どちらかといえばある    3)とちらか いえばない     41ない
③全教員は発達障害に関する_般的な理解教育をこれまでの経験で指導できます力ヽ
1)できる    2)どちらかといえばできる    3)どちらかといえばできない   41できない
④発達障害に関する理解教育の系統的なプログラムの開発がなされ、通常学級の授業でそれを行うことは、
教員の発達障害への意識向上、専門性の向上につながります力、
1)つながる   2)とちらかというとつながる   3)どちらかというとつなからない   41つながらない
小学校就学前 小学校低学年(1,2年)
その他
(具体的に)小学校中学年(3,4年) 小学校高学年(5,6年)
中学校 高等学校
O発達障害のある人 (特別支援学級在籍生徒を含0と交流及び共同学習を行え|よ発達障害に関する理
解教育は十分です力、
4。 今後の発達障害に関する一般的な理解教育についての調査
(D今後、発達障害に関する一般的な理解教育への取り組みに必要なことを選んで○をつけてください
徽 回答つ 。
②発達障害に関する一般的な理解教育で効果的と思われる教育内容 。方法を選んで○をつけてください
鬱数回答つ 。
5。 発達障害に関する理解教育について思われることがありましたら書いてくださし、
学校としての組織作り 教員の発達障害に対する」三F目ヤ十
“
ら由 ト
教材をそろえる 発達障害に関する理解教育の率締的なプログうム
全教員の理解 社会(地域・保護者)への啓発
教育課程に理解教育を位置づける
その他
(具体的に)
校内外の特別支援学級または特別支援
学校の児童生徒と交流の機会を設ける
介護施設や障害者施設を訪問し、見学や
交流する機会を設ける
実践的な援助の方法を学ばせる 受け入れる環境を整える
疑似体験をする 発達障害のある人の講演を聴く
学級に在籍している発達障害のある生徒の
実態を踏まえた話をする 教師の経験を話す
ビデオなどの映像の媒体を提示する 読書教材(絵本等を含む)を提示する
発達障害のある子ども辞 つ
保護者の話を聴く
特別支援教育の専門家(大学の教員等)の
講演を聴く
交流に向けた事前事後の発達障害に
関する理解教育
その他
(具体的に)
6.発達障害以外の障害に関する理解教育について思われることがありましたら書いてくださし、
7.今年度、全校生を対象に障害に関する理解教育を行うたものに〇、行つていないものに×をつけてく
ださしヽ
障害種 学級・学校在籍生徒の個々の 障害に関する
視覚障害
聴覚障害
肢体不自由
病弱
知的障害
発達障害
自開症
LD
ADHD
8.今年度、全校生を対象に発達障害に関する一般的な理解教育を行つたとき、その内容について答えて
ください (回答は1ペー ジの例を参考に記入してください)。
9。 今年度、全校生を対象に交流及び共同学習の事前事後の発達障害に関する_般的な理解教育を行つた
とき、その内容について答えてください (回答は1ペー ジの例を参考にしてください)。
対象 障害種 教育課程
?
?
? 教材・方法
教材名。内容
(出版社、筆者)
講演名・内容
(所属、講演者)
李滞者・内容
ねらい※
(複数回答可)
1
⑭
学年
学級
その他
( )
自開症
ADHD
LD
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
( )
?
?
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
2
( )
⑪
学年
学級
その他
自閉症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
3
( )
舎
学年
学級
その他
自開症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
4
( )
Φ
学年
学級
その他
自開症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
?
?
?
?
対象 障害種 教育課程
?
?
? 教材・教具
教材名・内容
(出版社、筆者)
講演名・内容
(所属、講演者)
な斎者・肉蓉
ねらい
(複数回答可)
1
事前
事後
⑪
学年
学級
その他
(   )
自開症
ADHD
LD
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
( )
?
?
読み物 映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(            )
【続きは5ペー ジヘ】
2
?
?
?
?
⑪
学年
学級
その他
( )
自開症
ADHD
LD
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
(
?
?
読み物 映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(            )
3
?
?
?
?
⑪
学年
学級
その他
(   )
自開症
ADHD
LD
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
( )
?
? ( )
読み物 映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(            )
4
?
?
?
?
( )
⑪
学年
学級
その他
自閉症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物 映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(            )
10。今年度、全校生の保護者・地域に対する発達障害に関する一般的な理解の啓発を行つたとき、その内
容について答えてください (回答は1ペー ジの例を参考にして記入してください)。
その他
対象 障害種 場所 啓発方法
?
?
?
教材名・内容
(出版社、筆者)
講演名・内容
(所属、講演者)
本斎者・内容
ねらい※
(複数回答可)
1
保護者
地域
自開症
ADHD
LD
校内
)
校外
)
その他
)
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
?
?
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
2 保護者
地域
自開症
ADHD
LD
校内
(    )
校外
(    )
その他
(    )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
?
?
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その4b(           )
3 保護者
地域
自開症
ADHD
LD
校内
(    )
校外
(   )
その他
(    )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
?
?
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者め ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
4 保護者
地域
自開症
ADHD
LD
校内
校外
その他
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
?
?
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
5 保護者
地域
自開症
ADHD
LD
校内
)
校外
)
その他
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
?
?
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
ありがとうございました。以下は各学年の取り組みについてです。よろしくお願いいたします。
11.
各学年で以下の調査を行つた。各学年とも内容が同じなので1学年の質問紙のみ示す。
1学年12.障害に関する理解教育の取り組み状況についての調査
(D今年度、学年の生徒に対して障害に関する理解教育を行つたものに○、行つていないものに×をつけて
くださしゝ
障害種 学級・学校在籍生徒の個々の臆 婁 ir閣オ スコ 鯉 掛 吉
障害に関する
一 鱚 的 な 狙 超 力 吉
視覚障害
聴覚障害
肢体不自由
病弱
知的障害
発達障害
自開症
LD
ADHD
隔決が終わつたら【『幹事に関する一般的な動 衛 の発達障害(自閉症。LDoADHDpに○があるときは②へ】
【それ以外のときは④へ】』
②今年度、学年の生徒に対して発達障害に関する_般的な理解教育を行つたとき、その内容について答え
てください (回答は1ペー ジの例を参考にして記入してくださしつ。
対象 障害種 教育課程
?
?
? 教材・方法
教材名・内容
(出版社、筆者)
講演名・内容
(所属、講演者)
本格老.山穴
ねらい※
(複数回答可)
1
学年
学級
その他
( )
自開症
ADHD
LD
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
( )
?
?
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者抄 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
2
( )
学年
学級
その他
自閉症
ADHD
LD
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
( )
?
?
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
3
( )
学年
学級
その他
自開症
ADHD
LD
???
?
?
?
?
( )
?
? ( )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
4
( )
学年
学級
その他
自開症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
5
( )
学年
学級
その他
自閉症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
豚 が終わったら【③へ】』
③発達障害に関する一般的な理解教育を行つた理由を書いてくださし、
豚 が終わったら【⑤へ】』
④発達障害に関する一般的な理解教育を行わなかった理由に該当するものに○をつけてください
い 答⊃ 。
教材がない 何をしていいのか分からない
?
?
?
教育課程に位置づけられていない
臨υtが終わつたら 【⑤へ】』
13.発達障害のある人 (特別支援学級在籍生徒を含む)との交流及び共同学習についての調査
(D今年度、学年の生徒に対して発達障害のある人 (特別
―
生徒を含Dと交流及び共同学習を
行つたかどうかを選んで番号に○をつけてくださしЪ
1〕わ た 【②へ】 2)行うていない 【④へ】
②学年の生徒に対して交流及び共同学習の事前事後に発達障害に関する一般的な理解教育を行つたかど
うかを選んで番号に○をつけてくださし、
1)行つた 【Oへ】    2)行うていない 【③へ】
③交流及び共同学習の事前事後に発達障害に関する一般的な理解教育を行つていない理由に○をつけて
ください (複数回答つ 。
教材がない 何をしていいのか分からない
?
?
?
教育課程に位置づけられていない
豚 が終わつたら【14.へ】』
④発達障害のある人 (特別支援学級在籍生徒を含む)との交流及び共同学習を行つていない理由を答えて
くださし、
⑤生徒は発達障害について理解しています力、
豚 が終わったら【14.へ】』
⑤今年度、学年の生徒に対して交流及び共同学習の事前事後に行つた発達障害に関する_般的な理解教育
の内容について答えてください (回答は1ペー ジの例を参考にして記入してください)。
14.保護者・地域に対する障害理解の啓発についての調査
①今年度、学年の保護者や地域に対して発達障害に関する‐般的な理解の啓発を行つたかどうかを選んで
番号に○をつけてくださし、
1)行うた  【③へ】       2)彿ていない 【②へ】
?
?
?
?
対象 障害種 教育課程
?
?
? 教材・教具
教材名・内容
(出版社、筆者)
講演名・内容
(所属、講演者)
交流者・内容
ねらい※
(複数回答可)
1
?
?
?
?
学年
学級
その他
( )
自開症
ADHD
LD
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
( )
?
?
読み物 映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(            )
2
?
?
?
?
学年
学級
その他
( )
自開症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物 映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(            )
3
?
?
?
?
( )
学年
学級
その他
自開症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物 映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(            )
4
?
?
?
?
( )
学年
学級
その他
自開症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物 映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(            )
5
?
?
?
?
( )
学年
学級
その他
自閉症
ADHD
LD
( )
国 数 社 理
英 音 美 技
家 体 特活
総合 道徳
その他
?
? ( )
読み物 映像
疑似体験
講演  交流
その他
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(            )
豚 が終わつたら【14.へ】』
12N行つていない理由に該当するものに○をつけてください (複数回答つ。
教材がない 何をしていいのか分からない
?
?
?
教育課程に位置づけられていない
豚 が終わつたら【15。へ】』
③今年度、学年の保護者。地域に啓発した内容について答えてください (回答は1ペー ジの例を参考にし
て記入してください)。
15。上記以外で発達障害に関する理解教育で使用できる教材を紹介してくださし、但し、内容の欄には教
材の種類を選んで○をつけてくださし、
対象 障害種 場所 啓発方法
?
?
?
教材名・内容
(出版社、筆者 )
講演名・内容
(所属、講演者)
な斎者・内容
ねらい※
(複数回答可)
1
??自開症ADHD
LD
)
)
校内
(
校外
(
その他
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
?
?
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
2
??自開症ADHD
LD
校内
(    )
校外
(   )
その他
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他
( )
?
?
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者をめぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
3 保護者
地域
自開症
ADHD
LD
校内
)
校外
)
その他
)
( )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他 ?
?
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
4 保護者
地域
自開症
ADHD
LD
(
校内
(    )
校外
(    )
その他
)
( )
読み物  映像
疑似体験
講演  交流
その他 ?
?
障害に対する知識理解
サポート方法の理解
障害者勧 ぐる状況理解
障害者に対する心情的理解
自分の生活や社会に目を向けていくこと
その他(           )
豚 が終わつたら【15.へ】』
内容 (教材 ) タイトリレ 出版社 筆 者 具体的な内容
1
読み物
映像
疑似体験
その他
( )
2
読み物
映像
疑似体験
その他
( )
3
読み物
映像
疑似体験
その他
( )
4
読み物
映像
疑似体験
その他
( )
5
読み物
映像
疑似体験
その他
( )
【資料 2】
第2節 発達障害に関する理解教育をする意義、必要性
発達障害に関する特定理解教育と発達障害のある生徒がいる場合の一般理解教育、
発達障害のある生徒が在籍しない場合の一般理解教育の必要性について、すべてを回
答した学校は、92校であつた。その結果を表A‐1、 A‐2、 A‐3に示す。
表A-1発達障害に関する特定理解教育の必要性(n=92)
必要である
どちらかといえば必要である
どちらかといえば必要ない
必要ない
60布交     65.2%
30本た     32.6%
2校  2.2%
0本交     0.0%
表A-2発達障害のある生徒が在籍する場合の一般理解教育の必要性(n=92)
必要である
どちらかといえば必要である
どちらかといえば必要ない
必要ない
59在吏     64.1%
32本交     34.8%
1校  1.1%
01交      0.0%
表A-3発達障害のある生徒が在籍しない場合の一般理解教育の必要性(n=92)
必要である
どちらかといえば必要である
どちらかといえば必要ない
必要ない
47本交     51.1%
43在吏     46.7%
2校  2.2%
0本交      0.0%
【資料 3】
第7節 障害理解教育の実施状況
8。 発達障害に関する一般理解教育の内容
全校、各学年の生徒に対して行つた発達障害に関する一般理解教育の内容について
は、1学年から3学年で、発達障害に関する一般理解教育を実施していない学校から
も回答があつた。その結果を表Bに示す。全校2校2件、1学年 12校14件、2学年
8校9件、3学年 4校4件の回答があつた。
10
表B発達障害に関する一般理解教育の未実施校の回答数【学校、学年別】
全 校
1学年
2学年
3学年
2校
12校
8校
4校
2件
14件
9件
4件
【資料 4】
発達障害に関する特定理解教育を実施した学校の回答についての結果を表 C‐1に示
す。全校2校2件、1学年5校5件、2学年6校7件、3学年 1校1件の回答があつ
た。しかし、その回答のうち、すべて正確に記述されたものが全校0校、1学年 1校、
2学年0校、3学年0校であつた。結果は、項目別に回答があったものをまとめて記
す。
表C-1発達障害に関する一般理解教育の未実施校の回答数【学校、学年別】
【発達障害に関する特定理解教育実施】
全 校
1学年
2学年
3学年
2校
5校
6校
1校
2件
5件
7件
1件
対象についての結果を表 C‐2に示す。1学年 5校5件の回答があり、対象は「学年」
4校4件、「学級」1校1件、「その他」1校1件であった。その他の項目は、交流学級
であつた。2学年 6校7件の回答があり、対象は「学年」4校4件、「学級」3校3件、
3学年 1校1件の回答があり、対象は「学級」1校1件であつた。
表C-2実施した対象
【発達障害に関する特定理解教育実施】
学年 学級 その他
1学年(n=5) 4 1 1
2学年(n=7) 4 3 0
3学年(n=1) 0 1 0
11
行つた障害種についての結果を表 C‐3に示す。全校 2校2件の回答があり、「自閉
症スペクトラム」2校2件、1学年 5校5件の回答があり、「自閉症スペクトラム」5
校5件、2学年5校5件の回答があり、「自閉症スペクトラム」5校5件、「ADHD」1
校 1件、「LD」1校1件、3学年 1校1件の回答があり、「自閉症スペクトラム」1校
1件であつた。
表C-3実施した障害種
【発達障害に関する特定理解教育実施】
自開症 ADHD LD
全 校(n=2) 2 0 0
1学年(n=5) 5 0 0
2学年(n=5) 5 1 1
3学年(n=1) 1 0 0
実施した教育課程についての結果を表 C‐4に示す。全校2校2件の回答があり、「特
別活動」1校1件、「道徳」2校2件であつた。1学年5校5件の回答があり、「特別活
動」1校1件、「総合的な学習の時間」1校1件、「道徳」2校2件、「その他」1校1
件であった。その他の項目は、学年集会であつた。2学年6校7件の回答があり、「音
楽科」1校1件、「美術科」1校1件、「技術科」1校1件、「家庭科」1校1件、「保健
体育科」1校1件、「特別活動」2校3件、「総合的な学習の時間」1校1件、「道徳」3
校3件であつた。3学年 1校1件の回答があり、「音楽科」1校1件、「美術科」1校1
件、「技術科」1校1件、「家庭科」1校1件、「保健体育科」1校1件、「特別活動」1
校 1件であつた。
表C-4実施した教育課程【発達障害に関する特定理解教育実施】
国 数 社 理 英 立日 美 技 家 体
?
?
??
???
?
?
?
?
?
全 校(n=2)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0
1学年(n=5)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 1
2学年(n=7)0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 3 1 3 0
3学年(n=1)0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 0 0 0
12
実施した時間数についての結果を表 C‐5に示す。全校 1校1件の回答があり、「1時
間」1校1件であつた。1学年 3校3件の回答があり、「0時間～1時間」1校1件、「1
時間」1校1件、「2時間」1校1件であつた。0時間～1時間には、15分と記述して
あつた。2学年4校5件の回答があり、「1時間」3校4件、「その他」1校1件であつ
た。その他の項目は、週6であつた。3学年 1校1件の回答があり、「その他」1校1
件であった。その他の項目は、週5であつた。
表C-5実施した時間数【発達障害に関する特定理解教育実施】
0～1時間 1時間 2時間 3時間 その他
全 校(n=1) 0 1 0 0 0
1学年(n=3) 1 1 0 0
2学年(n=5) 0 4 0 0 1
3学年(n=1) 0 0 0 0 1
実施した教材 。方法についての結果を表 C‐6に示す。全校 2校2件の回答があり、
「読み物」2校2件であつた。1学年4校4件の回答があり、「読み物」1校1件、「講
演」2校2件、「その他」1校1件であつた。その他の項目は、生徒の実態を踏まえた
話であつた。2学年4校5件の回答があり、「講演」1校1件、「交流」1校1件、「そ
の他」2校3件であった。その他の項目は、本人の思い 1校2件、生徒の実態を踏ま
えた話であつた。3学年0校0件の回答であつた。
表C-6実施した教材“方法【発達障害に関する特定理解教育実施】
読み物 映像 疑似体験 講演 交流 その他
全 校(n=2) 2 0 0 0 0 0
1学年(n=4) 1 0 0 2 0 1
2学年(n=5) 0 0 0 1 1 3
3学年(n=o) 0 0 0 0 0 0
実施したねらいについての結果を表 C‐7に示す。全校 2校2件の回答があり、「障
害に対する知識理解」1校1件、「サポー ト方法の理解」1校1件、「障害者に対する
心情理解」2校2件、「自分の生活や社会に目を向けていくこと」1校1件であった。
1学年 5校5件の回答があり、「障害に対する知識理解」2校2件、「サポー ト方法の
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理解」2校2件、「障害者をめぐる状況理解」3校3件、「障害者に対する心情理解」4
校4件であつた。2学年 5校6件の回答があり、「障害に対する知識理解」5校6件、
「サポー ト方法の理解」2校2件、「障害者をめぐる状況理解」3校3件、「障害者に
対する心情理解」3校4件、「自分の生活や社会に目を向けていくこと」1校1件であ
つた。3学年0校0件の回答であつた。
表C-7実施したねらい【発達障害に関する特定理解教育実施】
障害に対
する
知識理解
サポート
方法の理
解
障害者を
めぐる
状況理解
障害者に
対する
心情理解
自分の生
活や社会
に目を向
けていく
その他
全 校(n=2) 1 1 0 2 1 0
1学年(n=5) 2 2 3 2 0 0
2学年(n=6) 6 2 3 4 1 0
3学年(n=o) 0 0 0 0 0 0
実施した教材名と内容についての結果を表 C‐8に示す。全校0校0件の回答があつ
た。1学年 2校2件の回答があり、特別支援学級担任の話 1校1件、保護者の感想 1
校 1件であつた。2学年 1校1件の回答があり、学年主任からの講話 1校1件であつ
た。3学年0校0件の回答であつた。
表C-8実施した内容【発達障害に関する特定理解教育実施】
1学年(n=2)特別支援学級担任の話 1件
保護者の感想 1 件
2学年(n=1)学年主任からの講話 1 件
【資料 5】
発達障害に関する障害理解教育を実施していない学校の回答についての結果を表
D‐1に示す。全校0校0件、1学年7校9件、2学年2校2件、3学年3校3件の回
答があつた。しかし、その回答のうち、すべて正確に記述されたものはなかつた。結
果は、項目別に回答があつたものをまとめて記す。全校については0校であつたため、
内容についての結果には全校の項目を表さずに示す。
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表D-1発達障害に関する一般理解教育の未実施校の回答数【学校、学年別】
【発達障害に関する障害理解教育未実施】
全 校
1学年
2学年
3学年
0校
7校
2校
3校
0件
9件
2件
3件
対象についての結果を表 D‐2に示す。1学年5校7件の回答があり、対象が「学年」
5校6件、「学級」1校1件、2学年 1校1件の回答があり、対象が「学年」1校1件、
3学年 2校2件の回答があり、対象が「学年」1校1件、「学級」1校1件であつた。
実施した障害種についての結果を表 D‐3に示す。1学年0校0件、2学年0校0件、
3学年0校0件であった。
表D-2実施した対象
【発達障害に関する障害理解教育未実施】
表D-3実施した障害種
【発達障害に関する障害理解教育未実施】
自開症 ADHD LD
1学年(n=o) 0 0 0
2学年(n=o) 0 0 0
3学年(n=o) 0 0 0
実施した教育課程についての結果を表 D‐4に示す。1学年 6校8件の回答があり、
「特別活動」2校2件、「総合的な学習の時間」3校3件、「道徳」4校4件であつた。
2学年2校2件の回答があり、「道徳」1校1件、「その他」1校1件であつた。その他
の項目は、肢体不自由であった。3学年2校2件の回答があり、「特別活動」1校1件、
「道徳」2校2件であつた。
学年 学級 その他
1学年(n=7) 6 1 0
2学年(n=1) 1 0 0
3学年(n=2) 1 0
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表D-4実施した教育課程【発達障害に関する障害理解教育未実施】
国 数 社 理 英 土日 美 技 家 体
?
?
?????
?
?
?
?
?
1学年(n=8)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 4 0
2学年(n=2)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
3学年(n=2)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0
実施した時間数についての結果を表 D‐5に示す。1学年2校2件の回答があり、「1
時間」1校1件、「3時間」1校1件であつた。2学年 1校1件の回答があり、「2時間」
1校1件であった。3学年0校0件の回答であった。
表D-5実施した時間数【発達障害に関する障害理解教育未実施】
0～1時間 1時間 2時間 3時間 その他
1学年(n=2) 0 1 0 1 0
2学年(n=1) 0 0 1 0 0
3学年(n=o) 0 0 0 0 0
実施した教材・方法についての結果を表 D‐6に示す。1学年 5校7件の回答があり、
「読み物」2校2件、「映像」1校1件、「疑似体験」2校2件、「講演」1校1件、「交
流」1校1件、「その他」2校2件であつた。その他の項目は、講話、話であつた。2
学年2校2件の回答があり、「読み物」1校1件、「講演」1校1件、「交流」1校1件、
「その他」1校1件であった。その他の項目は、車いすバスケットボァル体験であつ
た。3学年 1校1件の回答があり、「読み物」1校1件であつた。
表D-6実施した教材・方法【発達障害に関する障害理解教育未実施】
読み物 映像 疑似体験 講演 交流 その他
1学年(n=7) 2 1 2 1 1 2
2学年(n=2) 1 0 0 1 1 1
3学年(n=1) 1 0 0 0 0 0
実施したねらいについての結果を表D‐7に示す。1学年6校8件の回答があり、「障
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害に対する知識理解」5校6件、「サポー ト方法の理解」3校3件、「障害者をめぐる
状況理解」3校3件、「障害者に対する心情理解」4校4件であつた。2学年2校2件
の回答があり、「障害に対する知識理解」2校2件、「サポー ト方法の理解」1校1件、
「障害者に対する心情理解」1校1件、「その他」1校1件であつた。その他の項目は、
障害をもつ人との交流であつた。3学年 2校2件の回答があり、「障害に対する知識理
解」2校2件、「障害者に対する心情理解」2校2件、「自分の生活や社会に目を向け
ていくこと」1校1件であつた。
表D-7実施したねらい【発達障害に関する障害理解教育未実施】
障害に対
する
知識理解
サポート
方法の
理解
障害者を
めぐる
状況理解
障害者に
対する
心情理解
自分の生
活や社会
に目を向
けていく
その他
1学年(n=8) 6 3 3 4 0 0
2学年(n=2) 2 1 0 1 0 1
3学年(n=2) 2 0 0 2 1 0
実施した教材名と内容についての結果を表 D‐8に示す。1学年4校5件の回答があ
り、「きらめき」1校1件、道徳教本「明日をひらく」1校1件、車いす体験 1校1件、
車いすバスケット1校1件、「だれもしらない」灰谷健次郎 1校1件であつた。2学年
2校2件の回答があり、友だち1校1件、車いすバスケット1校1件であつた。3学
年 1校1件の回答があり、友だち1校1件であつた。
表D-8実施した内容【発達障害に関する障害理解教育未実施】
1学年(n=5)「きらめき」 1件
道徳教本「明日をひらく」 1件
車いす体験 1件
車いすバスケット 1 件
「だれもしらない」灰谷健次郎 1件
2学年(n=2)友だち 1件
車いすバスケット 1件
3学年(n=1)友だち 1件
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【資料 6】
11.生徒の発達障害に関する理解
理解についての回答はされていないが理由を回答した学校が 1学年 5校、2学年 4
校、3学年4校、欄外に記入が3学年で 1校あつた。その記述の要約を以下に記す。
1)1学年 (5校)
a.教育課程に位置づけていない (2校)
b。 定型発達の生徒一人ひとりにより理解状況は大きく異なる
c.分からない (2校)
2)2学年 (4校)
a.小学校から様子を知っている
b。 生徒により理解状況は大きく異なる
c.分からない (2校)
3)3学年 (4校)
a.生徒により理解状況は大きく異なる
b.小学校から様子を知つている
c.分からない (2校)
4)欄外に記入 (3学年 1校)
a。 発達障害を受け入れられない地域性がある
【資料 7】
3.交流及び共同学習の事前事後として一般理解教育を実施していない理由
質問紙の回答順から記入しなくてもよい 1学年9校、2学年 14校、3学年 19校が
事前事後指導を行つていない理由を回答していた。参考までにその回答と記述の要約
を以下に記す。
1)1学年
「教材がない」1校、「何をしていいのか分からない」3校、「教育課程に位置づけら
れていない」5校、「その他」3校であつた。その他の記述の要約は、発達障害のある
生徒がいない (2校)、 時間がないであつた。
2)2学年
「教材がない」2校、「何をしていいのか分からない」7校、「教育課程に位置づけら
れていない」8校、「その他」4校であつた。その他の記述の要約は、必要性がない (2
校)、 発達障害のある生徒がいない、日常的に共に学校生活をしているであつた。
3)3学年
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「教材がない」3校、「何をしていいのか分からない」6校、「教育課程に位置づけら
れていない」9校、「その他」4校であつた。その他の記述の要約は、必要性がない、1,
2年次で既習済み、時間がない (2校)であつた。
【資料 8】
4.交流及び共同学習を実施していない理由
質問紙の回答順から記入しなくてもよい 1学年 7校9件、2学年9校10件、3学年
11校12件が交流及び共同学習を行つていない理由を記述していた。参考までにその
記述を要約したものを以下に記す。
1)1学年
a.機会がなかつた (2件)
b.時間がない
c.内容的に実施が困難である
d.相互理解を深めるため
e。 日々の生活の中で交流している
■ 発達障害のある生徒が不登校のため交流できない
g.発達障害のある生徒の問題行動や保護者の理解などクリアにしなければならな
いことが多い
h.発達障害のある生徒がいない
2)2学年
a.必要性がない (2件)
b。 発達障害のある生徒がいない (2件)
c.時間がない
d.教育課程に位置づけられていない
e.機会がない
■ 交流学級で一緒に学習している
g。 日々の生活の中で交流している
h.内容的に実施が困難である
3)3学年
a.発達障害のある生徒がいない (3件)
b.時間がない
c.教育課程に位置づけられていない
d.機会がない
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e。 1,2年次に既習済み
■ 交流学級で一緒に学習している
g。 日々の生活の中で交流している
h.必要性がない
i.内容的に実施が困難である
j.発達障害があると思われる生徒の障害の状況を教員が把握できていない
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